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巻頭論文

Abstract：The purpose of this paper is to discuss the management of workplace relationships that promote early career 
development from the perspective of Developmental Networks （DN）. Based on D. T. Hall’s concept of the “relational 
approach,” the author explores the possibility of organizational management of DN.
Through a series of empirical studies conducted by the author, two key factors that enable DN management have been 
identified: （1） the characteristics of the job performed by individuals, including task diversity, and interdependence, or 
teamwork as a job characteristic overarching them; and （2） the relational behaviors of direct managers that align with job 
characteristics and traits of subordinates.
Based on these findings, this study provides practical implications: （1） promoting DN formation through designing jobs, （2） 
assigning young employees giving consideration to job characteristics, and （3） ensuring that direct supervisors engage with 
subordinates in ways that align with both job characteristics and individual traits. Finally, the paper discusses the 
implications of these findings for vocational education in educational institutions.

Key Words：Developmental Networks, Early Career, Job Characteristics, Teamwork, Relational Behavior of Direct 
Supervisors

抄録：本稿の目的は、デベロップメンタル・ネットワーク（Developmental Network：DN と略）の視点から、初
期のキャリア発達を促す職場の人間関係のマネジメントについて論じることにある。筆者は、Hall, D.T. が示した

「関係性アプローチ（relational approach）」という考え方に依拠して、組織による DN のマネジメント可能性につ
いて探究してきた。
　これまでに筆者が実施してきたいくつかの実証的研究の結果から、DN のマネジメントを可能にする要因とし
て、①その人が従事する職務の特性（タスク多様性や相互依存性、あるいはそれらを包含するチームワークとい
う職務特性）と、②職務特性や部下の特性に適合的な直属上司のかかわり行動という２点を見出すに至ってい
る。この結果を基にして、①職務設計による DN の形成促進、②職務特性を意識した若手社員の配置、③職務特
性と部下個人の特性に適合的な直属上司の関わり行動、といった実践的示唆を提示した。最後に、これらの知見
が教育機関における職業教育に与える示唆を述べた。

キーワード：デベロップメンタル・ネットワーク、キャリア初期、職務特性、チームワーク、直属上司の関わり行動
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１．�はじめに― デベロップメンタル・ネット
ワークとは

本稿の目的は、企業など経営組織に勤務する若手
従業員の職業教育や人材育成に有効な職場の人間関
係（デベロップメンタル・ネットワーク）のマネジ
メントについて論じることにある。

当然のことながら、働く個人のキャリアは孤立の
中ではなく、ともに働く多様な人々との関係性の中
で形成される。とくにキャリア初期においてはメン
タリング関係、すなわち、より経験豊かな人物（メ
ンター）が、より若く経験不足な人物（プロテジェ
またはメンティー）のキャリアを支援する目的の関
係性が重要である。

しかし、ただ１人の人がメンターである必然性は
なく、様々な人物が同時に個人のキャリア形成を促
進することがある。このような個人を取り巻いて成
長を促す人間関係を、デベロップメンタル・ネット
ワーク（Developmental Network：以下、DN）とい
う。DN とは、「プロテジェのキャリア促進に関心を
持ち、プロテジェが発達的支援を提供してくれる人
であると名前を挙げた人々によって形成されたエゴ
セントリック（自分を中心とする）なネットワーク」
と定義される（Higgins & Kram, 2001, p. 268）。

この定義で着目すべき点は３つある。まず DN で
は、メンターとプロテジェといった垂直的な２者関
係だけでなく、発達を支援する複数の多様な人々と
の人間関係を同時に見ようとする。そこには自分

（プロテジェ）とは異なる組織に所属する他者との
人間関係も視野に含まれる。

次に DN は、プロテジェ自身の主観的認識によっ
て成り立っている。したがって、たとえ直属上司あ
るいはフォーマルに割り当てられたメンターであっ
ても、また、その人々に「支援しよう」という意図
があるとしても、プロテジェ本人が「支援が提供さ
れている」と認識しなければ、DN を構成する人物
にはならない。

さらに、支援する側が年長であることや経験豊か
であることを前提としていない点にも DN の特徴が
ある。だからこそ、インフォーマルなものを含む関
係性の多様さを認めることになる。

働く人々のキャリア形成が、直属上司やフォーマ
ルなメンターに限らず多種多様な人々の影響を常に

受けているという事実は、時代や社会の変化を超え
て疑いの余地はないだろう。直属上司やメンターと
の垂直的な関係性は組織に働く者としては非常に重
要なものであることに間違いないが、個人のキャリ
ア形成を促進する関係性はそれだけではない。現実
に、フォーマルなメンター役の人に若手社員の育成
を過度に期待すれば、その物理的・精神的負担が集
中し、メンター側の成長を阻害するという事象も起
こり得る。ゆえに、キャリア形成を支援する人間関
係をインフォーマルなものも含めて多角的に見ると
いう視点は、理に適っていると言えよう。

２．DNの特性
このような DN を実証的な研究の対象とするため

には、まず操作的な定義をしておく必要がある。こ
こでは、DN の構造および機能の２つの特性から整
理しておこう。

（１）DNの構造特性に関する概念
DN 研究においては、ネットワークの「大きさ」と

「関係性（つながり）の強さ」の２つが、DN の構造
特性を把握するための概念として用いられる。

本稿では、DN の大きさを捉える概念としては、
社会的ネットワークの大きさを示す指標として用い
られる「人数」と「領域多様性」を、DN 内の人物
との関係性（つながり）の強さを捉える概念として
は、「やり取りの頻度」を用いる。
①　人数（大きさ）

自分自身の成長にとって良い影響を与えたと（主
観的に）思われる周囲の人物は何人いるか、これが
個人の DN の人数となる。

なお、DN の人数が多いほど、DN で提供される機
能の量（機能提供量）や種類の多様性（機能多様性）
が増す可能性が高くなると予測される。
②　領域多様性（大きさ）

DN の大きさを示すもう１つの指標は、DN に含
まれる人物の社会的システムの範囲（領域）の広さ

（多様性）である。
Higgins & Kram（2001）では、DN の範囲を、「対

象となる人との関係性が生まれた社会システムの
数。たとえば、会社、学校、コミュニティ、専門的
協会など」（p. 269）としている。すなわち、すべて
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の関係性が同一の社会システムから生じている場合
には多様性が低く、逆に関係性が多くの異なる社会
システムから生じている場合には多様性が高いとい
える。そして、多様性が増すほど、提供される情報
や学習資源の同質性が軽減されると考えられる。

なお、ネットワークの構造的多様性を示すもう一
つの指標として密度（ネットワーク内の人物の相互
のつながり合いの程度）があるが、これについては、
DN 研究では用いなくてよいと筆者は考えている。
なぜなら、「エゴセントリック（自分を中心とする）
なネットワーク」とあるとおり、そもそも DN の定
義では、DN 内の人物相互の関係性をそれほど重視
していないと考えるからである。また、DN 内全て
の人物の相互のつながり合いを正確に把握すること
は方法論的に困難である。

さて、実際の調査においては、複数部門から成る
企業などの組織の内部をフィールドとして、そこに
所属する個人の DN の構造を把握しようとすること
もある。その場合には、DN に含まれる人物のうち、
他部門に属する人数が占める比率を DN の領域多様
性として用いてもよい。つまり、所属部門を企業内
の社会システムと捉え、他部門に属する人物が多い
ほど、その人の DN の領域多様性が高くなり、得ら
れる情報や学習資源の質が多様になると考える。
③　やり取りの頻度（つながりの強さ）

Higgins & Kram（2001）は、DN 内の人物との関係
性の「強さ」とは、「感情」、「相互依存性」、「コミュ
ニケーション頻度」の３つの概念からなるとしてい
る。

このうち感情について言えば、職場には、親しく
なくとも重要な機能や支援を豊富に提供してくれる
他者も存在するだろう。

また相互依存性については、それが高くなれば
DN で提供される機能の量および質（種類）が充実
する可能性もあるが、DN 内の経験豊かな人物に一
方的に依存する（＝相互依存性は低い）未熟な個人
が豊富な機能を提供される場合も多いだろう。

以上の点から、感情および相互依存性は、DN の
構造特性の分析に用いるのは相応しくないだろう。
そこで筆者は、DN に含まれる人物との「コミュニ
ケーション頻度」に近似した「やりとり（交流）の
頻度」を関係性の強さの指標とすべきだと考える。

すなわち、DN で提供される機能の量や質（種類）
は、やり取りの頻度から直接的に影響を受け易いと
考えられるので、やり取りの頻度が高い DN である
ほど、量的にも質的にも豊富な機能が提供されると
期待できる。

実際に筆者がこれまでに行ってきた質問紙調査で
は、前述の①で挙げられた自分自身の成長にとって
良い影響を与えたと（主観的に）思われる周囲の人
物それぞれと、普段どれくらいの頻度でやり取りを
行っているかを、以下の基準で点数化して問うてい
る。つまり、１ヶ月に１回以下は１点、１ヶ月に２
～３回程度は２点、１週間に２～３回程度は３点、
１日に２～３回程度は４点、１日に何回もの場合は
５点、といった具合である。DN 全体のつながりの
強さは、それぞれの人物について回答された数値の
平均としている。

（２）DNの機能特性に関する概念
①　DN で提供される機能の種類（機能多様性）

DN で提供される機能特性は、メンタリングの機
能に準じており、大きく「キャリア的機能」と「心
理・社会的機能」に類別される。

ところで、平野（1999）および金井（2002）にし
たがえば、キャリア発達は、今までの経験で分化し
てきたキャリアから自分なりに何らかのパターンを
見つけだし、共通するテーマに意味づけ、様々な経
験の束を見出された意味のもとに統合することによ
り生じる。統合はそれまで歩んできた幾重にも分化
したキャリアを回顧的にふり返り、そこに肯定的な
価値を見いだし意味づけ、その上で未来への発展を
内在させつつ、将来を展望することによって可能に
なる。つまり、①様々な成長の機会を経験すること

（以下、経験）、②それらの経験を内省すること（以
下、内省）、③将来を展望（以下、展望）することと
いう一連のプロセスが、キャリア形成に必要だと言
える。

このような観点から、表１で示した DN の機能を
分類してみよう。これは、Kram（1985）を参考にし
つつ、後述する坂本（2017）の定性的研究の結果か
ら導き出され、坂本（2018）の定量的研究での質問
紙調査で用いられたものである。

まず、「挑戦的課題の割り当て」や「委任」はもち
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ろんのこと、「ネットワークづくり」によって多様な
人物との接触が増えることも、「経験」に含めて良い
だろう。

次に、心理・社会的機能に含まれる「相談」や「成
長の確認」についてはもちろんのこと、キャリア的
機能の「基本的指導」や「技術的指導」についても、
自身の行動やスキルに対するフィードバックを他者
から得られるという点で「内省」につながる。「ライ
バル」の存在も、自身を他者と相対化するという点
で内省を促す面があると言えよう。

最後に、「役割モデル」の存在は今後の目標や将来
の「展望」を考える上でとても重要である。「相談」
は内省を促すと同時に、展望を考える機会を提供す
ることもあるだろう。 

残る「保護」、「交友」、「見守り」の３つは、他の
機能が安心して提供されやすくなる土壌づくりとし
ての役割があると思われる。

以上から、ここで定義されている DN の機能に関
する12個の概念は、キャリア発達を促進する上で必
要な機能を網羅していると考えてよい。

なお、実際に実施された調査では、合せて何種類
の機能が、DN 全体から提供されたかをケース（個
人）ごとに算出し、DN で提供された機能の種類の
多様性（機能多様性）としている。
②　DN で提供される機能の量

質問紙を用いた調査では、DNの12種類の機能が、
前項２．（１）の①で挙げられた自分自身の成長に
とって良い影響を与えた人物それぞれから、提供を
受けたと感じる程度を４段階のリッカート尺度

（１．あてはまらない、２．どちらかといえばあては
まらない、３．どちらかといえばあてはまる、４．あ
てはまる）で回答させている。

回答された数値をそれぞれの機能ごとに積算した
うえで、12種類の機能の平均値を算出する。たとえ
ば、DN が３人から構成されているケースを考えて
みる。「基本的指導」の提供が、１人目からは「４．
あてはまる」、２人目からは「３．どちらかといえば
あてはまる」、３人目からは「２．どちらかといえば
あてはまらない」だったとすると、この機能の DN

全体での提供量は「４＋３＋２＝９」となる。「技術
的指導」以下の11の機能についても同様に計算した
後、12種の機能全体の平均値を算出する。DN で提
供された機能の量を客観的に捉えることは難しいた
め、この数値を DN 全体で提供された機能の提供量
を示す指標としている。つまり、この数値が高いほ
ど、より多くの量の機能が提供される DN であると
考えるのである。

３．DNはマネジメントできるのか
さて筆者はこれまで、キャリア初期にある若い

人々の育成に有効な職場の DN を、企業などの経営
組織がマネジメントすることはできるのかという問
いを立てて、調査・研究を行ってきた。このような
問いを明らかにするためには、DN がどのようなプ
ロセスで形成されるのか、とくに組織的要因の影響
について知っておく必要がある。

一般に日本企業では、新規に採用した学卒者に対
して、自社で職業教育を行って育成する点が大きな

表１　DNの機能特性に関する概念

機能 定義

キ
ャ
リ
ア
的
機
能

基本的指導 全般的な仕事の進め方や、組織の人間や技能職としての基本的な考え方の指導を受けた。
技術的指導 具体的な作業の手順や方法を一つ一つ丁寧に手ほどきを受けた。
挑戦的課題の割り当て 今までにやったことがないような難しい仕事や、大きな責任がある仕事を割り当てられた。
保護 失敗しても責任をかわりに取ってくれた。
委任 能力や成長度合いに応じて、仕事を任せられた。
ネットワークづくり 部署外の重要な人物とのつながりをつくってくれた。
役割モデル 手本となる技能を示されたり、組織の人間や技能職としての模範を示されたりした。

心
理
・
社
会
的
機
能

相談 仕事やプライベートのことなど、何でも気軽に自分が気になっていることを聞いてもらった。
交友 食事や趣味を共にするなど、インフォーマルな関係を一緒に楽しんでくれた。
ライバル 技能の向上を競い合い、高めあった。
見守り 何気ない心配りや声掛けをされ、常に関心を示された。
成長の確認 その人を見ると過去の自分の姿を想い起され、これまでの成長と今後の課題が実感できた。
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特徴の１つであると言われている。それは、職場に
おいて日常的な仕事を通じて行われるトレーニング
である OJT（On the Job Training）と、職場から離れ
て行われる Off-JT（Off the Job Training）という２つ
の柱によって、高い成果をあげてきた。このうち、
正社員の育成に関しては、OJT を重視する企業が多
い。たとえば、厚生労働省の「令和５年度能力開発
基本調査」によると、正社員の能力開発の方法とし
て、OJT を重視またはそれに近いと回答している企
業が78.5％であるのに対して、Off-JT を重視または
それに近いと回答している企業が21.1％である。ま
た、同じ調査によると、計画的な OJT が新入社員に
対して実施されている事業所の比率は、全体の半数
程度（51.5％）であった。言い換えれば、およそ半
数弱の事業所は新入社員に対して計画的なOJTを実
施していないということになる。

こうした職場のOJTに関する研究は意外に多くは
ないが、いくつかの研究でその実態が浮き彫りにさ
れている。まず、中小企業の人材育成に関する研究
の一環として、ある工作機械メーカーを調査した小
池（1981）は、新入社員の育成について「はじめ2,3
日は先輩の作業をじっと見つめることから出発する
のだ。班長が指導するのみならず、となりの先輩が
熱心に教える。この点はわが国の持ち味を生かして
いる」（p. 64、下線部は筆者）と述べている。この
ように、新規学卒者である若手従業員の育成に対し
て、職場の上司以外のインフォーマルな人間関係に
よる指導も一定の貢献をしていることは、日本企業
で働いた経験のある多くの人が直感的に理解できる
ことだろう。

次に、中堅・中小製造企業の技術者育成について
調査を行った川喜多（2008）は、OJT の重要性を指
摘するのみならず、インフォーマルな関係性を通じ
た OJT が実際にはしばしば偶然任せで行われてお
り、その成功は先輩が自分の仕事の時間を割いて効
果的な指導を行うかどうかしだいであるという指摘
を行っている。つまり、インフォーマルな関係性の
影響が大きいにもかかわらず、そのマネジメントは
運や個人任せで行われているにすぎないということ
ができる。

とはいえ、現実の職場の人間関係は様々な要因が
複雑に関係しており、実際にマネジメントの対象と

なり得るのかという疑問は簡単には払拭できない。
このような疑問に対しては、ボストン大学の Hall, 

D. T. が 示 し た「 関 係 性 ア プ ロ ー チ（relational 

approach）」という考え方が役に立つ。
Hall（2002）は、人間関係の質がお互いのキャリ

ア発達を促進すると考え、職場で一緒に働く人々と
の人間関係は組織の中にある最も日常的に接しやす
い「天然資源（natural resources）」の１つであると考
えている。さらに組織の役割は、関係性のブロー
カー、つまりキャリア形成に必要な人間関係や仕事
を取りもったり、促進させたりすることにあると考
える。言いかえれば、DN の形成は、企業の人事部
門や直属上司による人間関係のマネジメントによっ
て促進できると考えることが可能である。またそれ
は、大きな仕組みが無くても低コストでマネジメン
トできるという点で優れている。

もちろん、職場の人間関係を組織がマネジメント
することは、フォーマルな人材育成の仕組みを組織
全体に構築することと同程度の困難を伴うだろう。
だからと言ってそのマネジメントを放棄するのでは
なく、仮にマネジメントによる影響が部分的にしか
及ばないとしても、何らかの方策を講じるべきだと
いうのが筆者の基本的な考え方である。

ここで注意しておきたいのは、筆者が組織による
DN のマネジメントの可能性を探るうえで、それを
組織全体のレベルではなく職場レベルで考えようと
する点である。つまり、Off-JT や計画的な OJT に代
表される組織全体の制度ではなく、組織の中の天然
資源すなわち職場に内在するインフォーマルな人間
関係によって、キャリア初期にある企業の新入社員
や若手従業員が教育や育成される側面に関心を抱い
ているからである。

さて、これまでに筆者が実施してきたいくつかの
調査の結果からは、DN のマネジメントを可能にす
る要因として、①その人が従事する職務の特性（職
務特性）と、②職場の上司のかかわり行動という２
点を見出すに至っている（坂本・西尾 2013、坂
本 2017、2018、2020、2022、2023） １。

次章からは、これらの調査結果を概観し、DN の
マネジメント可能性について論じていく。
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４．職務特性がDNに与える影響
まず本章では、著者が2012年から2016年にかけ

て、中国地方の中規模造船業２社（A 社・B 社） ２に
勤務する若手従業員を対象に行った調査結果を基
に、職務特性が DN の形成に与える影響について論
じる。

（１）造船企業２社での調査結果の概要
一連の定性的および定量的調査では、DN の構造

特性（DN に含まれる人数および DN に含まれる
人々とのつながりの強さ）に対しては、機能を受け
る側の個人が従事する職務特性が、一定の影響力を
有していることが分かった（坂本 2017、2018）。つ
まり、個人がどのような特性を持つ職務に従事して
いるかによって、DN の構造は異なってくるという
ことである。

具体例をあげよう。造船企業 A 社（修繕専業）お
よび B 社（新造船と修繕の兼業）には、既存の船舶
の修繕を行う技能職が勤務している。船舶修繕業で
は、顧客の船舶がドック入りした後でないと具体的
な修繕内容が分からないことが多く、同時にその作
業内容は非常に多岐にわたる（タスク多様性が高
い）。このため若手従業員は、複数の上司や先輩から
技能を学ぶ必要性が高く、DN の人数が増えやすい
傾向を有する。また、修繕作業に決まった方法はな
く、状況に応じた作業班内での意見の出し合いに
よって問題を解決する場面が多い（相互依存性が高
い）。このため、若手従業員と周囲の人物とのつなが
りは強くなる傾向を有している。

さらに、タスク多様性や相互依存性といった職務

特性が DN の構造特性（人数・つながりの強さ）に
影響を及ぼし、さらにこれら DN の構造特性がその
機能特性（提供される機能の量・種類の多様性）に
影響を及ぼすという因果関係の連鎖も、多変量解析
の結果から確認することができた（図１）。

加えて、組織要因である職務特性が結果的に DN

の機能特性に対して与える総合効果は、個人の発達
度合いや性格といった心理的要因と比べて大きいこ
とも明らかとなった。

（２）個人のキャリア結果に対する影響
これらの調査ではさらに、DN で提供された機能

の量が、個人の主観的なキャリア結果に対して、ど
のように影響するのかについても検討された。その
結果、提供された機能の量が個人の成長実感を促進
することが分かった。さらに、個人が成長を実感す
ることによってキャリア形成に対する基本的な意欲

（キャリア・モチベーション）が高まり、結果的に昇
進や勤続という組織内での具体的なキャリアの展望
や目標（組織内キャリア目標）に対する志向性が高
まるという事実も確認できた（坂本 2020）。

このように、組織内での具体的なキャリアの展望
や目標を個人が持つことこそが、組織にとっては重
要な成果といえるだろう。さらに言えば、昇進希望
および勤続希望という２つの志向性は、個人の主観
的側面が強い成長実感やキャリア・モチベーション
とは異なり、個人に対する組織からのニーズとの調
和を条件とする点において、とくに有益な指標であ
る。DN のマネジメントがこれらの志向性を結果的
に高めることができるのであれば、それは人材マネ

図１　職務特性、DNの構造特性および機能特性に関する因果関係のモデル
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ジメントの一環として行われても良いということに
なるだろう。

以上のように、タスク多様性および相互依存性と
いった職務特性が、DN の形成に一定の影響力を有
していることを確認することができた。そしてこれ
らの職務特性は、職場レベルでマネジメントできる
可能性が高いと考えられる。したがって、職場の中
で仕事のあり方を設計しなおすことによって、充実
した DN を形づくることができる可能性がある。

（３）職務特性の整理：チームワークの視点から
ここであらためて、２つの調査で用いた職務特性

の概念について整理しておきたい。
まず、表２で示された職務特性の概念は、A 社お

よびB社において実施された第１次の探索的な定性
的調査で見出された概念に、第２次の仮説検証的な
定量的調査の実施時に３つの概念を加えたものであ
る。

これらは、日本企業の作業組織においてその特徴
が確認されることが多い「チームワーク ３」の特性
と重なる部分が大きい。そこで、チーム作業方式そ
のものの一般的特徴および日本企業のチーム作業方
式について詳細な検討を行った森田（2008）にした
がって、この点について確認してみたい。

まず、「作業内容の多様さ」および「知識・技術の
多様さ」は、言うまでもなく森田（2008）の言う

「多能工化」と近似している。多能工化とは、チーム
において「各人が複数の職務を遂行できるような知
識や技能を身につける」（森田，2008，p. 101）こと
である。

次に「集団的問題解決」については、問題解決の
主体性が現場に移譲されているという点で、森田

（2008）の言う「縦の自律性」に当たると考えられ
る。この「縦の自律性」とは、「チームそのものがあ
るいはチームメンバーが、意思決定プロセスに参画
できたり、改善案を提案する権限が認められていた
りするなど、全体組織との関係において何らかの自
己裁量を発揮できる」（森田，2008，p. 80）状態を
示している。

このように、A 社および B 社における探索的調査
で確認された３つの職務特性に関する概念は、いず
れもチームワークの特徴を示すものであるというこ
とが分かる。

さらに、A 社および B 社で実施された第２次の仮
説検証的な定量的調査では、チームワークをより的
確に捉えるため、森田（2008）を参考にして構成概
念を追加している。具体的には、「職場内での目標共
有」、「作業者の自律性」、「相互援助」の３つである

（表２で網掛けをしている部分）。
まず、職場内での目標共有は、森田（2008）の言

う「１チーム１タスクの原則」に対応する。１チー
ム１タスクの原則とは、「チームに課された１つの
仕事全体をチーム全員で責任を持つ」というもので
あり、「チームに課された１つの仕事全体をさらに
各構成メンバーに割り当て、個々の職務領域を問
う」（p. 53）という「１人１職務の原則」とは対照
的である。そして、「集団の中での職務の配分の仕方
や職務遂行方法は特段に問題としないという立場」

（p. 95）が取られる。
この１チーム１タスクの原則が具現化されるため

表２　職務特性に関する概念

カテゴリー 概念 定義 森田（2008）で 
対応する概念

タスク多様性
作業内容の多様さ 作業に必要な作業内容が多様である。

「多能工化」
知識・技術の多様さ 作業に求められる知識や技術が多様である。

相互依存性

集団的問題解決 職場のメンバー（上司や先輩も含む）と一緒になって意見
を出し合い問題を解決する。 「縦の自律性」

相互援助 困っていることやわからないことが生じたとき、職場の
メンバーどうしで助けあう。 「相互援助」

職場内での目標共有 職場で目標がよく共有されている。 「１チーム１タスク」

集団内自律
作業者の自律性 作業内容を自分自身で考える。 「横の自律性」

単独作業の多さ チーム（複数）ではなく単独（１人）で行う作業が多い。「横の自律性」

注）網掛けの概念は、森田（2008）を参考に追加したもの。
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には、チーム内での目標共有は必須である。チーム
メンバーが目標を共有しているからこそ、チームに
課された仕事に対する責任をメンバー全体で引き受
けようと考えるのである。

次に、作業者の自律性は、森田（2008）の「横の
自律性」に相当すると考えられる。横の自律性とは、
チームの境界を越えて全体組織の階層の中で垂直的
に発揮される自律性を「縦の自律性」と呼ぶのに対
して、チーム内部で互いに水平的に発揮される自律
性を表わしている。横の自律性、つまり作業遂行上
の意思決定について個人の自己裁量が与えられるこ
とは、一見するとメンバーがバラバラになりチーム
ワークと矛盾するように感じられる。しかし、森田

（2008）では、個人が自己裁量を発揮できることに
よって、１つのチームとしての職場が環境変化に柔
軟に対応することができると考えられている。も
し、横の自律性が低ければ、個人は環境の変化に対
して逐一周囲の誰かの判断を待たねばならない。そ
のような他者に依存的な個人から構成されている
チームは、結果的に全体としても自律的な意思決定
ができない（縦の自律性が軽減される）ことになる
だろう。

最後に相互援助については言うまでもないが、森
田（2008）でも、作業組織がチームとして機能して
いくための条件の一つとして考えられている。

以上のように、造船企業２社での探索的な定性的
調査で確認された４つの概念に、３つの概念を追加
することによって職務特性を示す概念は計７つと
なった。総じて言えば、基本的には一人一人が自
律・独立しているが、必要があれば協力して問題解
決したり、互いに助け合ったりしている集団という
イメージだろう。

そして、これらの職務特性は、理論的にはさらに
３つのカテゴリーに分類されると考えられる。ま
ず、「作業内容の多様さ」は「知識・技術の多様さ」
に必然的につながるので、「タスク多様性」という１
つのカテゴリーに集約されると考えられる。

次に、「集団的問題解決」、「相互援助」、「職場内で
の目標共有」の３つの概念については、職場集団

（チーム）のメンバーが互いに依存しながら仕事を
進めることを示しているので、「相互依存性」という
カテゴリーに集約されると考えられる。なお、ここ

でいう相互依存性とは、与えられた仕事をこなすた
めに職場のメンバーが互いに依存しあう程度を意味
する（Kiggundu, 1983）。ただし、組織構造や技術に
よって規定される客観的な仕事の相互依存性ではな
く、当事者が認識する主観的な意味での相互依存性
である。なお、目標共有はチーム内での相互依存の
状態そのものを表わしている訳ではないが、それが
実現するための必須の条件であると考えられるた
め、このカテゴリーに含める。

最後に、「作業者の自律性」および「単独作業の多
さ」は、職場内の作業集団（チーム）に所属しなが
らも個々に自律して作業する特性を示すと考えられ
るので、「集団内自律」という１つのカテゴリーに集
約できると考えられる。

前章で述べたとおり、以上の３つのカテゴリーの
うち、「タスク多様性」と「相互依存性」の２つの職
務特性が DN の構造特性（人数・つながりの強さ）
に影響を及ぼし、さらに DN の構造特性がその機能
特性（提供される機能の量・種類の多様性）に影響
を及ぼすという因果関係の連鎖が確認されている。

すなわち、これらチームワークの性質を有する２
つの職務特性が職場に積極的に導入されることで、
個人の成長を促す DN の形成が期待できるというこ
とになる。では具体的にどのようにすれば良いの
か、については第６章および第７章で論じる。

５．上司のかかわり行動がDNに与える影響
（１）造船企業２社での調査結果

前章の造船企業２社での定量的調査の結果（坂
本、2018）からは、職務特性や個人の性格以外の隠
れた要因が、DN の人数および強さに対して同時に
影響している可能性も見出された。

この隠れた要因の１つの候補として、直属上司の
部下への関わり行動が挙げられる。たとえば、A 社
で調査対象者となった若手従業員の上司層を対象と
した補完的なインタビュー調査では、他部署の人と
の交流の場を設けたり、同期入社の人が助け合うよ
うに促したりといったように、部下の DN を広げる
方向に働きかける直属上司の行動が確認されている

（坂本、2020）。
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（２）�製造業X社および人材ビジネスD社での調査
結果

造船企業での調査より前に、中京地区にある別の
製造業 X 社で試行的に実施した定性的調査でも、直
属上司が意図的に外部の人間と接触できる機会を部
下に提供したり、積極的に部下に仕事を任せたりと
いう行動に努めると、部下は部署外に学習機会を得
ることが可能となり、社外まで DN を拡充するとい
う事例が認められていた（坂本・西尾，2013）。た
だし、研究開発部門のように職務特性に新規性があ
ることや部下の自律的意識が高いことが条件である
ことも示唆された。つまり、上司の関わり行動が、
職務特性や部下の特性に適合的であれば、DN の拡
大に寄与する可能性が示唆されたといえるのであ
る。

さらに、人材ビジネス D 社の３名の新入社員に対
する定性的調査では、DN の領域が拡張しやすいと
考えられる条件（＝職務に求められる知識・スキル
の特殊性が低く、かつまた同様の知識・スキルを要
する職務を有する部署外や組織外の人々が近隣に豊
富に存在すると考えられる状況）において、新入社
員の DN が部署外や組織外に拡張することに対し
て、直属上司の関わり行動がどのように影響してい
るのかを探っている（坂本、2023）。

インタビューから得られた質的データを分析した
ところ、直属上司による以下の２つの行動が、DN

の拡張にネガティブな影響を及ぼしていることが明
らかになった。
① 緊密かつ緊張的な２者関係を促す関わり行動

（直属上司から承認されたいという新入社員の欲求
を媒介して）
② 委任と早期の自立を促す関わり行動（直属上司
からの期待に応えて自立しようという新入社員の欲
求を媒介して）

このように、直属上司の関わり行動が、部下個人
の自立や承認の欲求を媒介しながら、DN の領域拡
張（領域の多様化）にネガティブに作用している事
例が見出されたのである。①については、直属上司
との２者関係が緊密であることが DN の拡張に抑制
的であることは理解しやすい。②については、直属
上司の視点からすれば部下との緊密な関係性を弱め
ようとしているにもかかわらず、かえってそれを阻

害していると理解できる。これは、新入社員が上司
の期待に自力で応えようとするあまり、周囲との関
係性の構築が不十分になった結果だといえる。つま
り、直属上司の関わり行動が DN の拡張にポジティ
ブに影響するかどうかは、部下がどのような欲求を
持っているかによって変わるということになろう。

X 社での調査結果と合わせて考えると、直属上司
の関わり行動によって DN の拡張を促すことは可能
であるが、部下が従事する職務特性、および個々の
特性や欲求を十分に考慮する必要性があるというこ
となる。

６．仕事のデザインはどうすれば良いか
以上の調査結果から得られる実践的含意は、DN

のマネジメント可能性を、職務特性および直属上司
の関わり行動という２つの要因を通じて示した点に
ある。これによって、人材育成に有効な職場の人間
関係を、運ないし個人任せの状態からマネジメント
の対象として捉えることが期待できるだろう。

まず職務特性については、タスク多様性や相互依
存性、あるいはそれらを包含するチームワークとい
う職務特性は、職場レベルのマネジメントによって
設計できる可能性が高いと考えられる。タスク多様
性に含まれるスキル多様性は、職務設計または職務
再設計を通じて内的動機づけなどの成果を生み出す
メ カ ニ ズ ム を 説 明 す る「 職 務 特 性 モ デ ル ４」

（Hackman & Oldham, 1980）の中で、１つの要因とし
て取り上げられている。チームワークについても、
たとえば Morita（2001）によって日本の製造企業の
チーム作業方式が海外に移転されている事実を示し
たように、現場での実践を通じた学習可能性が高
い。したがって、この２つの職務特性を職務設計に
よって強めることができれば、質・量ともに充実し
た DN の形成を促すことが期待できるだろう。

では具体的に、どのように職務のデザインを行え
ば良いのだろうか。これまでの研究結果をふまえれ
ば、職務の相互依存性を高めるように設計すること
によって、DN の人数と同時につながりの強さを増
すようにも働きかけることができる。同時に、職務
のタスク多様性を高めるように設計することによっ
て、DN の人数を増すように働きかけることができ
る。結果的に、DN の人数が増加すると提供される
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機能の量が増し、DN のつながりの強さが増加する
と提供される機能の多様性が増すだろう（図１）。

他方で、DN の領域多様性に対しては、職務のタ
スク多様性ないし相互依存性が直接的に影響を与え
る可能性は認められず、結果的に DN で提供される
機能の量および多様性のいずれに対しても作用しに
くいと考えられるため、DN をマネジメントするう
えでは積極的に考慮する必然性は高くない。つま
り、キャリア初期においては、同一部門内の身近な

（＝領域多様性が低い）関係性を基礎にしたDNの量
的かつ質的な充実を優先的に検討する方が妥当であ
ると言える。

ところで、職務のデザインに関しては、留意して
おくべき点がある。調査を行った中手の造船企業 A

社および B 社は、大手造船企業とは異なり顧客の
ニーズに対して柔軟に対応できる点に、企業として
の強みを有している。したがって、造船業の中でも
比較的流動性の高い経営を行っていると考えられ、
職務特性の変動性は大手造船企業よりも高いと推測
できる。職務の変動性が高い状況においては、タス
ク多様性や相互依存性といった職務特性がより多く
求められるように作用するだろう。このような企業
の職場では、タスク多様性や相互依存性を高める方
向への職務設計は比較的に容易であろう。

しかしたとえば、シリーズ船 ５事業を展開する大
手造船企業の職場では、それほどまでには職務の変
動性が高くはないと考えられるため、タスク多様性
や相互依存性といった職務特性の水準は比較的低い
のかもしれない。果たして、そのような状況にある
職場においても、職務設計によってチームワークや
タスク多様性を高めることは可能であろうか。

他の多くの製造業でも同様に、全ての製造企業で
変動性が高いわけではなく、自動化やマニュアル化
が進んだ製造ラインの前で、従業員が単調な作業を
繰り返すといった職場も多いだろう。そのような職
場で、タスク多様性や相互依存性といった特性を持
つ職務を設計することは可能なのだろうか。

一方で、タスク多様性や相互依存性といった職務
特性は、変動性の影響を受けてはいるものの、それ
に完全に支配されているわけではなく、とくに職場
レベルでのマネジメントによって変化させることが
可能だとも考えられる。

たとえばトヨタに代表される自動車産業の場合、
クルマに対する顧客のニーズは多様かつ変動性が高
いものの、その製造現場での作業は本質的には単調
な繰り返しであるうえ、作業の標準化や自動化など
によって安定したシステムが実現されている（門
田，1991、Adler, 1999）。しかし、そこに「QC（品
質管理）サークル」のように従業員が主体的に参加
する小集団での改善提案活動を導入することによ
り、集団的問題解決という職務特性の要素を増すこ
とが可能だろう。また、絶え間ない改善活動を是と
する企業文化の醸成を進めることによって、目標の
共有化を促すことができる。加えて、作業者の周囲
に組付工具や部品を配置したコンパクトな（一般的
には U 字型の）生産ラインで１人の作業者が複数の
加工作業を行う「セル生産方式」によって、従業員
を多能工化することもできる。

さらに、このセル生産方式で行われる「１個流
し ６」は、問題が起こると生産ライン全体が止まっ
てしまうため、直ちに職場のメンバーで協力して問
題を解決せざるを得ない状況を生む（Liker, 2004）。
つまり、ロット生産方式では隠されてしまうかもし
れない不具合を、１個流しによって顕現化させるこ
とによって、職場全体で共有し集団的問題解決を促
進することができるのである。わざと混乱を生み出
すことによって意図的に変動性を高め、結果として
相互依存性を強めているということさえできる。

このような職務設計によって、充実した DN が職
場に形成されている可能性がある。そして結果的に
トヨタ生産方式は、高い生産性や優れた人材の育成
を実現してきた。したがって、根本的には職務の変
動性が低い職場においても、職場レベルでのマネジ
メントによって多能工化やチームワークが促される
ことによって DN が形成され、結果的に高い生産性
と人材育成を同時に実現される可能性はあると考え
られる。

このように考えれば、もちろん当該企業のビジネ
ス・モデルからの影響を完全に排除することはでき
ないが、生産性と人材育成を同時に追求した職務特
性のデザインを行うことは、他の多くの組織でも不
可能ではないと思われる。ただし、実際にこのよう
な職務設計を行うことは、理論的に考えるほど容易
ではないだろう。一連の DN 研究の成果が実践的に
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認知されるためには、今後この点に関する方向性を
指し示す研究成果の蓄積が求められるだろう。

７．職務特性を意識した配置
本稿で示した調査・研究の結果を活かすもう一つ

の方法は、育成対象となる若手従業員が従事する職
務特性を意識した配置を行うことである。つまり、
成長を促進したいと思える若手従業員を、意図的に
相互依存性やタスク多様性の高い職務が求められる
部署に配置するという方法である。

たとえば看護師の場合であれば、ER（救急外来）
が、その候補になるかもしれない。坂本（2020）が
2017年から2018年にかけて実施した C 県立病院に
勤務する入職10年目の看護師を対象とした定性的
調査の結果では、ERに所属する看護師のDNの構造
特性のうち人数に対してのみではあるが、タスク多
様性および相互依存性が、それを増やすように作用
した可能性が示唆された。

ER の職務は変動性が高いため、行うべき看護の
手技とそこで求められる知識やスキルが多様である

（知識・技術多様性）。同時に、搬送される患者の多
様な状態（症例多様性）に合わせた的確な処置を事
前に予測（予測準備）し、搬送後の実際の状況に合
わせた臨機応変な処置を自律的（自己判断）かつ協
力して考え実行する（集団解決・相互援助）必要が
ある。このようにタスク多様性や相互依存性が高
い、さらに言えばチームワーク的特性が強い職務特
性の中では、ER 内での人間関係は広がりやすく、
DN の人数が増加しやすいと考えられる。

他方、阪神園芸株式会社（兵庫県西宮市）という
企業では、阪神甲子園球場のグランド・キーピング
を事業の一つとするが、その作業風景には若手従業
員が目立つ。甲子園球場のグランド・キーピングは

「神整備」と言われるほどに優れたものであるが、か
つてのように限られたベテランや熟練した職人の手
によるものではなく、いまや若手主体のチームワー
クで実現されている（金沢，2018）。しかし他方で、
シニアやベテラン社員がこの企業に存在しないはず
はなく（強引に退職勧奨するような企業でもない限
り）、これらの人々は恐らく、都市緑化などの他の事
業部門で活躍していると予想できる。

これについては、著者が実際に調査を行ったわけ

ではなく、あくまでも仮説の域を出ないが、天候な
どの変動性が高いがゆえにチームワークを要する甲
子園球場の整備においては、若手従業員が仕事をし
ながら DN を通じて育成され、一定の技能レベルに
達すれば、他の専門性を要する事業（そこでは恐ら
く、球場ほどにはチームワークを要しない）に配置
されるという、人材開発のフローがあるのではない
かと考えられる。

このように、相互依存性やタスク多様性といった
チームワーク的な職務特性が強く、DN の充実が期
待される職場にあえて若手従業員を配置して、育成
を図る方が、それらの特性がない職場に新たな職務
特性を導入するよりも近道であるかもしれない。

８．職場の上司はどのように関わるべきか
先に述べた調査結果から示唆されたように、直属

上司の関わり行動が、職務特性や部下の個性に適合
的であれば、DN の拡大に寄与する可能性がある。

したがって、まず直属上司は自らがマネジメント
する職場で行われている職務の特性を把握する必要
があるだろう。同時に、部下個人の特性も把握し、
これらに適合的な関わり方を模索すべきである。

もちろん、直属上司が育成的視点を持って部下と
関わり、DN 形成を促進しようする姿勢が前提条件
である。しかしながら、造船企業での調査でも散見
されたのだが、専横的な態度で部下に関わったりす
る上司が（いまだに）少なからず存在するのも事実
であろう。そこまでではないにしても、部署全体や
自分自身の短期的な成果にばかり意識が奪われて、
部下の育成にまで行き届かないという上司も存在す
るだろう。もしそうであるならば、短期的成果が重
視される職務特性に問題があると言えるだろう。

また、直属上司の関わり方が非育成的になってし
まう別の理由として、自分自身が育成された手法
を、職務や部下の特性を考慮せずに踏襲してしま
う、つまり「被育成経験の再生産」とも言える現象
があるだろう。

坂本・西尾（2013）の X 社の調査では、かつて上
司自身が被育成者として経験したことを基にして、
現在の部下に対しても同じように関わってしまうと
いう事例が見られた。たとえば、かつての自分の上
司に育成されたという認識がない者は、現在の部下
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に対して育成的に関わろうとしない、という事例で
ある ７。

造船企業 A 社の上司層の中には、このことを自覚
し、積極的にコーチングなどの学習をしている者も
みられた。この事例は、調査対象者が家族との対話
から偶然に、部下との新たな関わり方の学習の必要
性に気づいたのであったが、組織マネジメントの一
環としては、上司層がふだんの部下との関わり行動
を内省し、職務特性や部下の個人特性に応じた関わ
り行動を選択できるように、トレーニングの機会を
提供することも考慮すべきであろう。

９．終わりに〜職業教育への示唆
本稿を締めくくるにあたって、著者はその専門家

ではないため管見の限りではあるが、本誌の読者の
多くが携わっておられる教育機関での職業教育に対
して、これまでに示してきた DN 研究の知見から得
られる示唆について述べたい。

職業教育は、特定の職業に従事するために必要な
知識、技能、能力や態度を育てるために行われる。
したがって、その教育を専門学校などで受ける学生
は、自身が就くだろう職務の一般的な特性を、実際
に就職する前に一定程度は知っておくことが可能で
ある。たとえば病院の救急外来（ER）のように、タ
スク多様性や相互依存性が高い職務に従事すること
が予想（あるいは希望）されるのであれば、DN を
広げることが比較的容易な状況で働くことが期待で
きるが、そうでない職務であれば、DN を拡充する
ための自身の積極的な行動がより強く求められるこ
とになると予想できる。この点は、大学などで教養
としての専門知識を学んだり、専ら学術的な研究を
行ったりしている学生には無いアドバンテージだろ
う。

ただし注意すべきは、同じ職業であっても、前述
のような生産方式や直属上司の関わり行動といった
組織的要因によって、その職務特性の影響が DN に
与える影響が異なるということである。この点につ
いて、個別の企業組織の状況を、教育機関において
網羅的かつ詳細に教えることは難しい。しかしなが
ら、企業によって様々な生産方式や管理方式がある
ことや、上司によって様々な関わり方のスタイルが
あること、さらにそれらには一定のパターンや類型

があることを学んでおくことによって、実際に働き
始めた際に自身でそれらを見極めることを少しでも
容易にすることはできるだろう。

もう一つ注意すべきは、社会にある多種多様な職
業が有する職務特性について、必ずしも十分な分析
が行われていないことである。たとえば、厚生労働
省が提供している「職業情報提供サイト（日本版
O-NET）jobtag」には、どんな仕事か、その仕事に就
業するにはどうすればいいか、労働条件の特徴など
については詳細な情報が掲載されているものの、本
稿で取り上げた Hackman & Oldham, （1980）の「職
務特性モデル」のような統一的なフレームワークに
よって分析された職務特性については提示されてい
ない。かといって、膨大な種類の職業について、行
政や研究者による職務特性の分析を待っているのは
現実的ではない。したがって、現時点で職業教育を
受ける学生ができることは、様々な職業の職務特性
を自身で見極める力を養うことであり、教育機関は
それを支援するカリキュラムを提供することだろ
う。

注
１    これらの調査においては、その趣旨および方法等を文書

で説明した上で、調査協力者が属する組織の了解を得てい
る。また、調査協力者個人に対しては、質問紙への回答お
よびインタビュー調査への協力の依頼にあたって、調査目
的を伝え、それ以外には一切もちいないことや、人事評価
に影響を与えることが全くないこと、上司層に開示される
ことはないこと、学会等での報告を行う際には回答者が特
定されないように配慮することを文書に明記した。全ての
調査対象者全員が、以上に同意のうえ調査に参加してい
る。

２    調査時の従業員数は、A 社（船舶修繕専業）が約300人
（2014年３月）、B 社（新造船建造・船舶修繕兼業）が約
700人（2015年３月）であった。

３    本稿では関連する多くの先行研究にしたがって、「チー
ム作業」と「チームワーク」をとくに区別せず、同一の概
念を表現していると考える。なお、森田（2008）によると、
チーム作業とは、「チームメンバーに割り当てられた個々
の業務や業務全体を指したり、メンバーがそれらの業務を
遂行している状態」（p. 6）を表わす。

４    ５つの基本的な職務特性が、従業員の中に３つの「臨界
的心理状況（critical psychological states）」をつくり出し、そ
の結果として高い内的動機づけや職務満足、仕事の業績の
向上、欠勤や離職率の低下が生じるとされる。この５つの
職務特性とは、①技能の多様性（skill variety）、②課業の一
貫性（task identity）、③課業の有意味性（task significance）、
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④自律性（autonomy）、⑤フィードバック（feedback）であ
る。そして、①スキル多様性と②課業の一貫性および③課
業の有意味性が、３つの「臨界的心理状態」のうちの「仕
事の有意味感」に作用し、④自律性が「責任感の認識」に
作用し、⑤フィードバックが「仕事の把握感」に作用する
と考えられている。

５    大型タンカーや LNG 船など、規格化された船舶のこと。
６    材料から完成品に至るまで工程ラインに１個ずつ流し

ていく生産方式。一定数のロットごとに製品を流していく
生産方式とは対照的。

７    メンタリング研究では、Allen, Poteet & Burroughs（1997）
や久村（1999）などで、自分も過去にメンタリング経験を
受けたことがあるメンターほど、メンタリング行動が多く
なることが示されている。
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症例・事例報告

抄録：本ケースは、母親や主治医、その他支援者の期待、あるいは勧めてくれた路線に乗るために努力するが、
それらが自分の意思との間に相克を生じ、うつ症状が悪化するというパターンを繰り返していた。この悪循環の
ために、本ケースの「自立」は失敗し、それが本人の自己肯定感の低さや希死念慮へ繋がっていることが理解で
きた。本ケースは、筆者とのかかわりを通して、依存関係にあった母親から自立し、自分自身の目標に向かって
歩み始めることができた事例である。この間の筆者の支援は、本ケースが自分自身の気持ちに気づき、意思を
持って行動していくことを支援したプロセスであった。したがって、当初から意図していたわけではないが、結
果的に本人の「自立」ではなく、「自律」への支援であったと言える。本人の個別の課題に沿って、「自立」と「自
律」への支援を混同しないことが、ソーシャルワーカーには必要と実感したので、本ケースの事例を報告し、考
察を加えた。

キーワード：自律、自立、福祉サービス、発達障害、発達論的視点

クライエントの「自律」への支援過程

曽　倉　恵里子

日本福祉教育専門学校　精神保健福祉研究科　研究生

The process of assisting clients towards autonomy

Sokura Eriko

Research Student, Department of Mental Health and Welfare, Japan Welfare Education Vocational School

１　はじめに
本ケースは、筆者が大都市近郊某市の基幹相談支

援センターのケースワーカーとして勤務していた約
９年間を通してかかわったケースである。精神保健
福祉士として初心者だった筆者は、求められるまま
に相談に応じ、本ケースの「自立」を支援するため
に、考えられる限りの医療、福祉サービスを利用し
た。

本ケースは、母親や主治医、その他支援者の期待、
あるいは勧めてくれた路線に乗るために努力する
が、それらが自分の意思との間に相克を生じ、うつ
症状が悪化するというパターンを繰り返していた。
そのパターンは、筆者との支援過程の中でも繰り返
された。そして、この悪循環のために、本ケースの

「自立」は失敗し、それが本人の自己肯定感の低さや

希死念慮へ繋がっていることが理解できた。
本ケースは、筆者とのかかわりを通して、依存関

係にあった母親から自立し、自分自身の目標に向
かって歩み始めることができた。この間の筆者の支
援は、本ケースが自分自身の気持ちに気づき、意思
を持って行動していくことを支援したプロセスで
あった。したがって、当初から意図していたわけで
はないが、結果的に本人の「自立」ではなく、「自
律」への支援であったと言える。本人の個別の課題
に沿って、「自立」と「自律」への支援を混同しない
ことが、ソーシャルワーカーには必要と実感したの
で、以下に報告したい。
「自律」への支援のために本ケースが必要として

いたのは、本人の気持ちに寄り添いながら、一貫し
て本人の意思や主体性を尊重し続けた筆者との支援
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関係であったことが確認できた。また、福祉サービ
スは、利用者の主体性を阻害する危険性も持ち合わ
せていることを指摘したい。

２　ケース概要と生活歴
本ケース（A さん、女性）は、会社員だった父（70

代で癌のため死亡）、専業主婦の母の第二子（５歳上
に姉、既婚）として出生。初回面接時は30代後半、
診断名は発達障害（ASD）、うつ病であった。

父親が転勤族だったため、社宅で生育した。社宅
には、特有の階級のようなものがあり、母親ととも
に緊張した生活であったという。父親は家庭内のこ
とには無関心であり、母親はそれに対して大きな不
満を持っていた。A さんは、小学校へ入学した頃か
ら希死念慮があり（社宅や学校で苛めにあったとい
う）、学校は休みがちであった。中学に入学したが不
登校になった。さらに、うつなどの症状があり、精
神科を受診（初診）した。そのため、１年遅れで他
県の中高一貫校へ再入学した。この学校は、「行きた
い時だけ来なさい」という校風で、楽しく通学がで
き、無事に中高卒業した。

大学へ入学したが、１年次、高校時代の親しかっ
た友人が自殺した。A さんにとっては、それが大き
な衝撃で、大学に通学できなくなり中退した。その
後、母親の勧めで、あこがれていたB国に留学した。
しかし、留学先で不調になったため、姉が A さんを
追って同国へ留学し、A さんと同居してあげたこと
で落ち着いた。母親は、先回りをして A さんを守る
ことが常であった。

帰国後、別の友人の自殺があり、後追い自殺未遂
（24歳頃）をした。そのため、C 病院に２か月間入院
した。さらに25歳頃、数回過量服薬 Over Doze（以
下 OD と略）をして、D 病院に２か月間入院した。
その後 D 病院には２年間通院した。27歳～34歳の
間、姉の勧めで E クリニック（自由診療の精神分析
1.6万円／50分）へ通院し、精神分析療法を受けた。
そこで病状の背景として母子関係が問題という指摘
をされ、それをきっかけに母親を攻撃するように
なった。

E クリニックの主治医にはかなり頼っていたよう
で、主治医に勧められるままにヘルパー資格を取り

（B 国語での仕事は反対され、福祉の仕事を頑張る

ようにと言われたため）、月に数回、知的・身体障害
者を支援するようになった。しかし、その仕事は好
きではなかったために続かなかった。さらに主治医
の要望で、精神保健福祉士の資格を取得するため通
信の福祉大学へ入学し、勉強しながら E クリニック
の受付事務で働き始めることになった。それは約１
年間続いたが、主治医の妻からの苛めがあると感
じ、クリニックを退職すると同時に精神分析に疑問
を持ち、E クリニック通院もやめ、大学は中退した。

36歳時、OD ４回及び首吊り自殺未遂があり、F

病院に１ヶ月間入院した。退院後、病院のソーシャ
ルワーカーの勧めで、地域活動支援センターの利用
を始めた（37歳頃）。母親と離れる時間を作るとい
うのが利用の目的だった。

地域活動支援センターのスタッフの勧めで、就労
支援センターや訪問看護事業所など医療・福祉サー
ビスの利用が広がり、関わる機関が増えた。筆者の
勤務していた基幹相談支援センターをAさんの母親
が利用し始めたのは、この頃である。

３　支援経過
（１）母親との面接開始（X年12月〜X＋３年12月）
　（a）母親の相談依頼

A さんの医療・福祉サービスの利用は広がり、相
談窓口も確保されたが、母親の相談先がなかった。
筆者の勤務する基幹相談支援センターに、母親から
の相談依頼があった。筆者は、母親が少しでも安心
することができればと考え、筆者が母親の相談窓口
となり、電話や面接での相談を受けることにした。
母親の心身的負担を筆者が母親と共有するのと同時
に、母親と A さんとが物理的にも精神的にも距離を
取れるようになることを目標とした。

母親と定期的な面接は設定していなかったが、概
ね１週間に１度、１時間弱の面接あるいは電話で対
応した。母親は、A さんがうつ状態で寝込んでいる
ときには、生活のすべての世話をし、A さんが少し
元気になると引き起こす様々なトラブルを解決し、
またはトラブルにならないように先回りをしてい
た。

筆者は、母親の気持ちやこれまでの苦労を傾聴し
労いつつ、A さんとの精神的距離の取り方や、「A さ
んのためではなく母自身のための人生を送ってもい
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いのではないか」とアドバイスし、一緒に話し合っ
た。母親が A さんと精神的距離を取るために、「A

さんのトラブルは母が対応するのではなく、A さん
が直接相談機関へ相談するようAさんへ促してはど
うか」という提案を母親へ繰り返し伝えた。この時
期、Aさんは、支援者に勧められるままにデイケア、
ボランティア、研修受講などの新しいことを試みて
いたが、うつ症状の悪化により続かずに短期間で終
了となるパターンを繰り返していた。

　（b）父親の死と様々なトラブル
A さんは、就労支援センターの利用を始め、実習

を経て障害者雇用で就職した。職場での緊張が強
く、栄養ドリンク剤やアルコールを毎日飲まないと
出勤できないほどのストレスを感じながらも休まず
出勤した。しかし、１ヶ月半ほどで体調を崩し休職
した。

休職中、70代後半の父親が癌で死去した。父親の
死につられるように A さんの希死念慮が高まり、自
殺企図を繰り返すため、母親が一緒に寝て対応し
た。「現実がぼんやりして楽になる」と、朝昼晩に飲
酒し、寝たきりの生活になり、退職した。母親が、
食事の用意から生活必需品などの買い物までAさん
の世話を全て行った。

A さんは少し動けるようになるとネットトラブ
ル、金銭トラブル等に巻き込まれた。ネットで政権
批判を発信し続け、サイバーポリスに訴えられて逮
捕されそうになり、母親と警察へ行き対応したこと
もあった。また、ネット上で国際規模の詐欺にあい、
高額のクレジットカード請求があり、母親が早急に
対応し回避した。母親は、「自分が A を産んだ責任
があるので、一生私が A を守っていかなければなら
ない」と述べていた。母親は、不安が強く、A さん
を守るために先回りをすることが常で、また、A さ
んがトラブルを起こすと解決するために母親自ら率
先して動いていた。

　（c）アンビバレントな母子関係
A さんは、生活のあらゆる面において母親に頼

り、依存しているといえる状態にもかかわらず、母
親に対して強い怒りや殺意を持っていた。A さん
は、その矛盾した感情を自覚しておらず、母親に対

する批判や反発を繰り返していた。面接の中では、
「何度も母を殺そうと思ったことがある」と述べ、何
年か前には、実際に濡れた手ぬぐいで母親の首を絞
め、警察が介入したことがあった。その事件以来、
姉とは絶縁状態となった。

（２）Aさんとの面接開始、母親の変化（X＋４年１�
���月〜６月）

　（a）Aさんの面接への導入
母親との面接を続けていた数年間の間、何らかの

トラブルが起こると、母親と一緒に A さんが相談に
来ることが度々あった。母親の面接を始めてから３
年目、A さんから直接トラブルの相談があるように
なった。A さんとの面接や電話で相談を受けること
が始まった。定期的な面接は設定せず、求めに応じ
て面接あるいは電話対応をおこなったが、多い時に
は週に２～３回、１時間程度の面接を行った。落ち
着いているときには数週間連絡がないときもあった
が、途切れることなく相談依頼があり、母親の面接
と並行して支援を行った。

　（b）Aさんに対するアセスメントと処遇目標
筆者の A さんに対する第一印象は、真面目で頑張

り屋、純粋で素直なお嬢さんというものだった。生
活歴を聞くと、母親や他者の発言に敏感に反応し、
期待や勧めに応じて頑張るか、強くこだわり不信感
を持つことが多かった。いずれにせよ、自分で自分
の進路を決められず、他者の言動に振り回され、そ
れが大きなストレスになり、具合が悪くなるという
パターンを繰り返していたことが確認できた。そし
て、そのパターンが、自己肯定感の低さや希死念慮
に繋がっていると思われた。一方、A さんは正義感
が強く、世の中の出来事や政治に対する批判精神や
反発が強く、行動力もあり、それがトラブルの原因
となることが多かった。影響され振り回されやすい
傾向と、振り回す相手に対する反発の繰り返しは、
主体性の確立をめぐるAさんの課題を想定させるも
のであった。

そこで筆者は、A さんは人や世間に迎合せず、自
身の考えを持って行動できる人であるが、一方で非
常に素直で純粋な面があり、他者の言動を鵜呑みに
し、そのことで騙されることが多く、トラブルに
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なっていると考えた。どちらの面も A さんの大切な
長所であると考え、その長所を大事にしたいと思
い、トラブルについては A さんを否定せず、出来る
だけ A さんの考えや意向を確認しながら、A さんの
意向に沿った解決方法を一緒に考えるようにした。
また A さんの主体性を尊重して、A さんの気持ちを
言葉にすることを手伝い、最終的には A さんが決
め、Aさんが解決するように促すことにした。また、
母親の面接と並行していることを生かし、母親から
自立できるように母子関係を調整することを目標と
した。

　（c）�母子関係の調整と自立の条件としての福祉
サービス利用

A さんとの面接の中で、「母がストレスになるの
で母と離れて暮らしたい」と、母親と別居したい気
持ちが度々表出されるようになった。一方母親との
面接では、「私が守らねばといろいろ先回りして
やってきた。私も歳をとり、疲れやすくなり、そろ
そろ A のことは手放してもいいのではないかと思
う」と語られるようになった。一生自分が A さんを
守らなればという母親の気持ちが変化していったの
である。

筆者は、A さんと母親の別居は、A さんが自立す
る良いきっかけになると考え、A さんと母親との別
居を支持した。しかし、母親の A さんとの別居は、
条件付きだった。A さんが金銭トラブルに巻き込ま
れることが多いことを母親は心配していたため、A

さんが別居するための条件は、A さんが成年後見制
度を利用することであった。A さんも「金銭管理は
不安である。先日も路上で寄付を求められ、５千円
しか小遣いがなかったのに３千円も寄付をしてし
まった」と、母親の別居条件に同意した。

A さんに保佐人がつき、自宅を売却し、A さんと
母親は別々に暮らす方向となった。A さんは転居す
ることが決まると、収入を得るため、ネットオーク
ションで不用品を売却することに夢中になるが、入
金を確認せずに先に品物を送り、結局入金してもら
えずトラブルになり、全く収入にはならなかった。
また、A さんの転居先として、１人暮らしの練習も
兼ねてグループホーム（以下 GH と略）への入居が
検討された。そして、GH を見学し、申込みをし、入

居の方向で進んでいたが、最終面接で「夏に７週間
旅行に行く」と A さんが言い出したため、GH 側か
ら入居を断られた。

　（d）アンビバレンスの表面化
結局 GH への入居は断念し、アパートに転居する

方針となった。しかし、アパート探しの最中、A さ
んの気持ちは揺らぎ始めたようである。母親との面
接では、「A が赤ちゃん返りをし、“ このまま一緒に
住もう ” とか “ 転居先は同市内にしよう ” と言い
寄ってきて、ベタベタしてくる。寂しそうだが、
困ってしまう」という A さんの矛盾した感情と、母
親の躊躇が語られた。筆者は、A さんと母親との距
離の取り方を母親と一緒に検討し続け、母親は、A

さんとの適度な距離を保ち続けることができ、別居
の方針がなし崩しになることはなかった。しかし、
その後、A さんは体調を崩し、食欲がなくなり、「将
来が心配で死にたい」と希死念慮が強くなり、ア
パート探しどころではなくなった。また、「説明が分
かりにくい」と保佐人に対して不信感を募り始め
た。

（３）�母子関係の再整理（X＋４年７月〜X＋５年
７月）

　（a）任意入院と主治医の方針
体調悪化と希死念慮のため、アパート探しは中断

し、K 病院に任意入院することになった。入院時の
診断名は、ノイローゼと適応障害であった。母親と
の別居計画は一時中断となったが、入院により A さ
んと母親の物理的距離がとれたので、筆者は A さん
と母親とが、母子分離の課題を達成できるようにな
ることを目標として関わった。

A さんは、「死にたい、死にたい」と毎日のように
母親へ電話をしていた。どう対応したらよいかとの
母親からの相談に対し、筆者は「入院中のため、主
治医や看護師、相談員へ相談するように A さんへ促
してはどうか」と、母子関係への第三者の介入を勧
め続けた。

A さんは幼少期より希死念慮があった。主治医
は、Aさんの希死念慮に対し、「今までよく生きなが
らえてきた。これから生きていく上で、人生どんな
出会いがあるか分からない。体験してほしい。自殺
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は、今は棚上げにして、どうしても辛くなった時の
選択肢としてとっておいてほしい」と述べた。A さ
んは、「今まで “ 自殺はやめなさい ” と言わることは
あっても、肯定されることはなかった」と主治医の
言葉に感動し、主治医への信頼が深まった。主治医
は、A さんがサプリメントやアルコールに依存しや
すいタイプであることを心配し、どう生活していく
かというイメージを持つことが大切であるとAさん
に伝えていた。

　（b）アパートの確定と母親の転居
入院中に外出を利用してアパートを探し、転居先

が決まった。転居作業も外出を利用して A さんが自
力で行う予定であったが、転居日が近くなると体調
が悪化して動けず、結局代わりに母親が業者を手配
し、A さんの荷物の搬出搬入作業は母親が行った。
その後、母親は転居し、他県で１人暮らしを始めた。
母親は、自身の転居先を A さんへは教えず、メール
と電話でのやり取りのみにすると決めた。「あなた
に会うと、ついいろいろと手を出してしまい、あな
たの自立の邪魔をしてしまうからもう会えない。だ
めな母親でごめんなさい」と母親は A さんへ伝え
た。母親にもう会えないことで、一時的に A さんの
不安が強くなったが、頻回に母親へ電話とメールを
することで落ち着きを取り戻した。筆者は母親に、
Aさんが入院中であることから、「Aさんからの相談
は出来るだけ、主治医や看護師、相談員、筆者に相
談するよう促してはどうか」とアドバイスした。

　（c）信頼と不信・相互的関係の体験
A さんは外泊中、自転車で転倒し、右肩を脱臼し

た。「その時対応した保佐人の表情が、面倒そうで嫌
そうであった。傷ついた」と A さんは述べ、それか
らうつ症状が悪化した。信頼していた主治医から
は、「薬ではなく自分本来の力で元気になってほし
い。薬が効かないのは自分の問題だから、もっとや
る気を出してほしい。やる気が出るのを待つのでは
なく、やってみて実績を作ってほしい」と言われ、

「健康な人向けの助言だ。薬の調整を積極的にやっ
てくれない」と不信に転じた。

A さんは、母親や主治医などの重要な他者はもち
ろんのこと、他者の言動にふりまわされやすく，傷

つきやすいと同時に信頼は容易に不信に転じやす
かった。傷つきや不信は身体症状や希死念慮として
表現されるということが筆者にも理解できてきた。
筆者は、不信や不満も全て主治医にぶつけてみるこ
とを提案した。Aさんはこの提案を実践し、「主治医
にいろいろ正直に話したことで気持ちが楽になっ
た」と体験した。それまで「なかなか人に本音を言
えずに気を使ってしまい疲れてしまう」と述べてい
た A さんは、海外から輸入した新薬の抗うつ薬２種
類を入院中に試すことを主治医に渋々了承させ、服
薬調整に積極的ではない主治医に「セカンドオピニ
オンで他院を受診したい。また転院もしたい」と文
句を述べるなど、自分の要求や不満などの感情を言
語化できるようになってきた。

それと同時に、主治医が A さんのために様々な服
薬調整をしてくれていたことにあらためて気付くこ
とができた。A さんは、初めて相互的な関係を体験
しつつあるのだと筆者には思えた。母親との間で
も、お互いに大変な思いをしてきたので、「お互い様
だと思っている」と述べるようになった。この頃か
ら、頻繁だったトラブルは減少してきた。

筆者はさらに、A さんが入院生活を振り返りなが
らストレスになっていることを書き出し、その内容
を看護師、主治医と共有することを提案した。スト
レスを書き出すことにより、気持ちが少し楽にな
り、今後のやりたいことを考えられる余裕が生まれ
てきた。

　（d）通訳・翻訳ボランティアの開始
A さんの症状には波があり、希死念慮が再燃した

状態の時、少し調子が良かった時に面接を受けてい
たB国関連機関での通訳と翻訳ボランティアの仕事
に合格した。喜んでいる様子であったが、「入院中で
あり、抗うつ剤の点滴も受けている。週１回５時間
のボランティアであるが、負担が分からないので、
やるかどうか迷っている」と筆者に相談してきた。
「迷っているのであれば、やってみて、負担が大き

いようであればやめればいいのではないだろうか」
と伝えると、「そうですね。まずはやってみます」と
ボランティアを始める決意をした。「前日に抗うつ
剤の点滴を打って何とかボランティアへ行ってい
る。日本人は私だけで環境がいい。障害があること
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を忘れるぐらいである。翻訳をしながら通訳の仕事
をしており、かなり頭を使う。今までは同時に２つ
以上のことはできなかったが、やれている自分に驚
いている。忙しい時は翻訳の仕事を持ち帰らないと
いけないぐらいである。ボランティアの翌々日は
ぐったりである。でもボランティアは続けたい」と
A さんは意欲的であった。入院中のため、体調につ
いてはケアをしてもらえる環境であることと、A さ
んが今一番やりたいことであることから、筆者は見
守ることにした。A さんは、抗うつ剤の点滴と海外
の抗うつ薬を調整しながらボランティアを続けた。
ボランティアがきっかけで、以前から希望していた
B 国移住を再度考え始めた様である。

（４）�アパートでの一人暮らし（X＋５年８月〜X
＋６年12月）

　（a）Aさんの意思で終了した医療・福祉サービス
A さんは、ボランティアでのやりがいと B 国移住

という希望を持って退院し、一人暮らしを始めた。
退院に際し、地域移行・地域定着支援の定番とし
て、筆者が、訪問看護、居宅介護（ヘルパー）、地域
定着支援などの医療と福祉サービスをAさんへ提案
し導入した。しかし、訪問看護は元気な人向けの助
言が苦しくなり、さらに話すことがなくなり、A さ
んの申し出で終了した。主治医も「訪問看護はもう
必要ないでしょう」とのことだった。ヘルパーは
やってもらうことがなくなり、また定期的に人が来
ることへのストレスもあり、利用頻度を減らしてい
き、最終的には A さんの申し出で終了した。うつ症
状がひどくて動けない時や、夜間に死にたくなった
際に利用していた地域定着支援は、変更になった担
当の支援者との関係性がうまく形成できず、利用で
きないことから、「今まで支援者に依存しすぎてい
た。これからはもう少し自立していきたい」と主張
し、終了となった。

さらに、保佐人についても、１年間の入院中にほ
とんど面会がなかったこと、１年間で多額の預貯金
が減っていたが、それについての助言が全くなかっ
たこと、この１年間の多額の保佐人報酬に見合った
対応をしてくれなかったことに対して、保佐人への
不信が更に募り、保佐人取消し申立てを行い、保佐
人取消しとなった。申立ては、筆者も一緒に相談し

ながら進めたが、実務作業は A さんが全て行った。
（その後金銭管理は A さん自身で行っている）

　（b）自己主張への支援
A さんは、退院後、G 精神科クリニックへ転院し

た。そこで受診と並行して同クリニック内の保険適
応のカウンセリングを隔週で受け始める。「今まで
受けたカウンセリングの中では一番いい」と最初は
気に入るが、数か月後、言われた言葉で少し傷つき、
カウンセリングはやめた。一方、G クリニックの主
治医との関係性は良好であった。日中は B 国関連機
関で週１日ボランティアをし、また将来 B 国で働け
るようにと日本語教師を目指して勉強を始めるが、
過集中で体調を崩し、希死念慮が再燃する。気分転
換も兼ねて地域活動支援センターで勉強をすること
にする。親しくしていた人に心無い言葉をかけられ
たり、拒否されたりすることが重なり、そのため人
が怖くなり、「もう社会では生きていけない」と一歩
も外へ出られなくなった。

地域活動支援センターでも利用者や職員に言われ
たことにとらわれるなど、他の人の言動に影響を受
けることが多く、そのことが希死念慮につながっ
た。自己肯定感が低いがゆえに、影響を受けやすい
のではないかと考え、都度電話や面接で、A さんが
言われたことやその時の状況を一緒に振り返りなが
ら、A さんには問題がないことと、だから A さんは
このままで大丈夫であることを確認し、「自分の思
うことを言葉にして相手に伝えるべきである」と助
言した。希死念慮に関しては、主治医と連携し、受
診と服薬調整で対応し、あえて筆者との面接では取
り扱わなかった。

　（c）「嫌」といえる体験
A さんが、具合が悪く、希死念慮が高まり、どう

しても１人で受診できない時に受診同行した際、主
治医は訪問看護の利用を A さんに強く勧めたが、A

さんは「人が自宅にくること自体がストレスであ
る」ときっぱり断った。B 国関連機関が長期休みに
なり、時間ができたことから、B 国移住のために日
本語教師になることを真剣に考え始め、語学学校で
420時間コースをとることと、大学卒業を目指すこ
とになる。
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（５）�夢に向かって・大学進学と留学（X＋７年１月
〜X＋10年３月）

　（a）夢に向かうか、限界を知るべきか
語学学校へ入学した。授業内容が難しく、毎週テ

ストが始まるようになると、吐くまで食べて翌日に
胸焼けで気分が悪いということが続き、うつ症状も
ひどくなる。胸焼けは、過食症用の薬を処方しても
らい乗り切った。勉強のやり過ぎで右手を捻挫した
ため、有償ヘルパー利用などを提案したが、痛み止
めの薬で A さん自身が対処した。うつ状態が続き、

「頑張ろうとすると涙が出てきて、１日３時間しか
活動が出来ない。海外の抗うつ薬を使っていいだろ
うか、期末試験も始まるが語学学校は諦めた方がい
いのか、大学受験も迷い始めている。地域活動支援
センターの利用者は、孤独を癒したい目的で利用し
ている人が多く、将来を諦めている人が多い。地域
活動支援センターの職員には限界を知った方がいい
と言われる。勉強は諦めた方がいいのか」とAさん。

「自身が本当にやりたいことであれば諦める必要は
ないと思う。３時間も活動できるのであれば最低限
の家事と勉強に充てられる。有償ヘルパーを利用す
れば、３時間全て勉強に使える」と伝えた。海外の
抗うつ薬の利用については主治医へ相談するよう促
すと、A さんが主治医へ相談し、海外の抗うつ薬を
適時、利用することになり、勉強を続け、期末試験
は無事に終わった。語学学校では “ 地獄 ” と評判の
先生の演習授業が始まり、うつ症状がひどくなる
が、A さんが校長先生へ相談し、クラスを変更して
もらうことで乗り切ることができた。

　（b）無条件の肯定的関心・Aさんの力を信じる
筆者は、「ソーシャルワークの理論と方法」

（2023）で述べられている「無条件の肯定的関心」を
意識しながら A さんと関わった。A さんが好きでや
りたいことに対しては、少し背中を押すような提案
を、やりたくないことに対しては、環境を変えるこ
とや場合によっては逃げることも肯定した。A さん
の大学選びに関しても、「卒業しやすいよりも、自身
がここでその勉強をしたいのかどうかを優先して決
めるのはどうだろうか」と伝えた。A さんは自分が
本当に勉強したい B 国語学科のある大学を複数探
し、それぞれの大学のオープン授業に参加した。雰

囲気が非常に気に入り、ここだったら好きな B 国語
を学びたいと思えるような、J 大学が見つかり受験
することになった。願書の志望動機を一緒に検討し
た際、「やっとやりたいことを見つけられました。こ
んな大変な私を諦めずにずっと支援してくれてあり
がとうございました」と涙ぐみながら感謝の言葉を
述べた。筆者は、自分の関わり方が間違っていな
かったと安堵し、「行動し続けたのは A さんである。
諦めずにやり続けましたね」と伝えた。

大学受験勉強が始まるが、発熱が続き、内科で心
因性の発熱と言われる。「熱が出ているが、休むこと
に罪悪感がある。子どもの頃、よく熱が出て、月の
半分しか学校へ行けなかった。そのため塾へ行かさ
れたが、塾に行きたくないので、あんかで体温計の
温度を上げていたことがばれて母にひどく怒られ
た。その頃のことが急に出てきてフラッシュバック
した。苛々していたが、話していたら落ち着いてき
た」と述べた。数日後、「最近は母に苛々する。母か
ら、１年半も B 国留学をさせたのだから受かるだろ
うと言われプレッシャーを感じる」と。「私は健常者
の２、３倍頑張っても出来ないことがたくさんあ
る。だから母が色々口を出していた。小学生までは
母が私の友達を選んでいた」と、A さんは母親に支
配されてきた体験を語った。筆者は、「母は母、自分
は自分である。母の発言に巻き込まれることなく、
今自分ができることや、やりたいことを淡々とやっ
ていくのはどうだろうか。A さんには出来ることも
たくさんあるように思います」と伝えた。心因性の
発熱が続き、「今年の受験をやめるか否か」で迷いな
がら、結局 A さんは受験した。そして、J 大学３年
次に合格した。

　（c）大学への編入学と留学試験の合格
A さんは、J 大学３年次に編入学した。大学は、

「課題はたくさんあるが、授業は楽しい。学生も可愛
い。課題が大変で週３日の休みも１日５時間勉強を
する」と述べる。また、「大学のボランティアサーク
ルに所属しているが、母に、大学の単位を落として
いるのにサークルなんてやっている場合ではないと
言われた」と述べる。筆者が「自分がやりたいかや
りたくないか、楽しいか楽しくないかで判断してみ
るのはどうだろうか」と伝えると、サークルのイベ



クライエントの「自律」への支援過程

－ 20 － － 21 －

ントが終わるまでは続けると A さんが決めた。B 国
語検定に合格し、A さんは喜んでいた。しかし、更
に上のレベルの検定を目指すようにと大学の先生に
言われたことを気にしている様子であったので、

「上のレベルを目指したいと自分が思えたら目指せ
ばいいし、思えなかったら目指さなくてもいいと思
います。自分のことだから、自分のやりたいや、や
りたくないで決めればいいのではないか」と A さん
へ伝えた。Aさんは頑張り、J大学から推薦され、無
償で B 国立大学へ留学できる試験を受け、合格し
た。

　（d）留学の成功と大学卒業
J 大学の留学センターから、手厚い留学手続き支

援が得られず、留学手続きの様々な齟齬を A さんが
１人で対応したため、その作業が大変でうつ症状が
ひどくなる。留学自体をやめることも検討し、A さ
んが主治医に相談すると、「もしこのような状況で
留学が出来た場合は、“ タダでは起きない ” を学べ
るかもしれない」と言われたことで、少し元気にな
り、X ＋９年１月から半年間 B 国立大学へ留学し
た。留学先大学では勉強を頑張り、全ての単位を取
得した。「留学中は騙されることが多く大変であっ
たが、〇〇さん（筆者）だったらどう言うだろうか
と常に考えて１つ１つ対処し、かなり自分で考えら
れるようになったと思う」と述べた。卒業時期が近
づき、うつ症状および眩暈がひどく、10分以上歩け
なくなった。主治医の書いた “ 適応障害に近い状態
のため自宅療養が必要 ” という診断書を大学へ提出
したが、授業に出席しないと単位は取得できないと
のことだった。今年度の卒業は諦めかけたが、仲の
いい同級生と一緒に卒業したいというAさんの思い
が強く、授業に出る方法を一緒に検討した。タク
シーを利用することなどを考えたが、結局 A さんが
大学近くのホテルに滞在することを思いつき、欠席
することなく授業を受けることができ、卒業する目
途が立った。大学を２年間で無事に卒業した。

卒業に際して A さんは、「地域活動支援センター
で、自分の限界を知ることが大事と言われ、B 型作
業所へ行くしかないと思っていたが、大学進学を勧
めてもらってよかった。また２年間で大学を卒業す
ることができてよかった」と述べた。今後、もしも

迷った時は、「常に自分のやりたいことかどうかを
考えて、自分のやりたいことや楽しいと思えること
を優先して考えていってほしい。それであればやり
遂げることができると思っている」と筆者は伝え
た。

４　考察
（１）焦点となった母子関係の在り方

本ケースは、母親との関わりから始まったケース
であった。当初母親は、「自分が A さんを守らなけ
れば」という強い思いと、親としての責任感から、
様々な A さんの世話を続けてきて疲弊していた。母
親から見た A さんは、幼児期から苛められ、学童期
には不登校があり、すぐ具合を悪くする弱い子とい
うイメージだったと思われる。また、元来母親は不
安が強く、A さんより先回りしてすべてを準備する
ことが多かった。

A さんにとって母親は、細かいところまですべて
支配（コントロール）しようとする存在だった可能
性がある。A さんは、「母親がストレスになる」とい
いながらも、「すぐ具合を悪くする弱い子」を演じ続
けていたと言える。結果として、A さんの未分化な
母子関係からの「自律」が阻害されている状況が理
解されてきた。母子関係に介入することにより、母
子分離を促進させることが筆者の役割であった。

筆者は、母親が「自分が A さんを一生守らなけれ
ば」と自身に課していた重荷を手放せるようになる
ことを目標とし、種々のトラブルの処理について、

「母親が直接動くのではなく、相談機関に A さんが
直接相談するよう促しをしてほしい」と伝え続け
た。

また、筆者が母親のこれまでの苦労を傾聴し続け
たことにより、母親の不安を抱えることができたと
思われる。母親は、「今まで、私の話をする所もなけ
れば、聞いてくれる人もいなかった。すごく有難い。
気持ちが楽になり、少し安心しました」と述べてい
た。

（２）Aさんのストレングスと感情の表出
前述の経過からも分かるように、A さんは優れた

能力を持ち、自分の夢を自力で実現していく力を
持っていた。しかし、筆者を含めた支援者は、主治
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医を含め A さんを保護的にマネージメント（管理）
しようとしていたといえる。例えば、筆者は、A さ
んが安心して退院後の生活を送れるようにと考え
て、訪問看護、居宅介護などの医療・福祉サービス
利用をAさんに提案した。最終的にはAさんの意思
で全て利用終了となった。E クリニックの熱心な主
治医が提案した仕事や活動は、すべて中断してい
る。あたかも、母親が先回りして A さんをコント
ロールしようとしていたパターンの再現であったと
言える。Aさんは福祉サービスをやめる際、「依存し
ないで自立する」という表現をしていたが、管理や
コントロールからの「自律」であったのだと考える
ことができる。また、A さんが自身の気持ちがよく
分からないまま簡単に医療・福祉サービス利用を了
承し、自身で実際にサービスを利用して体験し、自
分には必要ないと自覚できたプロセスでもあったと
考えることができる。

一方 A さんは、自分の能力や力を信じることがで
きず（筆者には、自己肯定感がないと感じられた）、
他者の評価や助言を容易に受け入れてしまう傾向が
あった。筆者は、それを A さんの純粋さや率直さと
好ましく感じられたが、後に A さんが自分の意思を
持ちながらも、それを自覚できずに言葉にして主張
しないのだということに気付かされた。「純粋だが
無力な弱い子」を演じることで、母親や支援者をつ
なぎとめようとしているようにも感じた。そのため
感情の未分化が続いていたのではないだろうか。

一方、A さんの症状や種々のトラブルは、A さん
の言葉にならない無意識的な抵抗であったといえ
る。A さんの気持ちに寄り添いながら、A さんが自
身の気持ちや意思に気づけるようになり、それを言
葉にして主張する手伝いも、後には筆者の重要な仕
事となった。

（３）母子分離の課題と自己主張の達成
母親との別居に際して、A さんは強い不安を表出

したが、A さんが入院中に、住所を知らせないまま
母親が転居するという、強引な形で別居を実現し
た。しかし、母親と別居後、人間関係での悩みは続
いたが、トラブル自体はほとんど無くなった。さら
に、自分自身で生活上の問題を処理していく力を発
揮し始め、筆者の手配した医療・福祉サービスのす

べてを破棄した。そして、主治医の勧める訪問看護
をきっぱりと断る力をつけてきた。

A さんにとって母親と、医療・福祉サービスはコ
ントロールされる、管理されるという意味では同じ
であり、A さんにはコントロールや管理から脱却す
るという課題があったのだと思われる。筆者は、手
探り状態ではあったが、一貫して A さんの主体性を
尊重して、共感的に関わり続けた。そして、A さん
の才能を尊敬し、信じることができたと思う（これ
は半ば直感的なもの）。このことは、A さんの「自
律」の手助けになったと考えている。

また、筆者が A さんと並行して母親と関わり続
け、母親の不安を抱えることができたことが、母子
分離の課題達成の手助けになったと考えている。

本ケースの長い経過は、A さんが、自身の気持ち
や意思に気づけるようになり、自分の能力と才能を
発揮することができるようになるための、「自律」へ
の支援であったと言うことができる。

（４）�発達論的視点の重要性　「自立」と「自律」を
めぐって

A さんは、知的能力に優れ、行動力のある方だっ
た。しかし、それら A さんの能力が、A さんの「自
立」のために生かされることはなかった。その理由
は、A さんが、主体性あるいは自己決定をめぐる課
題を達成できていなかったことによると思われた。
そのことは、社会福祉資源を活用して A さんの「自
立」した生活の形成を手伝うという形態の支援が、
本人の同意のもと、やってはみるが、すべて A さん
に適合しなかったことから推察できた。A さんの変
化は、支援者が提案する支援を、自らの意思で拒否
できるようになってから促進されてきたのである。
A さんの最初の課題は、自分の気持ちを明確にする
こと、そして、「嫌」と言えること、「自己主張」で
きることであった。

これらの課題は、Erik H. Erikson（1959）のライ
フ・サイクル論では、「自律性対恥と疑惑」に相当す
るものであり、Fred Pine（1985）が述べている
M.Mahler らの「分離 ― 個体化」の時期に達成され
ていく課題である。自己肯定感や自尊心が形成さ
れ、コントロールをめぐるせめぎ合いを乗り越える
のもこの時期である。筆者は、「自立のための支援を
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試みてもうまくいかない」という無力感を感じなが
らも、一貫して A さんの主体性を尊重し続けられ
た。それは、スーパービジョン １）で得られた支えと
発達論的な視点とによるものである。

精神保健福祉の分野で、焦点となりつつある「不
登校」、「ひきこもり」や「発達障害」と診断された
人たちなどの中に、この「自律」の成長課題を持っ
た人たちが多いのではないかと推測される。彼らの
社会的・経済的「自立」を支援していくためには、
支援者が発達論的視点から、彼らの「自律」をめぐ
る課題を理解する必要があると言える。

注
1 ） 日本福祉教育専門学校　精神保健福祉研究科において

実施されているスーパービジョン　筆者は、５年にわたり
そこで実施されているスーパービジョンに参加している
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症例・事例報告

Abstract：The so-called former Eugenic Protection Act in Japan, enacted in 1948, included a provision allowing forced 
sterilization of people with specific disorders and disabilities without their consent. The law was indeed applied to numerous 
people, resulting in sterilization surgery. In recent years, courts have given a series of rulings, declaring the former law 
unconstitutional, and these decisions have been drawing public attention in the country. Then, on July 3, 2024, the Grand 
Bench of the Supreme Court made a decision pertaining to the lawsuits for state redress: They also found the provision on 
surgery in the law unconstitutional. I examined this case for state redress using court documents while also reviewing some 
relevant literature.

Key Words：former Eugenic Protection Act, sterilization surgery, state redress, the Supreme Court

抄録：1948（昭和23）年に制定された日本のいわゆる旧優生保護法は、特定の疾患や障害を有する人々に対して、
本人の同意なしに不妊手術を強制することが可能であるという条項を含んでいた。実際に、多くの人々に適用さ
れ、手術が実施されてきた。近年、この法律に対する違憲判決が立て続けに出て、社会に波紋が広がっている。
そして2024（令和６）年７月３日に、係る国家賠償請求事件についての最高裁判所大法廷判決が出た。ここでも、
同法の手術に関する規定が憲法に違反するとの判断が示されたのである。本件国家賠償請求事件の裁判資料を入
手して整理したので、これを報告し若干の文献的考察を加えることとする。

キーワード：旧優生保護法、不妊手術、国家賠償、最高裁判所

旧優生保護法に係る国家賠償請求事件
― 最高裁判所2024（令和６）年７月３日大法廷判決 ―

梶　原　洋　生

日本社会事業大学

Lawsuits for state redress pertaining to the former Eugenic Protection Act
―A decision by the Grand Bench of the Supreme Court on July 3, 2024―

Kajiwara Yousei

Japan College of Social Work

１．はじめに
日本で1948（昭和23）年に制定されたいわゆる旧

優生保護法というのは、特定の疾患や障害を有する
人々に対して、本人の同意なしにでも強制的に不妊
手術を実施することが可能であるという条項を含ん
でいた １）。そこで実際に、相当数の人々に適用さ
れ ２）、手術がなされてきた ３）。ところが、近年は、こ
の法律に対する違憲判決が立て続けに出ているので

ある ４）。その結果、社会に大きな動きがあった
し、 ５） ６）学界も実務も、論点を掲げてきた ７） ８）。そし
てついに、係る国家賠償請求事件についての最高裁
判所大法廷判決が出た ９）。2024（令和６）年７月３
日のことであり、ここでも、同法の手術に関する規
定が憲法に違反するとの判断が示された。これは

「令和５年（受）第1323号 国家賠償請求事件」で
あって、主文は「本件上告を棄却する。上告費用は
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上告人の負担とする」とした。すなわち、「本件請求
権が改正前民法724条後段の期間の経過により消滅
したとはいえないとした原審の判断」は、「結論にお
いて是認することができる」というものであった。
裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決がなさ
れ、裁判官の各補足意見、意見が加えられた。筆者
は、本件国家賠償請求事件の裁判資料を入手して整
理したので 10）、内容を報告し若干の文献的考察を加
えることとしたい。

２．争点
被上告人は、いわゆる旧優生保護法の規定に基づ

いて、不妊手術を受けたと主張した。そして、この
規定は「憲法13条、14条１項等に違反しており、本
件規定に係る国会議員の立法行為は違法であって、
被上告人は上記不妊手術が行われたことによって精
神的・肉体的苦痛を被った」などと主張して、国家
賠償法１条１項に基づく損害賠償を求めた。被上告
人の上告人に対する損害賠償請求権が、2017（平成
29）年の法律第44号による改正前の民法（以下「改
正前民法」という。）724条後段の期間の経過により
消滅したか否かが争われた。

３．事実関係
裁判所は、「原審の適法に確定した事実関係等の

概要（公知の事実を含む。）」として以下のように述
べた。

第一に、いわゆる旧優生保護法は、「昭和23年６
月28日に成立し、同年７月13日に公布され、同年９
月11日に施行された法律」であり、制定時にこの１
条は、「優生上の見地から不良な子孫の出生を防止
するとともに、母性の生命健康を保護することを目
的とする」としていたと述べた。２条１項は、優生
手術を「生殖腺を除去することなしに、生殖を不能
にする手術」とし、「命令をもって定める」ものをい
うと定めてあり、３条１項は、「医師は、同項各号の
一に該当する者（ただし、未成年者、精神病者及び
精神薄弱者を除く。）に対して、本人の同意及び配偶
者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様な事情に
ある者を含む。以下同じ。）がある」ときは、「その
同意を得て、優生手術を行うことができる」旨を定
めていて、これに該当する者としては「①本人又は

配偶者が遺伝性精神変質症、遺伝性病的性格、遺伝
性身体疾患又は遺伝性奇形を有しているもの（１
号）、②本人又は配偶者の４親等以内の血族関係に
ある者が遺伝性精神病、遺伝性精神薄弱、遺伝性精
神変質症、遺伝性病的性格、遺伝性身体疾患又は遺
伝性奇形を有し、かつ子孫にこれが遺伝するおそれ
のあるもの（２号）、③本人又は配偶者がらい疾患に
かかり、かつ子孫にこれが伝染するおそれのあるも
の（３号）」等と定めていたと述べた。４条では「医
師は、診断の結果、同法別表に掲げる疾患にかかっ
ていることを確認した場合において、その者に対
し、その疾患の遺伝を防止するため優生手術を行う
ことが公益上必要であると認めるときは、都道府県
優生保護委員会に優生手術を行うことの適否に関す
る審査を申請することができる」と定め、５条から
９条までに「同審査の手続等」について定めていた
と述べた。10条は、「優生手術を行うことが適当で
ある旨の決定に異議がないとき又はその決定若しく
はこれに関する判決が確定したときは、都道府県優
生保護委員会の指定した医師が優生手術を行う」旨
を定め、同法別表は、「遺伝性精神病（１号）、遺伝
性精神薄弱（２号）等の疾病や障害」を掲げていた
とも述べた。

裁判所は同法について、「昭和24年法律第154号
（同年６月１日施行）、同年法律第216号（同月24日
施行）及び昭和27年法律第141号（同年５月27日施
行。以下「昭和27年改正法」という。）により改正
された」と述べた。「優生保護法３条１項１号及び２
号が改められ、それぞれ、①本人若しくは配偶者が
遺伝性精神病質、遺伝性身体疾患若しくは遺伝性奇
形を有し、又は配偶者が精神病若しくは精神薄弱を
有しているもの（１号）、②本人又は配偶者の４親等
以内の血族関係にある者が遺伝性精神病、遺伝性精
神薄弱、遺伝性精神病質、遺伝性身体疾患又は遺伝
性奇形を有しているもの（２号）」とされ、同法中の

「都道府県優生保護委員会」が「都道府県優生保護審
査会」に、同法４条中の「申請することができる」
が「申請しなければならない」に改められ、「同法別
表に掲げる疾病や障害の分類、名称等」が改められ
るなどしたと述べた。「昭和27年改正法による改正
後の優生保護法」の12条において、医師は、「同法
別表１号または２号に掲げる遺伝性のもの以外の精
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神病又は精神薄弱にかかっている者」には、「精神衛
生法（昭和25年法律第123号）20条又は21条に規定
する保護義務者の同意があった場合には、都道府県
優生保護審査会に優生手術を行うことの適否に関す
る審査を申請することができ」たとし、改正後の優
生保護法13条２項は、「優生手術を行うことが適当
である旨の都道府県優生保護審査会の決定があった
とき」は、医師は、「優生手術を行うことができ」た
と述べた。

第二に、裁判所は1953（昭和28）年６月12日に厚
生事務次官の通知（「優生保護法の施行について」同
日厚生省発衛第150号。以下、「昭和28年次官通知」
という。）が各都道府県知事宛てに発出していた点
を取り上げた。同通知には、「審査を要件とする優生
手術について、本人の意見に反しても行うことがで
きるものである」旨や、「この場合に許される強制の
方法は、手術に当たって必要な最小限度のものでな
ければならないので、なるべく有形力の行使は慎ま
なければならないが、それぞれの具体的な場合に応
じては、真にやむを得ない限度において身体の拘
束、麻酔薬施用又は欺罔等の手段を用いることも許
される場合があると解しても差し支えない」旨等が
記載されていたと述べた。そのうえで、1954（昭和
29）年12月24日に、厚生省公衆衛生局庶務課長も、
通知（「審査を要件とする優生手術の実施の推進に
ついて」同日衛庶第119号）を各都道府県衛生部長
宛てに発出したと述べた。この通知の内容として
は、「審査を要件とする優生手術」は、「当該年度に
おける11月までの実施状況」をみると、「以前に提
出願った実施計画を相当に下回る現状」だから「な
お一層の努力をいただき計画どおり実施するように
願いたい」と書かれてあったと述べた。1957（昭和
32）年４月27日には、同局精神衛生課長が各都道府
県衛生主管部（局）長に宛てて、「例年、優生手術の
実施件数が予算上の件数を下回っている実情」だか
ら「当該年度における優生手術の実施」は「実をあ
げられるようお願い」と通知したという。

第三に、裁判所は被上告人が「昭和16年生まれの
男性」で、「精神科病院入院中の昭和35年頃に不妊
手術を受けた」とし、この手術は、「優生保護法10
条または13条２項のいずれかの規定（昭和27年改正
法による改正後のもの）」に基づいたと述べた。

第四には、裁判所は先ず、「平成８年４月１日、ら
い予防法の廃止に関する法律（同年法律第28号）」
が施行され、「同法により優生保護法３条１項３号
の規定が削除された」とした。「平成８年９月26日、
優生保護法の一部を改正する法律（同年法律第105
号）が施行」されたとした。同法による優生保護法
の改正で、同法の題名が「母体保護法」に、同法１
条中「優生上の見地から不良な子孫の出生を防止す
るとともに」が「不妊手術及び人工妊娠中絶に関す
る事項を定めること等により」に改められ、同法３
条１項１号、２号、４条から13条までの各規定が削
除されるなどしたことを述べた。裁判所は次に、「厚
生労働省の保管する資料によれば、昭和24年以降平
成８年改正までの間に本件規定に基づいて不妊手術
を受けたものの数は約２万5000人である」との指摘
を述べた。

第五には、裁判所は先ず、「市民的及び政治的権利
に関する国際規約に基づいて設置された人権委員会

（以下「自由権規約委員会」という。）は、平成10年
11月、日本政府の報告についての総括所見を採択し
た」と述べた。この総括所見において、「委員会は、
障害を持つ女性の強制不妊の廃止を認識する一方、
法律が強制不妊の対象となった人達の補償を受ける
権利を規定していないことを遺憾に思い、必要な法
的措置がとられることを勧告するとした」点に触れ
た。裁判所は、2001（平成13）年11月に日本弁護士
連合会が公表した意見にも言及した。この意見は、

「日本政府は、委員会から勧告を受けている優生保
護法下の強制不妊手術の被害救済に取り組むべきで
あり、同法の下で強制的な不妊手術を受けた女性に
対して、補償する措置を講ずべきである」というも
のであった。しかし、日本政府は、2006（平成18）
年12月に自由権規約委員会に提出した報告でも、

「優生保護法に基づき適法に行われた手術について
は、過去に遡って補償することは考えていない」と
の立場だったと指摘した。この報告についても、裁
判所は次に、2007（平成19）年12月に日本弁護士連
合会が、「国は、過去に発生した障害を持つ女性に対
する強制不妊措置について、政府としての包括的な
調査と補償を実施する計画を早急に明らかにすべき
である」旨の意見を公表したと経緯を述べるに至っ
た。自由権規約委員会が、2008（平成20）年10月・
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2014（平成26）年８月に採択した各総括所見におい
てもまた、「日本政府は本件総括所見における勧告
を実施すべきである」としたことを述べた。さらに
2016（平成28）年３月には、女子に対する差別の撤
廃に関する委員会が、日本政府の報告についての最
終見解において、「優生保護法に基づく強制的な不
妊手術を受けた全ての被害者に支援の手を差し伸
べ、被害者が法的救済を受け、補償とリハビリテー
ションの措置の提供を受けられるようにするため、
具体的な取組を行うことを勧告する」とした点に触
れた。裁判所は総じて、「しかし、平成31年４月ま
での間、本件規定に基づいて不妊手術を受けた者に
対し、補償の措置が講じられることはなかった」と
断じた。

第六に裁判所は、2018（平成30）年５月17日、被
上告人が本件訴えを提起したと述べた。上告人は、
本件訴訟において、本件請求権は改正前民法724条
後段の期間の経過により消滅した旨を主張したと述
べた。

第七に裁判所は、2019（平成31）年４月24日、「旧
優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する
一時金の支給等に関する法律」が成立し、「一部の規
定を除いて施行された」と言及した。同法は、前文
で「旧優生保護法に基づき、あるいは同法の存在を
背景として、多くの方々が、特定の疾病や障害を有
すること等を理由に、平成８年に関係規定が削除さ
れるまでの間において不妊手術等を受けることを強
いられ、心身に多大な苦痛を受けてきた」としてい
て、そのことに対し、「我々は、それぞれの立場にお
いて、真摯に反省し、心から深くおわびする」とい
う点に触れた。裁判所は同法について、「３条におい
て、国は、本件規定に基づいて不妊手術を受けた者
を含む所定の者に対し、一時金を支給する旨を定
め、４条において、一時金の額は320万円とする旨
を定め、５条１項において、内閣総理大臣は、一時
金の支給を受けようとする者の請求に基づき、当該
支給を受ける権利の認定を行い、当該認定を受けた
者に対し、一時金を支給する旨を定めている」と述
べた。ただし、裁判所は他方で、同法は、「一時金の
法的性格を明らかにしておらず、一時金の支給を受
けるべき者が同一の事由について損害賠償その他の
損害の塡補を受けた場合の調整等についての定めも

設けていないなど、上告人に損害賠償責任があるこ
とを前提とはしていない」とも指摘した。

４．裁判所による検討
さて、「本件請求権が改正前民法724条後段の期間

の経過により消滅したとはいえないとした原審の判
断」には、「同条後段の解釈の誤り及び判例違反」が
あるといえるのであろうか。これについては、「改正
前民法724条後段の規定は、不法行為によって発生
した損害賠償請求権の除斥期間を定めたものであ
り、同請求権は、除斥期間の経過により法律上当然
に消滅するものと解されるが、同請求権が同条後段
の除斥期間の経過により消滅したものとすることが
著しく正義・公平の理念に反し、到底容認すること
ができない場合には、裁判所は、除斥期間の主張が
信義則に反し又は権利の濫用として許されないと判
断することができると解するのが相当である（最高
裁令和５年（受）第1319号同６年７月３日大法廷判
決参照）」とされてきた。そこで、今回の最高裁判所
大法廷は、以下のような検討を行ったのであった。

第一の検討は、本件請求権は、本件規定に基づい
て不妊手術が行われたことを理由とする被上告人の
上告人に対する国家賠償法１条１項に基づく損害賠
償請求権だということについてである。この点、本
件規定は、「憲法13条及び14条１項に違反するもの
であったというべき」であり、「国民に憲法上保障さ
れている権利を違法に侵害するものであることが明
白であったというべき」なので、「本件規定に係る国
会議員の立法行為は、国家賠償法１条１項の適用
上、違法の評価を受けると解するのが相当である。」
とした。

第二の検討は、本件の適用妥当性についてであ
る。これは先ず、「改正前民法724条は、不法行為を
めぐる法律関係の速やかな確定を意図した規定であ
ると解される」のであるが、「立法という国権行為、
それも国民に憲法上保障されている権利を違法に侵
害することが明白」なものによって「国民が重大な
被害を受けた」のならば、「法律関係を安定させるこ
とによって関係者の利益を保護すべき要請は大きく
後退せざるを得ない」というべきであるし、「国会議
員の立法行為という加害行為」の性質上は、「時の経
過とともに証拠の散逸等によって当該行為の内容や
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違法性の有無等についての加害者側の立証活動が困
難になる」ともいえない。本件には、「同条の趣旨が
妥当しない面があるというべき」とした。

そうして次に、上告人は、「憲法13条及び14条１
項に違反する本件規定に基づいて、昭和23年から平
成８年までの約48年もの超期間にわたり、国家の政
策として、正当な理由に基づかずに特定の疾病や障
害を有する者等を差別してこれらの者に重大な犠牲
を求める施策を実施」してきたとした。上告人は、

「その実施に当たり、審査を要件とする優生手術を
行う際には身体の拘束、麻酔薬施用又は欺罔等の手
段を用いることも許される場合がある」旨の「昭和
28年次官通知」を各都道府県知事宛てに発出するな
どして、「優生手術を行うことを積極的に推進して
いた」と述べた。「施策が実施された結果」として、

「少なくとも約２万5000人もの多数の者が本件規定
に基づいて不妊手術を受け、これにより生殖能力を
喪失するという重大な被害を受けるに至った」と述
べた。「本件規定の立法行為に係る上告人の責任は
極めて重大であるといわざるを得ない」と判断し
た。裁判所は、「法律は、国権の最高機関であって国
の唯一の立法機関である国会が制定するものであ
る」から、「法律の規定は憲法に適合しているとの推
測を強く国民に与える」とし、「本件規定により行わ
れる不妊手術の主たる対象者が特定の疾病や障害を
有する者であり、その多くが権利行使について種々
の制約のある立場にあったと考えられる」ので、「本
件規定が削除されていない時期において、本件規定
に基づいて不妊手術が行われたことにより損害を受
けた者」について、「本件規定が憲法の規定に違反す
ると主張して上告人に対する国家賠償法１条１項に
基づく損害賠償請求権を行使することを期待する」
のは、「極めて困難」だったというのであった。本件
規定は、「平成８年に全て削除されたものの、その後
も、上告人が本件規定により行われた不妊手術は適
法であるという立場をとり続けてきたことからすれ
ば、上記の者に上記請求権の行使を期待するのが困
難であることに変わりはなかったといえる。そし
て、被上告人について、本件請求権の速やかな行使
を期待することができたと解すべき特別の事情が
あったこともうかがわれない」と断じた。裁判所は、

「国会は、立法につき裁量権を有するものではある

が、本件では、国会の立法裁量権の行使によって国
民に憲法上保障されている権利を違法に侵害するも
のであることが明白な本件規定が設けられ、これに
より多数の者が重大な被害を受けた」のであって、

「公務員の不法行為により損害を受けた者が国又は
公共団体にその賠償を求める権利について定める憲
法17条の趣旨をも」踏まえると、「本件規定の問題
性が認識されて平成８年に本件規定が削除された
後、国会において、適切に立法裁量権を行使して速
やかに補償の措置を講ずることが強く期待される状
況にあったというべき」と主張した。しかしながら、

「上告人は、その後も長期間にわたって、本件規定に
より行われた不妊手術は適法であり、補償はしない
という立場をとり続け」、「本件訴えが提起された後
の平成31年４月に一時金支給法が成立し、施行され
たものの、その内容は、本件規定に基づいて不妊手
術を受けた者を含む一定の者に対し、上告人の損害
賠償責任を前提とすることなく、一時金320万円を
支給する」にとどまるものだったとした。　

第三に、上記を見れば、裁判所としては「本件請
求権が改正前民法724条後段の除斥期間の経過によ
り消滅したものとする」のは、「著しく正義・公平の
理念に反し、到底容認することができない」ので、

「上告人が除斥期間の主張をすることは、信義則に
反し、権利の濫用」で「許されない」と述べた。

５．裁判所の結論
以上より、最高裁判所大法廷判決は、「本件請求権

が改正前民法724条後段の期間の経過により消滅し
たとはいえないとした原審の判断は、結論において
是認することができる」と結論付けた。併せて、「所
論引用の判例のうち、最高裁昭和59年（オ）第1477
号平成元年12月21日第一小法廷判決・民集43巻12
号2209頁は、変更すべき」であり、「その余の判例
は、いずれも本件に適切ではない」と述べ、「論旨は
採用することができない」とした。今回の主文は裁
判官全員一致だったが、裁判官二人の補足意見、裁
判官一人の意見があった。例えば、改正前民法724
条の立法趣旨への考察を深めるに期待するの意見、
同条後段は「除斥期間」でなく「消滅時効」を定め
るものと解すべきとの意見であった。
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６．おわりに
これまでの高裁判決について、「流れを変えた法

的論理」の観点等 11）で捉えながら、今回の最高裁判
決について、内容を正確に把握することは肝要であ
ろう 12）。また、いわゆる旧優生保護法の強制不妊手
術国賠訴訟としては、これによって「除斥期間に関
する判例変更」に至るということも重要であろ
う 13）。改正前民法724条後段の除斥期間に関しては、
今後の議論の進展に期待するところである 14）。

なお、職親等を含んでいた本件法制史の概貌に
も、「家」の構図が見当たるといってよい 15）。これら
全体の道筋を、国と私人との隘路で通観する「日本
の検証」は、引き続き求められる 16）。

注
　本報告については、直接関連する利益相反はない。法律の
表記や業界の用語例等は、一連の史実の再現性を確保する研
究の性質から判断して、原資料と同じ表現に留めることとし
た。1985（昭和60）年以前の動向等は、各省庁名を省庁再編
前の名称で表記している。

謝辞
今回、国立女性教育会館で貴重な資料を閲覧させて頂きま

した。ご協力に感謝を申し上げます。どうもありがとうござ
いました。

文献
１） 由井秀樹（2024）1950年代から60年代日本における家族

計画と優生手術：優生保護法第３条に基づく優生手術、
立命館人間科学研究、48、33-46

２） 由井秀樹（2024）優生保護法第４条に基づく強制不妊手
術対象者の探索：1950年代北海道の保健所の事業から
の検討、生命倫理、34（１）、86-95

３） 岡田靖雄（2024）優生保護法の時代を生きる：ある精神

科医の戦後史、六花出版
４） 山野目章夫（2023）旧優生保護法の事案における民法の

除斥期間の適用関係、Law and practice（17）、63-82
５） 新里宏二（2023）優生保護法：被害の時効を超えるた

め、最高裁の壁を破る、消費者法ニュース、137、17-18
６） 相原健吾（2023）兵庫優生保護法被害国賠訴訟・大阪高

裁逆転勝訴判決［2023. 3. 23］、消費者法ニュース、137、
61-62

７） 仮屋篤子（2024）旧優生保護法国家賠償請求訴訟と改正
前民法724条後段の期間の性質：最高裁大法廷判決に向
けて、名城法学、73（2-4）、131-146

８） 吉原秀（2024）旧優生保護法事件と憲法論との距離と連
関に関する実務的一考察：控訴審逆転勝訴に至るまで
の回顧とともに、判例時報、2585、5-12

９） 厚生福祉（2024）特集 強制不妊、国に賠償責任 除斥適
用せず、原告全面勝訴：旧優生保護法は違憲：最高裁大
法廷、厚生福祉、6908、6-9

10） 最高裁判所裁判例情報システム（https://www.courts.
go.jp/app/hanrei_jp/search1）2025年５月６日アクセス

11） 安枝伸雄（2022）流れを変えた大阪・東京高裁判決の法
的論理、賃金と社会保障、1807/1808、22-26

12） 笹沼弘志（2025）判例研究 差別的立法による非人道的
な手術強制：優生保護法国賠最高裁大法廷判決（本号
111頁）への道、［2024. 7. 3］、賃金と社会保障、1865・
1866、32-40

13） 松本克美（2024）除斥期間に関する判例変更：旧優生保
護法強制不妊手術国賠訴訟 最高裁2024（令和６）・７・
３大法廷判決、法学セミナー、69（10）、34-39

14） 小笠原奈菜（2024）民法 旧優生保護法訴訟：改正前民
法724条後段の除斥期間に対する例外［最高裁令和6. 7. 
3大法廷判決］、法学教室、530、107

15） 安井洋（1936）優生、１（１）、日本優生結婚普及会（東
京市本郷区東京帝国大学医学部生理学教室内）

16） 梶原洋生（2023）旧優生保護法に係る控訴審判決：東京
高裁2022（令和４）年３月11日、敬心・研究ジャーナ
ル、７（１）、31-36

受付日：2025年５月10日



－ 30 －

実践報告

要旨：促通を用いて即座に身体を動かしやすくするなどの効果（即時効果）を実感することができる運動プログ
ラムは1997年に開発された。本研究は2024年11月の A 大学学園祭においての実践報告であり、目的はその運動
プログラムの効果を検証することである。対象者はA大学学園祭腰痛予防・改善講座参加者の中から質問用紙の
提出のあった男性15名、女性22名であった。質問紙による調査項目とその結果を以下に示した。（１）NRS 調査
では腰に対する主観的な感覚が運動後に有意に改善した（p<0.01）、（２）対象者の年齢区分では40歳代と50歳代
が最も多かった。（３）運動後の腰や体の感覚については「とてもすっきりした」が65％、「ややすっきりした」
が30％、（４）運動プログラムを実施してどのように感じたかでは「大変良い」が68％、「良い」が27％、（５）自
由記述では肯定的内容がほとんどであった。

キーワード：促通、即時効果、集団運動プログラム、腰痛予防・改善プログラム

促通を主とした即時効果が実感できる 
運動プログラムの効果

― 大学学園祭企画にて実施した腰痛予防・改善プログラムの実践報告 ―

包　國　友　幸

早稲田大学非常勤講師

The effectiveness of an exercise program that has immediate effects, 
primarily facilitation

― A report on a program to prevent and improve back pain implemented at a university festival ―

Kanekuni Tomoyuki

Waseda University Part-time Lecturer

１．緒言
1997年に開発した運動プログラムは「筋力トレーニ

ング」や筋の「ストレッチング」でもない運動、すな
わち無意識レベルの動作においても協調性を持った
働筋として機能するように動作の再学習を行い正し
い動きを脳に入力する促通（Dorothy E. Voss 1997） １）

という現象に焦点をあてた。ある運動プログラムを
実施する前よりも運動器の可動性や柔軟性の向上、
運動の心理的効果による情緒の変化などにより運動
実施後の方が、身体を動かしやすくなり「より元気
になる」「より楽になる」など即時効果が実感・体感

できる運動プログラムである。

２．目的
本研究は、開発した運動プログラム（以下：前記

運動プログラム）を A 大学学園祭の企画の講座の中
で実施し、質問用紙に回答してもらう形式で効果を
検証することを目的とした。

３．研究方法
（１）運動プログラム

前記運動プログラムを1998年より展開し始め、
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2000年10月に民間大手スポーツクラブ（以下大手
フィットネスクラブ A）において全国展開したが、
現在（2025年２月）においても数店舗において実施
継続されている。

この運動プログラムは「機能活性プログラム」と
命名されシリーズ化されており、現在まで様々な機
関や組織において実施展開され、その有効性の検
証・報告（包國 2012、2013、2014） ２- ４）を繰り返し
てきた。

運動プログラムの特徴として① proprioceptive 

neuromuscular facilitation（以下 PNF）のコンセプト・
理論（S. S. Adler 2018） ５）に基づいている、②一回
の運動前・後で即座に動きやすさや柔軟性などの改
善効果が自覚できる、③集団運動プログラムである

（施術形式ではない、指導者が参加者に触れない）、
④自分（セルフ）で肩・腰・膝をコンディショニン
グするアクティブ・セラピー・エクササイズであ
る、⑤運動器具などの道具を必要としない、などが
あげられる。

（２）促通パターン
理論・コンセプトの一つとして促通パターンがあ

げられるが、特徴として「対角・螺旋の動きである
こと」「集団運動（マスムーブメント）パターンであ
ること」などがあげられる。促通パターン動作によ
り集団としての筋が最も動員されるためにスポーツ
動作（例えばフリークライミングの足趾・足関節・
脚部の使い方や柔道投げ技時の軸足や技をかける方
の足の動作）はこれに似通った動きになると説明さ
れている（包國 2010） ６）。

図１が図３の足関節：背屈－内反の動きを伴う下
肢パートⅠ屈曲パターン（股関節：屈曲－内転－外
旋）であり、図２が図４の足関節：底屈－外反を伴
う下肢パターンⅠ伸展（股関節：伸展－外転－内
旋）である。

図５は図１の動きを膝関節を屈曲しながら行う動
きであり、骨盤の前方挙上（図７）⇔図６は図２と
同様に膝関節を伸展しながら行う動きであり、骨盤
の後方下制（図８）を伴い特に骨盤の動きを意識し
やすい動作である。

同じく、図９が図11の足関節：背屈－外反の動き
を伴う下肢パートⅡ屈曲パターン（股関節：屈曲－

外転－内旋）であり、図10が図12の足関節：底屈－
内反を伴う下肢パターンⅡ伸展（股関節：伸展－内
転－外旋）である。

図13は図７の動きを膝関節を屈曲しながら行う
動きであり、骨盤の後方挙上（図15）⇔図14は図10
と同様に膝関節を伸展しながら行う動きであり、骨
盤の前方下制（図16）を伴い特に骨盤の動きを意識
しやすい動作である。

促通下肢パターンについての各関節：足趾・足関
節・膝関節・股関節・骨盤の動きを図17に示した。
図３⇔図４の足関節：背屈－内反⇔底屈－外反から
先導されて下肢パターンⅠ（図１⇔図２）（図５⇔図
６）を行うと骨盤は前方挙上⇔後方下制（図７⇔図
８）となり、足趾・足関節・膝関節。股関節・骨盤
の動きがリンクする集団運動パターンとなる。

また図11⇔図12の足関節：背屈－外反⇔底屈－
内反から先導されて下肢パターンⅡ（図９⇔図10）

（図13⇔図14）を行うと骨盤は後方挙上⇔前方下制
（図15⇔図16）となり、足趾・足関節・膝関節・股
関節・骨盤の動きがリンクする集団運動パターンと
なる。

図７⇔図８が骨盤：前方挙上⇔後方下制であり骨
盤周辺筋群の集団運動パターン（S.S.Adler 2018） ５）

（骨盤周囲筋が最も動員される動き）を成立させる。
また、図15⇔図16が骨盤：後方挙上⇔前方下制で

あり同様に骨版周辺筋群の集団運動パターン（骨盤
周囲筋が最も動員される動き）を成立させる。

図３．足関節：背屈－内反 図４．足関節：底屈－外反

図１．下肢パートⅠ屈曲 図２．下肢パートⅠ伸展
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（３）A大学学園祭の企画
筆者は2024年の秋に、『A 大学学園祭【みんなの

ストレッチ】A 大生に１番人気がある授業！包國先
生によるストレッチの授業を体験できます！腰・身
体が軽くなり、世界が変わる驚きの体験をしてみま
せんか？』企画の講師として、前記腰プログラムを
実施した。

筆者が行った腰プログラムは以下のように進めら
れた。

講義では①実行委員挨拶、②自己紹介、③スタ
ティックストレッチングではなく促通についての簡
単な説明と促通の反応を最大限にあげると手が勝手
に動く動画を視聴、④腰痛や腰部・体幹筋の簡単な
説明を行った。

実施した運動プログラムの具体的な内容は、
１）運動前チェック：体幹の伸展・前屈・回旋・側
屈、スクワット動作の動かしやすさ・柔軟性の確認
をしてもらった。
２）骨盤を動かしやすくする立位運動として以下を
実施した。①立位にての下肢パターンⅠ：a）膝を伸
ばしたまま屈曲⇔伸展（図１⇔図２；以下動作を数
回から十数回繰り返して実施）、b）膝屈曲を伴って
屈曲⇔伸展（図５⇔図６；）動作を実施した。

続いて②立位にての下肢パターンⅡ：c）膝を伸
ばしたまま屈曲⇔伸展（図９⇔図10；）動作を、d）
膝屈曲を伴って屈曲⇔伸展（図13⇔図14；）動作を
実施した。
３）立位にての骨盤前傾－後傾運動（ペルビック
ティルト）（図18・図19・図27）を練習した。
４） 主運動として二人一組（役割 A・B）を決めても
らい、一人のもの（A）が机上に仰臥位になり骨盤
の前傾⇔後傾運動（図20・図21）を丁寧に実施した。図15．骨盤の後方挙上 図16．骨盤の後方下制

図13．下肢パートⅡ屈曲膝屈曲 図14．下肢パートⅡ伸展膝伸展

図11．足関節：背屈－外反 図12．足関節：底屈－内反

図９．下肢パートⅡ屈曲 図10．下肢パートⅡ伸展

図７．骨盤の前方挙上 図８．骨盤の後方下制

図５．下肢パートⅠ屈曲膝屈曲 図６．下肢パートⅠ伸展膝伸展

図17．下肢Ⅰ・Ⅱと骨盤帯パターン（包國 2010） ６）
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もう一人（B）が腰背部に手を入れて（マニュアルコ
ンタクト）骨盤前傾（息を大きく吸いながら背筋を
意識して）⇔骨盤後傾（息を大きく吐きながら腹筋
群を意識して）動作を交互に以下の３種類の強度で
行った。①最初に（a）の膝関節を大きく屈曲 × ５回
→②次に（b）の膝関節を小さく屈曲 × ５回→③最後
に（c）の膝関節を伸展 × ５回、を丁寧に実施した。
５）息を吐きながらお尻（臀部）をあげるブリッヂ
ング（図22・図23）を行った。
６）運動前チェックと同様の運動後チェック：体幹
の伸展・前屈・回旋・側屈、スクワット動作のしや
すさ・柔軟性の確認をしてもらうことを通して即時
効果を体感してもらった。

その後、二人一組（役割 A・B）の役割を交代して
もらい同運動を実施し即時効果を体感してもらった。

図25．運動前チェック：体幹の回旋

図26．運動前チェック：体幹の伸展

図27．立位にての骨盤前傾⇔後傾

図22．ブリッヂング始まり 図23．ブリッヂング終わり

図20．仰臥位：骨盤前傾 図21．仰臥位：骨盤後傾

図18．立位：骨盤前傾－後傾 図19．骨盤前傾－後傾で使われる筋

図24．運動前チェック：体幹の側屈

図28．仰臥位骨盤：前傾⇔後傾のデモンストレーション
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（４）調査対象
調査対象は、A大学学園祭「みんなのストレッチ」

企画に参加し質問用紙の提出に賛同してもらい提出
してもらったものであった。男性15人（40.5％）、女
性22人（59.5％）であった。

（５）調査日時
A 大学学園祭企画の日程は、2024年11月２日

（土）の13:00～14:00であり、場所は A 大学３号館
302号室であり、本調査は企画終了時に質問用紙に
回答してもらった。

（６）倫理的配慮
調査にあたっては対象者に口頭で、研究目的と内

容、プライバシー保護、自主的な運動実施の中止な
どについて十分に説明し、同意を得たもののみに質
問用紙を提出してもらった。

（７）調査の項目
（a）運動前調査
運動前調査として１）「数値評価スケール

Numerical Rating Scale（以下 NRS）を実施した。
なお NRS は痛みや疲労などの自覚症状を他者と

共有するための客観的な数値スケールであり（溝
口 2011） ７）、疼痛の評価以外に、めまいによるスト
レスの自覚強度の評価（五島 2010） ８）や咬合感覚の
評価（成田 2008） ９）、などに用いられている。本研
究では、運動プログラムを実施した対象者の運動前
と運動後の腰の主観的な感覚を、図32に示した NRS

の質問紙により調査した。

（b）運動後調査
運動後調査の項目を以下に記した。運動前と比較

検討するための１）NRS 調査は運動後にも実施し
た。それに加えた調査項目として、２）年齢区分、
３）性別、４）運動プログラムを実施してどのよう
に感じたか５）運動後、腰または体の感覚について
どのように感じられたか、６）自由記述（自由に記
述してもらう欄を作成）を実施した。

図29．仰臥位ペルビックティルト①

図30．仰臥位ペルビックティルト②

図31．仰臥位ペルビックティルト③と一部チェック

●運動前（Ａ）と運動後（Ｂ）の腰の状態をおしえてください（数字に○）

運動前の腰の状態（Ａ）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
最高に良い 最悪

運動後の腰の状態（Ｂ）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
最高に良い 最悪

★ご協力ありがとうございました★

図32．NRSの質問紙
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４．結果
（１）数値評価スケール（NRS）の変化

講座終了時に提出してもらった質問用紙37名分の
データを解析対象とし、統計学的解析は、IBM SPSS 

Statistics 23を使用した。数値評価スケール（NRS）の
結果を図33に示した。運動前の平均値は5.83±2.17、運
動後の平均値は2.62±2.56であり Wilcoxon signed-rank 

test を行った結果、有意な差が認められた（p<0.01）。

（２）対象者の年齢区分
対象者の年齢を以下の年齢区分で図34に示した。

20代11％（４人）、30代14％（５人）、40代32％（12
人）、50代32％（12人）、60代11％（４人）、70代以
上０％（０人）、80代以上０％（０人）であった。

（３）対象者の性別
A 大学学園祭企画「みんなのストレッチ腰編」の

参加者の中から回答してもらったものの人数は男性
41％（15名）、女性59％（22名）合計37名であった。

（４）運動後の腰や体の感覚について
「運動後の腰や体の感覚」についての結果を図35

に示した。「①とてもすっきりした」が65％（24名）、
「②ややすっきりした」が30％（11人）、「③どちら
ともいえない」５％（２人）、「④やや不快感がある」
が０％（０人）、「⑤強い不快感がある」が０％（０
人）であった。

（５）運動プログラムを実施してどのように感じたか
「運動プログラムを実施してどのように感じたか」

の結果を図36に示した。その回答では、「①大変良
い」が68％（25人）、「②良い」が27％（10人）、「③
普通」が５％（２人）、「④あまり良くない」が０％

（０人）、「⑤良くない」が０％（０人）であった。

（６）自由記述
質問調査の最後の項目として「自由に感想をお書

きください」と記した欄を作成し、感じたことを記
述してもらった。また記述された文章に、誤字・脱
字・日本語の表現としてふさわしくないものも含ま
れるが、受講したものの驚きや興奮などが素直に表
現されていると判断し原文のまま以下に記した。
「①楽しくて辛い思いをせずに体が軽くなり不思

図33．運動前・運動後のNRSの変化

図34．対象者の年齢区分

図35．運動後の腰や体の感覚について
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議な体験をさせてもらいました。」「②日常的に教え
てもらったストレッチをしたいです！」「③評判通
りの講義で、とてもわかりやすかった。効果も出た
ような気がしました。」「④毎日続けようと決心しま
した。（教えて頂いたすべての運動）腰が楽に軽く
なった。」「⑤毎日やりたいと思うストレッチでし
た。非常に勉強になりました。ありがとうございま
した！」「⑥大きく変化がみられたのでおどろきま
した。とても体が楽になりました！！」「⑦記述無な
し」「⑧今ちょうど腰が痛くて困っていたので、すご
くためになりました。毎日続けようと思います。と
てもおもしろかったです。」「⑨動きをいれただけで
こんなにからだのうごきがかるくなるとはビックリ
しました。」「⑩即効性があってすごく良かったで
す。楽しいレクチャーをありがとうございました。」

「⑪思っていた以上に効果があり正直おどろいた。
ここまで軽くなるとは思わず、自宅でも試してみた
い。」「⑫感動しました。」「⑬すぐに効果が現れるの
で面白かったです。是非、家でも試したいと思いま
した。腰のあたりがすっきりとしました。」「⑭記述
なし」「⑮記述なし」「⑯記述なし」「⑰勉強になりま
した。日々の生活に取り入れたいと思います。感動、
体の動きが短時間で変わり感動しました。ありがと
うございました！」「⑱見違えるような腰の動きの
変化を感じました。」「⑲記述なし」「⑳記述なし」

「㉑ストレッチをやるやらないで体への負担がかな
り変わるのだろうなと思いました。」「㉒記述なし」

「㉓記述なし」「㉔記述なし」「㉕記述なし」「㉖記述

なし」「㉗今年も参加させて頂きました。肩こり、腰
痛があるので体験したら体がスッキリしました。あ
りがとうございました。」「㉘変化を体感できるくら
い効果があっておどろきました。特に後ろに体をそ
らした時は後ろの景色が見えるくらい体が沿ってす
ごかったです。骨盤の前傾－後傾、家でもやってみ
ます。」「㉙二人一組のメニューがあって、一人で来
た私にはできない動作がありました。」「㉚机に横に
なるストレッチを頑張りすぎてしまいました。とて
も楽しかったしタメになりました。」「㉛記述なし」

「㉜記述なし」「㉝記述なし」「㉞記述なし」「㉟記述
なし」「㊱記述なし」「㊲とても軽い腰になりました。
家でもやろうと思います。こつばんの前けい、後け
い、ね。」の記述があった。

５．考察
本研究は、『A 大学学園祭【みんなのストレッチ】』

企画として、机上にての二人一組仰臥位での腰痛予
防・改善運動プログラムの効果を調査した結果で
あった。

回旋型腰痛の一部を腹筋群の筋力低下を原因とし
た伸展型腰痛として、また安静型腰痛も同様に神経
や椎間板などの器質的疾患ではないと見立てられた
場合のほとんどが伸展型腰痛に含まれるとして捉え
た場合 10）（蒲田和芳 2006）、伸展型腰痛と屈曲型腰
痛とにアプローチすることが、おおまかな腰痛予防
の視点より運動プログラムを捉えた場合に効果的で
あると筆者は考えた。その考え方よりいかに骨盤の
前傾⇔後傾動作が対象者にわかりやすく伝わるかを
熟考し以下のプログラムから実施した。

①立位による促通下肢パターンⅠの膝伸展パター
ン→膝屈曲パターン実施により、骨盤が前方挙上⇔
後方下制となり、足趾・足関節・膝関節・股関節な
ど下肢とリンクして動かされ骨盤の可動性も改善さ
れた。同様に立位による促通下肢パターンⅡの膝伸
展パターン→膝屈曲パターン実施により、骨盤が後
方挙上⇔前方下制となり、足趾・足関節・膝関節・
股関節など下肢とリンクして動かされ骨盤の可動性
も改善された。②この操作①により骨盤が動かしや
すくなり立位による骨盤の前傾⇔後傾運動練習後
に、仰臥位による骨盤の前傾－後傾の主運動を丁寧
に行った。胸椎・胸郭・肋骨などやそれらに付着す

図36．運動プログラムを実施してどのように感じたか
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る呼吸筋、横隔膜や腹直筋・腹横筋などを主とした
腹筋群や棘筋・腸肋筋・最長筋などの脊柱起立筋群
が促通されたことにより腰椎骨盤リズムが調整され
た。つまり主働筋（腹筋群）と拮抗筋（背筋群）を
交互に促通したことにより腰椎骨盤リズムが改善さ
れ、体幹の伸展・屈曲・スクワット動作などにおい
て筋バランスのコンディショニング効果が惹起され
即時効果が体感されたことが考えられる。

③骨盤前傾時に脊柱起立筋を意識して吸気を、一
方骨盤後傾時に腹筋群を意識して呼気をゆっくりと
深く大きく実施した。そのことにより、あくまで筆
者の推測であるが仰臥位にての深い腹式呼吸を実施
したことによりセロトニンなどの脳内物質の分
泌 11-12）（有田秀穂 2003、2005）が促され副交感神
経・交感神経など自律神経が調整され筋・筋膜や皮
神経の痛みの感覚の閾値の変化が引き起こされたの
ではないか、とされる運動の心理的な即時効果が誘
発されたと想定した。

前記の①と②の促通による筋コンディションニン
グ、③の運動の心理的な即時効果により、NRS やそ
の他の結果、自由記述にて表現された肯定的な感覚
改善効果につながったことが考えられる。
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評　論

Abstract：This paper reviews the changes in social awareness and trends regarding the “bullying” focusing on research 
and policies before and after the enactment of the Act on Promotion of Measures to Prevent Bullying.
The results show that before the enactment of the Act, the “bullying” was dealt with “In school,” and was dealt with using 
pedagogy and psychology as metacognition, and the suffering of schools was clearly printed. After the enactment of the Act, 
the Act began to function in the direction of preventing violations of children’s human rights and guaranteeing children’s 
right to education, and it could be interpreted that the response to the “bullying” was socialized.
The results suggest that efforts to overcome the “bullying” are essential for the realization of well-being for children, 
teachers, schools, and local communities, for the entire nation and all of humanity.

Key Words： children’s well-being, bullying, history, social system

要旨：本稿においては、「いじめ問題」への社会の認識や動向の変遷を、いじめ防止対策推進法の制定前後の研
究や政策に焦点をあてレビューした。
　その結果、法の制定前においては、「いじめ問題」への対応は「学校内」で行われるものであり、教育学や心
理学をメタ認知として対応がなされ、学校現場の苦悩が如実に活字化されてきた。そして、法の制定後は子ども
の人権侵害を予防し、子どもの教育を受ける権利を保障する方向で法が機能しはじめ、「いじめ問題」への対応
が社会化したと解釈できた。
　子ども・教職員・学校・地域社会のウェルビーイングの実現には、「いじめ問題」の克服に向けた努力が全国
民・全人類に欠かせないと示唆された。

キーワード：子どものウェルビーイング、いじめ、歴史、社会システム

いじめ重大事態への対応にみるわが国の歩み
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１．問題意識
筆者の問題意識は、人間福祉学会2023大会（大会

長＝筆者）での大会宣言に基づく。
2023（令和５）年４月１日、わが国では、こ

ども基本法が施行され、日本国憲法、児童の権
利に関する条約の精神にのっとり、「こどもま
んなか社会」を築いていくこととされた。「こど
もまんなか社会」は、こども・若者の尊厳が重
んぜられ、自分らしく自らの希望に応じて、そ
の意欲と能力を活かすことができる社会であ
る。また、こどもを産みたい、育てたい、家族
を営みたいと考える個人の希望が叶う社会であ
る。こうしたこどもや若者、子育て当事者の夢
や希望が叶う社会は、未来の担い手を社会全体
で育み、「居場所の確立」や「切れ目のない支
援」、さらには「人類の Well-being」の創造とそ
の持続可能性が高められていくことが、つなが
る社会でなければならない。

私たちは「こどもまんなか社会」の基本理念
を尊重し、こどもまんなか社会づくりの実践・
研究・アクションを総合的体系的に展開できる
仕組みづくりに主体的に参画する必要がある。
その仕組みや参画のあり方として、こども・若
者・子育て当事者を支える支援者の Well-being

を確保することが含まれていることを確認した。
私たちは、こどもを真ん中に据えた人類の

Well-being の実現に向け、幅広い実践を見聞し、
公的施策と協働するさまざまなアクションを支
持し、ともにあること、ともに考えることの素
晴らしさを実感した。

いま、このときより Well-being に関する世界
の英知を礎とし、より創造的で価値ある、国際
社会並びにわが国の様々な政策に「こども・若
者・当事者の声」を反映させ、平和で Well-

being な持続可能な社会を実現していくため、
日々の実践・研究・アクションを強めていく。

（参加者一同）
これを換言すれば、子どもとかかわるすべての人

や環境がこどもたちの Well-being の実現を支えると
いうことになるだろう。すなわち、いじめの撲滅は
こどもたちの Well-being の実現のための一条件とし
て欠かせないという問題認識から本稿を始めたい。

２．学校のウェルビーイング像
社会の多様化が進み、子どもたちが抱える厳しさ

や困難が変化するなか、教育においてもウェルビー
イングを実現しようとする機運が高まっている。国
が認識する実現すべきウェルビーイングの姿が「教
育振興基本計画」（第４期）では次のような構成要素
が明記されている。

表１　教育ウェルビーイングの要素

自己肯定感、心身の健康、幸福感（現在と将来 / 自分と周
りの他者）、協働性、社会貢献意識、学校や地域でのつな
がり、自己実現（達成感 / キャリア意識等）、安全安心な
環境、多様性への理解、利他性、サポートを受けられる環
境

出典：文部科学省「第４期　教育振興基本計画（リーフレット）」 １

「教育振興基本計画」には「子供たちのウェルビー
イングを高めるためには、教師のウェルビーイング
を確保することが必要であり、学校が教師のウェル
ビーイングを高める場となることが重要である」と
明記されている。そのためには、子どもたちの成長
を実感できたり、保護者や地域との信頼関係が築か
れていたりという、職場自体に心理的安全性が保た
れ、労働環境が良い状態であることが求められる。
こうした考え方が学びの環境を良い状態に保つこと
が、子どもたちのウェルビーイングを向上させる基
盤となり、結果として家庭や地域のウェルビーイン
グにもつながる。ウェルビーイングが実現される社
会は、子どもから大人まで一人ひとりが社会の担い
手となって創り上げていくもので、個々人のウェル
ビーイングが高まり、その集合としてコミュニティ
や地域のウェルビーイングの向上につながり、社会
全体に広がり、コミュニティ・ウェルビーイングが
実現する。その維持が子どもを含めたすべての住民、
市民の主体化の課程において重要であり、コミュニ
ティの「所有者」であり「経営者」である市民を持
続的に供給していけるシステムを形成する ２。

子どもたち一人ひとりが幸福や生きがいを感じら
れる学びを保護者や地域の人々と共に作っていくこ
とで、学校に関わる人々のウェルビーイングが高ま
り、その広がりが子どもや地域を支えて、世代を超
えて循環していくという在り方が共創できる。

このような国が目指す子どもを取り巻く well-
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being 環境の実現を阻害する大きな要素のひとつに
「いじめ（bullying）」がある。

３．先行研究レビュー
鈴木（1995）は、教育心理学の分野での学校にお

けるいじめの研究を展望し、いじめに対する認識の
変遷や質的変貌、発生の機序、類型などをとりまと
めている ３。その上で、学校でのいじめの研究のこ
れからを展望し、次のような視点を例示している。
すなわち、学校でのいじめの問題は、実践科学とし
ての教育心理学が避けて通れない道であり、いじめ
ている子どもの発見方法やいじめで悩んでいる子ど
もの察知の方法の研究、またそれに対する援助技法
の開発が必要である。そして、いじめと人間集団の
特質に深く関わる研究を教育観・人間観・人生観と
の関わりから、地道に研究を深めていくことが欠か
せないと提言している。その一方で、この時期の鈴
木の研究においては、いじめの解決を学校現場の問
題として見つめ、地域共生社会への着目や地域の社
会資源を活用するという視点での指摘は見当たらな
かった。

戸田ら（2013）は、いじめ研究の潮流を①他の精
神保健上の諸問題と不可分であるとの認識のもと進
められている、②学校でのいじめ問題と、家庭での
虐待問題との関連が想定されている、③ネットいじ
め問題への取組み、とまとめている。その上で、国
際的な動向をレビューし、上記の③が今後、深刻化
することを予測した ４。

宮嶋（2014）は、いじめの当事者（加害者・被害
者・傍観者）を誰も排除しないニュージーランドの
取組みを紹介し、学校風土の改善が重大事件化する
ことの予防になると示唆している ５。関連では、学
校現場からの報告として青山・五十嵐（2019）は、
いじめ防止のための授業プログラムを通して学校風
土の改善を行う取組みを報告している ６。また、西
野（2022）は、学級風土に焦点化し、子どもたちの
ストレスコーピング（援助される力）に着目した研
究を行っている ７。

宮嶋（2017）は、いじめ防止対策推進法が成立し、
いじめ重大事態が規定され、それへの対処方法が政
策課題として取り上げられたことに着目し、子ども
の教育を受ける権利の擁護に関わるスクールソー

シャルワークの重要性を指摘している ８。しかしな
がら、スクールソーシャルワークに関する理念や理
論とはかけ離れた現実があり、国のスクールソー
シャルワーカー活用事業が未だ十分に活かされてい
ないとも指摘している。スクールソーシャルワーク
に関する実践報告や研究は、日本学校ソーシャル
ワーク学会の研究成果に負うところが大きいことを
指摘しておくことが妥当だと考える。その上で、例
えば岡村（2023）は、ソーシャルワークの有効性を
明らかにするため、「いじめ問題」研究動向をレ
ビューし、ソーシャルワークが①いかに「いじめ問
題」を理解するのか、②どのような対応が求められ
るのか、を明確化していくことが求められるという
課題を見いだしている ９。

坂本ら（2020）は、1980～2020年の日本における
いじめ研究の動向と課題をレビューした研究を発表
している。抽出された研究は、研究方法により５類
型とされ、それぞれの相関性も検討されている。坂
本らは今後の研究を通じて、いじめがもつ加害者・
傍観者の機能を明かにし、それによって「いじめ以
外の代替手段を提案するようなアプローチ」も考案
でき、社会現象である「いじめ」の真相に対処でき
るだろうと述べている 10。

いじめ重大事態に関する第三者調査委員会に関し
ては、弁護士の立場（野村：2020） 11や児童精神科医
の立場（吉田：2020） 12、研究者の立場（平田ら：
2021） 13からの報告がある。

４．法という処方箋
わが国で子どもの人権侵害の予防装置、あるいは

処方箋（対処方法という意味）として推進されてき
た「いじめ」関連法と具体的施策について、その変
遷をみていく。

（１）基本的方針
文部科学省による「いじめの防止等のための基本

的な方針」（平成25年10月11日）の策定は、いじめ
防止対策推進法（平成25年法律第71号。以下「法」
と略す。）に基づく。基本的な方針の中で、法制定の
意義が次のように記されている（下線 = 筆者）。

いじめの問題への対応は学校における最重要
課題の一つであり、・・・学校が一丸となって組
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織的に対応することが必要である。また、関係
機関や地域の力も積極的に取り込むことが必
要・・・。・・・。大人社会のパワーハラスメン
トやセクシュアルハラスメントなどといった社
会問題も、いじめと同じ地平で起こる。いじめ
の問題への対応力は、我が国の教育力と国民の
成熟度の指標であり、子供が接するメディアや
インターネットを含め、他人の弱みを笑いもの
にしたり、暴力を肯定していると受け取られる
ような行為を許容したり、異質な他者を差別し
たりといった大人の振る舞いが、子供に影響を
与えるという指摘もある。

いじめから一人でも多くの子供を救うために
は、子供を取り囲む大人一人一人が、「いじめは
絶対に許されない」、「いじめは卑怯な行為であ
る」、「いじめはどの子供にも、どの学校でも、
起こりうる」との意識を持ち、それぞれの役割
と責任を自覚しなければならず、いじめの問題
は、心豊かで安全・安心な社会をいかにしてつ
くるかという、学校を含めた社会全体に関する
国民的な課題である。

これをみると、いじめや嫌がらせという人間関係

から生じる人権侵害が如何に深刻な影響を、子ども
を含むすべての人々に与えるのかが深刻に受け止め
られ、重大事態を生じさせるという認識を国が持っ
ていることが明確に示され、関係者に勇気を与えて
いると受け止められる。続いて、重大事態に関する
記述について確認していく。

2024（令和６）年10月31日付けで文部科学省初等
中等教育局児童生徒課が公表した「令和５年度　児
童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に
関する調査結果について」によれば、次のような
データが得られる。

令和５年度におけるいじめ重大事態の児童等
1,000人あたりの発生件数を都道府県ごとでみてお
くと、全国平均が0.10件（1,000人に１件）であり、
最も高い発生率を示す鳥取県で0.32、逆に最も低い
発生率を示す群馬県・福井県・愛媛県では0.01と
なっている。

いじめ重大事態再調査委員の視点から「重大事
態」、かつ、「高等学校」に着目すると、いじめ重大
事態の発生件数の推移は図表１のとおりであった。
法第28条第１項に規定される「重大事態」とは、次
の２つが定義されている。

図表１　いじめ重大事態発生件数の推移
出典： 文部科学省「令和５年度　児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」2024.10.31. p57より筆者

作成
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第１号「いじめにより当該学校に在籍する児
童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ
た疑いがあると認めるとき」

第２号「いじめにより党が学校に在籍する児
童等が相当の期間学校を欠席することを余儀な
くされている疑いがあると認めるとき」

同日付けで、文部科学省初等中等教育局児童生徒
課長は、この結果の通知に加えて、それを踏まえた
対応の充実を関係各方面に求めている。同通知をみ
ると、「子供たちを取り巻く環境が変化する中で、不
安や悩みが従来とは異なる形で現れたり、一人で抱
え込んだりしている可能性等」を考慮し、「子供たち
の小さな SOS」を見逃さない、教育と福祉等が連携
した支援への配慮を要請している。具体的には通知
本文で、いじめ重大事態への円滑かつ適切な調査の
実施や当事者への寄り添い対応を求め、国が作成し
たガイドラインの活用を求めている。また、学校独
自の判断ではなく、法に照らして「重大事態ではな
い」といえる場合以外は、児童生徒や保護者から申
し立てがあったとき「重大事態」として国へ報告し、
調査等にあたるよう求めている。さらに、重大事態
の調査における委員の人選や中立・公平性について
はこども家庭庁の「いじめ調査アドバイザー」を積
極的に活用するよう求めている。

法規定や上記のような調査結果を踏まえて、文部
科学省は「いじめの重大事態の調査に関するガイド
ライン」を2015（平成29）年３月に策定し、2024

（令和６）年８月に改訂を行っている。

（２）基本方針の改訂
2016（平成28）年11月２日に開催された国のいじ

め防止対策協議会における「いじめの防止等のため
の基本的な方針」（改訂案）における「いじめ解消」
の記述をみると、【改正前】は、次のとおりである。

【改正前】
いじめの発見・通報を受けた場合には、特定

の教職員で抱え込まず、速やかに組織的に対応
し、被害児童生徒を守り通すとともに、加害児
童生徒に対しては、当該児童生徒の人格の成長
を旨として、教育的配慮の下、毅然とした態度
で指導する。これらの対応について、教職員全
員の共通理解、保護者の協力、関係機関・専門

機関との連携の下で取り組む。
それに加えて【改正後】は、「いじめは、単に謝罪

をもって安易に解消とすることはできない。いじめ
が『解消している』状態とは、少なくとも次の２つ
の要件が満たされている必要がある。ただし、これ
らの要件が満たされている場合であっても、必要に
応じ、他の事情も勘案して判断する」ものとされて
いる。この「２つの要件」を以下に引用しておこう。

①いじめに係る行為が止んでいること
被害者に対する心理的又は物理的な影響を与

える行為（インターネットを通じて行われるも
のを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継
続していること。この相当の期間とは、少なく
とも３か月を目安とする。ただし、いじめの被
害の重大性等からさらに長期の期間が必要であ
ると判断される場合は、この目安にかかわら
ず、学校の設置者又は学校いじめ対策組織の判
断により、より長期の期間を設定するものとす
る。学校の教職員は、相当の期間が経過するま
では、被害・加害児童生徒の様子を含め状況を
注視し、期間が経過した段階で判断を行う。行
為が止んでいない場合は、改めて、相当の期間
を設定して状況を注視する。
②被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判
断する時点において、被害児童生徒がいじめの
行為により心身の苦痛を感じていないと認めら
れること。被害児童生徒本人及びその保護者に
対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面
談等により確認する。学校は、いじめが解消に
至っていない段階では、被害児童生徒を徹底的
に守り通し、その安全・安心を確保する責任を
有する。学校いじめ対策組織においては、いじ
めが解消に至るまで被害児童生徒の支援を継続
するため、支援内容、情報共有、教職員の役割
分担を含む対処プランを策定し、確実に実行す
る。

上記のいじめが「解消している」状態とは、
あくまで、一つの段階に過ぎず、「解消してい
る」状態に至った場合でも、いじめが再発する
可能性が十分にあり得ることを踏まえ、学校の
教職員は、当該いじめの被害児童生徒及び加害
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児童生徒については、日常的に注意深く観察す
る必要がある。

この方針の改訂（2017（平成29）年３月14日）は、
①いじめ防止プログラムにPDCAサイクルが採用さ
れたこと、②いじめ対応に、弁護士などの外部の千
もかの参画を促したこと、③いじめの「解消」を定
義したこと、そして発達障害と認められる児童・生
徒の増加に伴う④自己有用感や自己肯定感認識の大
切さについて明記したことなどが特筆すべき事項で
ある。本改訂がなされた当時、学校関係者の多くが

「自己肯定感」や「発達障害」に関する認識が薄く、
学級崩壊と呼ばれる現象が学校現場で散見されてい
た。このことを思い返すと、この国の方針改訂は、
いじめ被害を特定し、早期対応していく学校現場
に、学校という風土の特性に鑑みると、多大な影響
を与えたと考えられる。このように「いじめの解消」
という状態に関する認識が数年の間に大きく変更し
ていることに注目しておきたい。

（３）いじめ重大事態への対応
2017（平成29）年３月16日付で「いじめの重大事

態の調査に関するガイドライン」も通知されてお
り、その趣旨は次とおりである。法の附則第２条第
１項は、「いじめの防止等のための対策については、
この法律の施行後３年を目途として、この法律の施
行状況等を勘案し、検討が加えられ、必要があると
認められるときは、その結果に基づいて必要な措置
が講ぜられるものとする。」とされており、文部科学
省は、「いじめ防止対策協議会」等において検討を
行ったとされる。

新たに示された「いじめの重大事態の調査に関す
るガイドライン」では、地方公共団体、学校の設置
者及び学校が、国の基本方針を参酌し、地域及び学
校の実情に応じた基本的な方針の策定・見直しや、
法の規定を踏まえた組織の設置、重大事態ガイドラ
インに沿った重大事態への対処等、必要な措置を講
じるよう、速やかに取組を進め、専修学校及び各種
学校におけるいじめの防止等の対策についても、国
の基本方針及び重大事態ガイドラインの内容を参考
にしながら、適切に対応するよう、依頼している。
また、国の基本方針と重大事態ガイドラインは対を
なすものとして各方面に通知され、いじめ問題への

取組の強化が求められている。
この時点での重大事態ガイドラインでは、法にい

う「いじめの重大事態」とは①生命心身財産重大事
態と②不登校重大事態の２区分があるとされ、「重
大事態は、事実関係が確定した段階で重大事態とし
ての対応を開始するのではなく、『疑い』が生じた段
階で調査を開始しなければならない」とされている。
また、重大事態として早期対応しなかったことによ
り生じる影響として「いじめの行為がより一層エス
カレート」し、「取り返しのつかない事態」も想定さ
れると示している。しかし、「重大事態の範囲」につ
いては「事例」が示されているにとどまっている。

いじめ重大事態の発生件数等は図表１のとおりで
あり、岐阜県においては平成26～29年度の４年間に
おいて岐阜県が所管する高等学校等においてはわず
か16件（県立学校10件、私立学校６件）のみであっ
た。うち、１号案件は３件、２号案件が13件となっ
ている。また、再調査案件は０件である。この時期
は、筆者も委員を務めている「いじめ重大事態再調
査委員会」が岐阜県においても立ち上げられた初期
段階は、事務局も委員も手探り状態での委員会運営
であった。とりわけ、残されている手元資料を見る
限り、各学校から示された資料の書式にばらつきが
あり、記録の仕方も未熟であることが顕著に読み取
れる。また、教員による「いじめ」あるいは「ハラ
スメント」と疑わしき生徒への関わりが看過でき
ず、この委員会の権限と機能に関する不明瞭さが際
立っていたと考えられる。さらにいじめの「解消」
という表現が見受けられるが、何をもって「解消」
というのかが曖昧であった。

（４）岐阜県いじめ自殺事件
2019（令和元）年７月、岐阜県においても「いじ

め自殺」事件が起きた。この事件の前後に筆者は岐
阜新聞よりいじめとどのように向き合うべきか、そ
して、重大事態への調査に関する取材を受けた。筆
者は、岐阜県いじめによる重大事態再調査委員会委
員であり、スクールソーシャルワーカーを養成する
児童福祉の学識経験者という立場から取材に応えた

（岐阜新聞朝刊５月31日付並びに12月27日付）。
事件が起こる前の取材時の焦点は、「親以外にも、

信頼できる大人が学校・地域に必要である」「子ど
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もが発する小さな声を受け止めてくれる大人が一人
でもいると信じて SOS が出せるシャイ会にしてい
くことが大切だ」と主張した。そういう大人として

「スクールソーシャルワーカー」が欠かせないとい
うことを強調した。

事件後の取材では、黒塗りの調査報告書を見なが
ら「真相解明や再発防止策が不十分だ」と指摘し、
当事者である被害者の保護者が真実を知りたがって
いることへの配慮や再発防止策としての加害者教育
の具体性が欠如していること、さらには対応策が担
当教員等の労務・教育上の負担増をしいる結果を招
きかねないことを指摘した。その他、記事にならな
かった指摘事項をまとめると、表２のとおりである。

表２　いじめ自死事件に関するコメント

第三者委員会は、子どもたちの信頼を回復し、子どもたち
が夢を持てるために、教師・学校・大人・社会が何をす
べきかを総合的に提案するべきだ。

（１） 「５月」という時期を踏まえ、前年度の状況の調査

（２） 調査面談に際し、第三者を同席させ、安心と信頼の
保証

（３） 学校全体の体制の見直しと、学校内外との情報共有

（４） 保護者と学校との情報共有と協力関係の構築

（５） 学校外の専門家として、スクールカウンセラーやス
クールソーシャルワーカーの配置

（６） 再発防止のために、包括的な施策を用意する
　　・ 被害生徒＝心のケア、休む権利、転校する自由の保

証
　　・ 加害生徒＝取り巻く環境の改善、生き直しのため

の教育の機会
　　・教職員＝ヒアリ・法度の導入と徹底指導
　　・ 関係者＝学校に出入りする業者、PTA 等すべての

ものの責任の明確化
　　・ 他人ごと視している人々＝我が事として子育てを

する環境づくり

これに対応した学校独自の取組みも活発化してお
り、定時制高校の職員研修においても、生徒の「自
己肯定感」を如何に高めるのかが議論されている。
ある定時制高校ではSSTプログラムを高校全体の教
育プログラムに盛り込み、その効果を測定しなが
ら、プログラムの改訂を行っていた 14 。見直された
プログラムで修得できるスキルを滞りなく身につけ
ていくと、卒業時には社会人基礎力（前に踏み出す
力、考え抜く力、チームで働く力）が向上し、自己

肯定感が高まるとされている 15。

（５）　いじめ防止対策の強化
2023（令和５）年９月11日、第１回いじめ防止対

策関係省庁連絡会議が開催された。この会議には内
閣府・文部科学省・子ども家庭庁・警察庁・総務
省・法務省・経済産業省が参画し、オブザーバーと
して学校現場も参加している。この会議で示された

「いじめ防止対策の強化について」では、早急に対応
すべき項目＝14項目（表３）が明記され、有識者の知
見を得ながら順次速やかに議論を進めるとされた。

表３　早急に対応すべき検討事項

（年末年始をメドに対応：再徹底関連） 

１． 犯罪行為が疑われる場合の警察との連携の徹底など、
関係機関との連携の強化 

２． 被害児童生徒・保護者へのケアと加害児童生徒への
指導・支援方策

３． 保護者と学校がともにいじめ防止対策を共有するた
めの普及啓発方策 

４． いじめの重大事態における総合教育会議の活用等・
文科省による厳格な指導 

　　 （年明けをメドに検討に着手し、年度内メドに結論を
得たものから順次実施：重大事態関連） 

５． 重大事態の認知から調査開始までの迅速な処理に向
けた検討 

６． 専門家による重大事態調査等に関する助言方法 

７． 重大事態に関する国への報告（任意）による状況把握
の仕組み 

８． 重大事態調査における課題抽出に向けた報告書の分
析方法の検討 

＜今後対応すべき検討項目＞ 
（結論を得たものから順次実施：全体見直し関連） 

９． ネットいじめについての対応強化に向けた方策検討 

10． リスクマネジメント力のある教育長の確保方策 

11．いじめ対応における「第三者性確保」の方策 

12． 学校外からのいじめ防止対策アプローチの確立方策 

13． 被害児童生徒へのケアの方策（ICTも活用した積極認
知の強化等） 

14． 学校教育におけるいじめ（や犯罪）についての学習
の充実
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表３にいう「年明けをメド」に検討に着手し、年
度内に結論を得たものから順次実施：重大事態関連
４項目「令和５年年始までになすべきこと」を項目
ごとに要約すると、次のように示されている。 

５． 重大事態の認知から調査開始までの迅速な処理
に向けた検討 

いじめ重大事態調査ガイドラインの改定
いじめ重大事態への適切な対応等の徹底
 いじめ調査アドバイザーの活用としての意見交換
会の開催
 いじめ重大事態調査委員会の第三者委員の人選と
その手続きの整理

６．専門家による重大事態調査等に関する助言方法 

いじめ調査アドバイザーへの相談の仕組み
 第三者委員となり得る者への改定ガイドラインの
周知の仕組み

７． 重大事態に関する国への報告（任意）による状
況把握の仕組み 

 重大事態の発生時からの進捗の確認、情報の収
集・分析、並びに政策立案への活用

８． 重大事態調査における課題抽出に向けた報告書
の分析方法の検討

 効果的な分析方法や重大事態調査の適切かつ円滑
な実施
子ども家庭庁のホームページによれば、いじめ調

査アドバイザーについて次のように示されてい
る 16。

＜目的＞
いじめの重大事態調査については、例えば、自
治体によっては調査経験がなく、調査の立ち上
げに苦慮したり、委員決定までに時間を要した
り、被害児童生徒側の納得が得られなかったり
するなどの課題が指摘されています。
このような課題を踏まえ、いじめ調査アドバイ
ザーは、いじめの重大事態について自治体や学
校の設置者からの要請に応じて、「第三者性（中
立性、公平性）の確保」の観点から、委員の人
選に関する助言や、中立・公平性のある調査方
法等について助言を行います。
※いじめ調査アドバイザーの業務は、自治体や
学校の設置者に対し、いじめの重大事態調査委
員会及び再調査委員会の人選や調査方法に係る

助言を行うものであり、いじめ調査アドバイ
ザーがそれらの調査委員会に代わって直接事案
の調査や調停等を行うものではありません。

（６）ガイドラインの改訂
文部科学省は法に基づき、いじめの防止等のため

の基本的な方針等に則った適切な調査の実施に資す
るため、いじめの重大事態の調査に関するガイドラ
インを策定し関係各方面に通知した。しかしなが
ら、重大事態の発生件数は増加傾向となり、依然と
して法や基本方針、重大事態ガイドライン等に沿っ
た対応ができていなかったと認識している（令和６
年８月30日付６文科初第1137号、文部科学省初等中
等教育局長、同総合教育政策局長、同高等教育局
長）。また、法の施行から10年が経過し、調査の実
施に係る様々な課題も明らかになっていることか
ら、学校関係者や各種職能団体等の関係団体からの
有識者で構成した「いじめ防止対策協議会」におい
て、表４に整理したような重大事態ガイドラインの
改訂を行っている。

表４　ガイドライン改訂のポイント

（１） 重大事態の発生を防ぐための未然防止・平時からの
備え

（２） 学校等のいじめにおける基本的姿勢

（３） 児童生徒・保護者からの申立てがあった際の学校の
対応

（４） 第三者が調査すべきケースを具体化し、第三者と言
える者を例示

（５） 加害児童生徒を含む、児童生徒等への事前説明の手
順、説明事項を詳細に説明

（６）重大事態調査で調査すべき調査項目の明確化

この改正により、いじめ重大事態への対応に関す
る懸案事項の多くが解消される目処が立ったと解釈
でき、一定の評価をくだすこともできる。

（７）更なる強化
2024（令和６）年11月８日、いじめ防止対策に関

する関係省庁連絡会議が開催され、三原大臣（内閣
府特命担当大臣）は、「令和５年度のいじめの重大事
態の発生件数が過去最多となるなど、極めて憂慮す
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べき状況が継続」しており、「いじめは、こどもの心
身に深刻な影響を及ぼす許されない行為であり、絶
対になくしていかなければ」ならず、「学校だけに任
せず福祉や警察などの力も結集し、地域全体でいじ
め防止対策を進めていく必要があると考えていま
す。」と会議冒頭の挨拶で述べている 17。ここでは各
省庁の取組みが報告されると共に、「いじめ防止対
策の更なる強化について」が次のように示された。

いじめ防止対策推進法、いじめの防止等のた
めの基本的な方針等に基づいて行う国の取組に
ついて、当面特に重点を置いて検討・実施して
いく事項を以下の通り整理する。 

（＊は、特にいじめの重大化・深刻化防止に
向けた取組） 

（いじめの防止） 

①いじめ未然防止教育のモデル構築
・ 「いじめ防止対策協議会」と連携しつつ、い

じめ未然防止教育の指導案、指導教材等の
モデルを構築。 

・ いじめ未然防止教育について指導過程を解
説した教職員用動画教材等を作成。 

＊② 重大事態調査報告書を活用したいじめの質的
分析のための専門家会議の新設 

・ 国に提供された重大事態調査報告書から、
誰が・いつ・どのような対応を行えばいじ
めが重大化しなかったのか等のいじめの端
緒・予兆や重大化要因等を分析し、学校で
の未然防止等に活用。 

（早期発見） 

③こどもの視点に立った相談体制の充実 

・ １人１台端末等の活用による「心の健康観
察」の導入の推進、SC や SSW の配置充実、
SNS 等を活用した教育相談体制の整備推
進、人権相談の充実等による相談体制を充
実するとともに、こどもの声を聴き、こど
もの視点に立って、こどもの悩みを受け止
められるような取組を推進。 

（いじめへの対処） 

＊④ 教育・福祉・警察等連携による加害児童生徒
への対応の強化 

・ 教育委員会の下での警察 OB 等の多職種の
専門家によるチーム支援のモデル構築。 

・ 学校外からのいじめ防止対策の取組の中
で、首長部局と警察との連携体制の構築を
推進。 

・ 加害児童生徒に対する学校・教育委員会に
よる毅然とした指導・対応や、教育委員
会・こども家庭センター等が連携した教
育・福祉等一体となった支援の推進。 

＊⑤ 重大事態対応等における第三者性（中立性・
公平性）の確保 

・ 首長部局でいじめ解消に取り組む仕組みを
導入するためのガイドラインの作成。 

・ 重大事態調査の調査委員（第三者委員）の
質的・量的拡大に向けた専門家への研修会
の実施。 

⑥ ネットいじめ、ネット上での誹謗中傷対策の
強化 

・ 小学校の低学年段階からのインターネット
の適切な利用に関する教育・啓発等、教職
員研修や保護者への啓発を実施。 

（地方公共団体・学校の実施する取組の充実） 

＊⑦ 学校・教育委員会等の重大事態対応に関する
平時からの備えの徹底 

・ 学校いじめ対策組織を中心とした対応や関
係部局・職能団体等との連携体制構築のた
め、国で作成したチェックシートを用いた
点検を実施。 

＊⑧ 重大事態対応等に関する教育委員会・首長部
局等への助言 

・ 改訂「いじめの重大事態の調査に関するガ
イドライン」を周知徹底するため、研修会
等を実施。 

・ 重大事態調査に関する地方公共団等への助
言を行ういじめ調査アドバイザーの積極的
活用促進。 

・ 国のサポートチーム派遣による教育委員
会・首長部局担当者等への取組改善に関す
る助言や、教育委員会・首長部局等からの
求めに応じて重大事態対応に係る相談を実
施。

三原がいう「地域全体でいじめ防止対策を進めて
いく」も政策化されており、図１として子ども家庭
庁が提示し、関係省庁連絡会議で説明している。こ
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れをみると、子ども家庭庁におけるいじめ防止対策
は、文部科学省の「学校主体」による問題の解決を
図るという枠を超え、「地域全体」あるいは図中にあ
るように「社会総がかり」での対策の推進を目指し
ている。そのため、事業は国の委託事業とし、地方
公共団体と民間団体等がチームとなり、委託事業の
中核に「開発・実証」と「専門家活用」が位置づけ
られている。

岐阜県におけるいじめ重大事態対応の第一人者で
ある橋本（2024）は、「特集１　いじめ重大事態で
求められる対応、その理想と現実と限界」の中で、
第三者委員会への期待と課題をまとめている。橋本
の指摘は、第三者委員を「いつ・誰が、どう選定／
設置」し、「求められる役割は何か」を明確にしてお
くことが求められるというものである。橋本は、い
じめ重大事態が発生した学校は、ともすれば第三者
委員や委員会と物理的心理的距離をとろうとする。
しかし、一定の協力と信頼なくして円滑で適切な調
査はなしえないと考えている。その上で、橋本が調

査員として実施してきた効果的だと考えていること
を３点提示している。すなわち、

① 　教職員の聴き取りを関係する学校で実施し
た後、その学校のいじめ会議に出席し、いじ
められた児童・生徒の現状を聴いて、可能な
対応を第三者として助言する。

② 　いじめに関係する児童・生徒への聴き取り
を実施した後、その学校のいじめ会議に出席
し、関係する児童・生徒への対応について現
状を聴いて、可能な対応を助言する。

③ 　調査・報告書ができあがった後、その学校
に関係する専門家の協力を得て、その児童・
生徒が立ち直っていくまで相談を続けるよう
助言する。

また、橋本は第三者委員会の限界についても、①
調査範囲の広範さ　②委員会の権限不足　③委員の
作業的・金銭的負担　④人材確保の困難さ、がある
と指摘している 19。

図１　地域におけるいじめ防止対策
出典：こども家庭庁「こども家庭庁のいじめ防止対策」（2024.11.8.）18
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５．総合考察
本稿においては、「いじめ問題」への社会の認識や

動向の変遷を、法の制定前後の研究や政策に焦点を
あてレビューしてきた。

法の制定前においては、「いじめ問題」への対応は
「学校内」で行われるものであり、教育学や心理学を
メタ認知として対応がなされ、学校現場の苦悩が如
実に活字化されてきたと解釈できよう。

法の制定後は確かに子どもの人権侵害を予防し、
子どもの教育を受ける権利を保障する方向で機能し
はじめ、「いじめ問題」への対応が「学校内外」にま
たがり、社会化した解釈できた。そして、「いじめ」
の捉え方が、当事者間の問題（人間関係問題）から
学校システムの問題へ、さらには社会システムや子
どもが育つ地域やそこでの風土・文化の問題へと変
遷してきたと捉えることができる。さらに、社会シ
ステムが検討され、子ども家庭庁が他の省庁と共に
緊急性の高い政策課題としていく中で、いかに有効
に社会的人的資源を醸成、あるいは熟成させ、全国
に展開し、根付かせていくかが今後の課題であるだ
ろうことがうかがえた。

子ども・教職員・学校・地域社会のウェルビーイ
ングの実現という基軸をぶれさせないことを第一に
掲げ、「いじめ問題」の克服に向けた努力がなされる
ことが、全国民・全人類に託されていると感じられ
た。
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研究ノート

抄録：本稿は、農村地域を含め都市化が進行する今日、地域福祉研究が「都市」をどのように捉えてきたのかを、
論文レビューを通して明らかにするものである。論文レビューの対象期間は、1970年から1984年である。高度経
済成長期の余韻が残る同期間の地域福祉研究では、都市住民は多様性が高くまとまりがないという「アトム化」
の言説と、画一化し大衆としてまとまっているという「マス化」の言説が併存していた。加えて、アノミー化に
伴う孤立・孤独を「人間性の喪失」「組織化を妨げるもの」として捉え、社会的病理・逸脱行動が発生する都市
という批判的見方が固定化されていることがうかがえた。そのような都市認識からは、都市の地域福祉は実践
上、多くの困難に直面しているという悲観的な言説が生じやすく、活力がある、新しい発想や理論が生じるとい
うような、積極的な要素を抽出する言説の磁場が生じづらい状況があった。

キーワード：高度経済成長、大衆社会、第三空間、アノミー、人間のアトム化

地域福祉研究における「都市」認識の変遷（2）

東　根　ち　よ　　吉　田　直　哉

大阪公立大学

Views on city in community welfare studies of Japan (2)

Higashine Chiyo　　Yoshida Naoya

Osaka Metropolitan University

１．�はじめに：「地域福祉の主流化」と「地域」
認識の貧困

2000年代以降の「地域福祉の主流化」と評される
潮流のなかで、社会福祉援助の地域化が進展してい
る。社会福祉のなかでも、地域に焦点を当ててきた
のは「対象者をとりまく地域社会そのものを直接の
対象とする」（岡村 1974：２）地域福祉の領域であ
る。地域福祉では、社会福祉と地域社会との関係を
問うなか、社会福祉関係者における「ルーズな『地
域社会』概念についての再検討の必要性」が1970年
代から指摘されていた（岡村 1974：12）。しかし、
その後も、「地域福祉論における『地域』ないし『地
域社会』に対する認識は厳密な規定なしに自明のも
のとされてきた」し、現状分析の対象としてではな
く「当為概念」として用いられてきたという指摘や

（三本松 1986：28-9）、都市部にもコミュニティの

実体があった欧米に比べ、コミュニティが理念とし
て語られるのが日本の特徴であると指摘されるよう
に（岡田 1978：51）、地域像を描くことは現在にお
いても、重要かつ困難な課題として提示され続けて
いる。

本稿は、農村地域を含め都市化が進行する今日、
地域福祉研究が「都市」をどのように捉えてきたの
か、地域福祉研究における「都市」認識を論文レ
ビューを通して明らかにするものである。

論文レビューの対象期間は、東根・吉田（2025）
に倣い、1970年から2023年までとした。始点となる
1970年には、岡村重夫の『地域福祉研究』が刊行さ
れ、同書を契機に社会福祉学における「体系的な地
域福祉研究」が開始したと考えられている（岩
田 2011：５）。レビュー対象となる論文の検索に
は、CiNii（NII 学術情報ナビゲータ）を用いた。タ
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イトル検索において、「地域福祉」および「都市」の
双方をキーワードとして検索した結果、2025年１月
28日時点において、133件の「論文」が該当した。そ
の後、133件のうち、都市認識が明示されていない
論文、学会報告要旨、学会シンポジウム紹介、調査
報告、書評、事例紹介を除いた。さらに、該当した
論文内で参照されているもののうち、本稿と関連が
深いと考えられる論文を追加した結果、40本が対象
となった。

東根・吉田（2025）では、1970年から2023年まで
に刊行された地域福祉を論じる書籍における都市認
識を確認した結果、概ね20年ごとの画期が見出され
たため、三期に分けて各時期における認識の特徴を
指摘した。すなわち、第１期（1970年～1989年）に
は、共同性の喪失と労働者の生活問題が発生する

「都市」像が示され、第２期（1990年～2009年）に
は、共同体解体論の問い直しとともに重層的「都市」
像が立ち現れ、第３期（2010年～2023年）には、共
同体解体論が再興し固定化した都市認識が提示され
た。

一方で、本稿、および続報の論文レビューでは、
同様の変遷はうかがえず、1980年代半ばを境に、都
市認識に緩やかな変化が見られ、2010年以降は都市
認識そのものが明示されず、都市に対する視座が流
動化ないし拡散する傾向があった。したがって、紙
幅の都合上、本稿では、1970年から1984年に刊行さ
れた論文における都市認識について述べ、1985年以
降については、別稿により続報とする。

２．高度経済成長と地域福祉研究
1970年には岡村重夫により「“ 地域福祉 ” ないし

はそれの基盤とも考えられる、地域社会の組織化に
関する」論考を一冊にまとめた『地域福祉研究』が
刊行され（岡村 1970：ⅰ）、1974年には『地域福祉
論』において、地域福祉の理論が提示された（岡村
1974）。地域福祉は、先進諸国におけるコミュニ
ティ・ディベロップメント、コミュニティケア、コ
ミュニティワークの３つの概念に影響を受けながら
も、日本独自の文脈のなかで生まれ、発展した「国
産概念」であるとする見方が定説となっている（和
気 2024：113-4）。このような、日本独自の地域福
祉研究が立ち現れた社会経済的背景には、高度経済

成長期（1955年～1973年）の社会変動があった。
1960年、池田内閣により「国民所得倍増計画」が

打ち出され、1960年代は工業開発中心主義の経済成
長がめざされていた。1962年には「『国民所得倍増
計画』および『国民所得倍増計画の構想』に即し、
都市の過大化の防止と地域格差の縮小を配慮しなが
ら、わが国に賦存する自然資源の有効な利用および
資本、労働、技術等諸資源の適切な地域配分を通じ
て、地域間の均衡ある発展をはかることを目標」と
する「全国総合開発計画」が打ち出された。そこで
は、三大都市圏の大工業地域と相対的に小規模な産
業基盤しか有しない地域の格差是正がめざされるな
ど、産業中心主義の時代において、「地域格差の縮
小」は、資源としての都市性の全国平準化として認
識されていたと言える。

1965年に審議が開始された経済審議会地方部会
では、「地域部会報告：高密度経済社会への地域課
題」（1967年）が取りまとめられ、都市における過
密問題とともに、人口減少地域における過疎問題が
注目された。しかし、依然として「地域格差の縮小」
への対応は立ち遅れ、公害、開発計画の発表、福祉
ニーズの発生などを契機に、激しい住民運動が展開
されるようになる。都市では、従前の問題に対して、

「生活基盤の極度の悪化としての生活環境問題の発
生」（土地および住宅問題、道路および交通問題、
上・下水道ならびにゴミ、し尿処理問題、公害およ
び災害問題、公園および緑地問題、教育および保育
施設問題、医療および福祉問題など）が生じ始めた

（野々山 1980：1-2）。このような生活基盤の溶解を
背景としながら、1968年、美濃部革新都政下の東京
都が策定した「東京都中期計画」では、松下圭一に
よる「シビル・ミニマムの思想」に基づき自治体レ
ベルでの計画づくりが行われるようになった。1969
年には「新全国総合開発計画」（新全総）が策定さ
れ、そこでは「４つの課題を調和せしめつつ、高福
祉社会を目ざして、人間のための豊かな環境を創造
すること」が基本的目標とされ、過密・過疎問題へ
の対応に加え、経済成長と安定した国民生活の両立
を図るため、地域開発政策の再検討が迫られてい
た。都市は、住民の生活環境を脅かす「環境」問題
の集積地として認識され、都市問題は、自治体によ
る介入を要請すると捉えられていたことが分かる。
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そのなかで、「人間のための豊かな環境を創造する」
ために期待を集めたのが地域社会であり、コミュニ
ティであった。1969年には国民生活審議会コミュニ
ティ問題小委員会報告「コミュニティ：生活の場に
おける人間性の回復」が打ち出されるとともに、社
会福祉の領域においても、1969年には東京都社会福
祉審議会「東京都におけるコミュニティ・ケアの進
展について」（答申）が、1971年には中央社会福祉
審議会「コミュニティ形成と社会福祉」（答申）が提
示された。都市内部に「人間」的な生活環境を「創
造」する際、そのモデルとして、コミュニティが想
定されるようになったのである。

岡村重夫により『地域福祉研究』（1970年）が刊
行された後には、「第三次全国総合開発計画」（三全
総，1975年）が策定され、そこでは圏域設定方式に
立ち、居住の総合的環境形成をはかる「定住構想」
が掲げられた。1979年には全国社会福祉協議会が発
表した「在宅福祉サービスの戦略」において「福祉
コミュニティ」の形成が指摘されるなど（牧
里 1992）、地域福祉研究が進展する社会経済的背景
には、高度経済成長期に伴う「工業都市」の急速な
成立と、都市化に対応する「共同体（コミュニ
ティ）」の機能への期待があった。このような潮流の
なかでは、高度経済成長を背景とする、工業化に伴
う諸問題の凝集するエリアとしての都市像が出現
し、都市住民は、工業化の負の側面（公害、過密化
など）の影響を受ける「被害者」という形で描き出
されている。生活基盤としての「環境」を破壊する
工業に対し、「環境」を再構築しようとする一つの試
みとして「地域福祉」という対立軸が設定されたと
言えるだろう。

３．�工業化のなかにおける「都市」（1970年〜
1984年）

（１）大衆社会と第三空間が出現する「都市」
1970年から1984年の地域福祉研究では、高度経済

成長期の急速な工業化を背景として、都市はどのよ
うに捉えられてきたのだろうか。一つ目の視点が

「大衆社会」であり、その縮図として、生活空間・労
働空間に回収されない「第三空間」が立ち現れる場
という都市認識が提示された（竹中 1970，1971a，
一柳 1974，岡田 1978）。

大衆社会として都市を捉えるのが、社会学の立場
から地域福祉について論じる竹中和

かず

郎
ろう

による一連の
論考である。竹中（1971a）では、「都市における大
衆化は、これを享有する固有の社会階層を創出」し、

「各種の大衆的余暇消費の型態は、それへの強い制
度的規制の存在にもかかわらず、社会的逸脱の色彩
をこくしている」として、「都市地域における社会的
アノミーの状態は、その大衆的文化のなかで、人び
とをして、無責任な反抗や逃避的行為を正当化し

ママ

て
いる」と述べる（竹中 1971a：60-1）。さらに、竹中

（1970）では、現代都市社会は、「地域社会全般にわ
たる組織化を可能とせず、ますます都市的偏倚、大
衆的な無関心の度を強めて」おり、このような「住
民の生活目標や行動の多様化、文化的葛藤、階層的
分化と生活格差は、むしろその統合化をさまたげる
傾向を強くしている」と指摘する（竹中 1970：
17）。都市住民が見せる大衆的行動の前提として、
無規範状態、「アノミー」を見出し、問題視するとい
う関心が提示されている。「アノミー」にある都市

「大衆」は、規範を喪失しているがゆえに、容易に反
社会的・脱社会的行動に走る潜在的な逸脱者群だと
否定的に捉えられる。

さらに、大衆社会化に伴う「第三空間」の出現を
指摘するものも見られる。一柳（1974）では、都市
生活には、①自宅などの「全日制的生活空間」、②職
場や学校などの「定時制的生活空間」、③歩いている
とき、交通機関を利用しているとき、買い物してい
るとき、娯楽などを求めている「流動性的生活空間

（随時性的生活空間）」という三つの空間が存在する
と指摘する。自宅や職場・学校以外の「第三空間」
こそが、都市化の指標となる、家庭や職場などの人
間関係から解放された、現代人が求める「自由の世
界」であり、「孤独なる大衆」（リースマン）となる
空間であるとして、「第三空間」を大衆社会と呼ばれ
る現代の縮図であり、現代人にとって魅力ある場で
あると評価する（一柳 1974：20-1）。そして、「現代
都市は高密度社会として、その都市生活者に好むと
好まざるとを問わず、家庭や職場以外の第三の空間
に孤独なる大衆としての状態にさせる。『精神的な
ものを求める』人間の状態にさせ、何かを求めなけ
ればすまない都市人の疎外感を感じさせる」（一
柳 1974：24）。その一方、農村が工業化しても、同
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様の空間をつくることはできず、「都市は良かれ悪
しかれ、人間を自由に解放するところであり、その
ような空間の存在が都市の繁栄、人口の集中を可能
にし、『身分から解放されて』自由を楽しむことがで
きる」（一柳 1974：21）と述べ、大衆化する第三空
間をポジティブに捉えている点が、竹中（1970，
1971a）とは異なる。このように、社会的属性から
離脱できる「第三空間」を内部に生成させるのが都
市であり、「第三空間」における属性からの離脱可能
性をポジティブに評価すれば「自由」な解放につな
がるものであり、ネガティブに評価すれば「匿名性」
に伴う孤立やリスクを生むものとなる。その双方が
内包されている、アンビバレントな場が都市である
とされている。

一柳（1974）と同様に、岡田（1978）は都市の
「第三空間」を析出する。岡田（1978）では、都市
生活を住居、職場、遊楽の三要素（遊職住）とし、
三要素の地元的完結を有しない人を「三分の一市
民」と表現したうえで、現代都市社会の文化を「三
分の一市民」文化として把握する。さらに、現代都
市社会の文化の基盤である「生活」は、かかる「三
分の一」性によって特色づけられるが、現代都市は

「三分の一市民」のほかにも多くの中小企業主（住宅
店舗型）のように「遊職住」地元完結型の人もかか
えこんでいる点が、現代都市の文化（一般的行動様
式）の下で、コミュニティ・オーガニゼーションな
いし地域福祉を考えるうえの困難を、増幅させると
指摘する（岡田 1978：48）。つまり地域福祉の基盤
および対象が把捉しにくい場として、都市が捉えら
れている。一方、「遊職住」の地元的完結性が比較的
強い住民が、ボランティア活動に参加する傾向があ
るが、「三分の一市民」に対しても彼らの生活の「三
分の三」の次元で「広域的にかつ非抽象的に呼びか
けられるならば、行動をとる人も決してすくなくな
い」として、広域的視野を有する福祉技術の発展に
期待を寄せる（岡田 1978：52）。つまり、大衆社会
とともに、「遊ぶ空間」としての「第三空間」を内包
する都市という認識がある １）。このように「第三空
間」を包摂して都市を捉える場合、都市における地
域福祉は、生活空間や労働空間のみへの関与にとど
まるのではなく、その射程を拡大させることが要請
される。

（２）アノミーが生起する「都市」
大衆社会としての都市という見方に対し、大衆社

会に対する批判として提示されるのがアノミー論で
ある。

大衆社会は人々の生活に「遊ぶ空間」を内包する
第三空間を生み出し、それは人々を「自由」にする
というポジティブな影響を生じさせ、特に職住の距
離が遠い日本社会では、第三空間をふまえた広域的
なアプローチの必要性が指摘される。その反面、ネ
ガティブな側面としては、アノミーが生起し、人々
が孤立する空間として都市が位置づけられている

（竹中 1970，1971a，1971b，野々山 1980）。アノ
ミー（無規範状態）の概念は、「デュルケームがはじ
めて展開したものであって、彼によれば、或る社会
や集団における相対的な無規制の状態」をさす

（マートン 2024：149）。農村生活において存在する
地域社会の共同体による規範や価値基準が失われ、
それに替わる規範・価値基準が創出・共有されず、
紐帯を喪失した個々人がアトム化し、孤立した人々
がマスとして集う空間・場所こそが都市であるとい
う認識である。

例えば、竹中（1970）では、「物理的生活環境の
整備・開発の進展にさいして、地域住民の間になお
残される孤立、不安、目的喪失というアノミックな
都市的行動にどう対処し、人間性の回復をはかる
か、という点もすでに一般的命題として提起されて
きた」（竹中 1970：16）として、都市における物理
的な経済偏重政策の弊害を指摘する。つまり、貨幣
価値、経済資本は、住民の共通利害を溶解させ、紐
帯を切断するという。「都市的偏倚とよばれるアノ
ミックな社会現象」に対応できる姿勢を地域福祉に
おいても考慮しなければならず、「現代社会におい
て現出したアノミックな生活環境そのものが、つね
に変革、刷新の対象となる」と述べる（竹中 1970：
20）。

同時に、地域組織や社会組織の統制力の解体によ
るアノミックな社会状況に対しては、都市住民には
消極的な反応ではなく、新たな都市文化への期待と
して、積極的な評価があることを指摘し、ネガティ
ブ・ポジティブの両面が指摘される（竹中 1971b）。
一方、都市におけるアノミー現象を強く問題視する
野々山（1980）では、経済偏重主義の高度経済成長
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に伴い、都市が巨大化（メガロポリス化）すること
で、伝統的な価値体系の解体化とアノミー現象が顕
在化し、「地域社会での生活の実

マ

体
マ

や社会生活その
ものの規

マ

準
マ

があいまい化し、無規範状態となり、ひ
とびとは疎外感と焦燥感にみちた生活をおくらざる
をえない」として、ネガティブな側面を強調する

（野々山 1980：１）。都市には、地域社会があるに
しても、そこには「生活実態」や「規準」が存在し
ない、空虚な場として表れるという。さらに、コ
ミュニティという用語が広まる契機となった国民生
活審議会コミュニティ問題小委員会報告「コミュニ
ティ：生活の場における人間性の回復」（1969年）
等におけるコミュニティ論やコミュニティ概念は、
地域社会における人々の生活について、「現在の都
市住民は、孤独と不安に陥っている」という認識を
前提にしていると述べる（野々山 1980：５）。つま
り、都市は、紐帯が切断されたアトムとしての諸個
人が凝集し、かつ「孤独」に苛まれる場だというの
である。都市に生起するこれらの事態は、「人間」と
しての本来的な生存とは乖離した、非本来的な在り
様だとされ、批判の対象となる。

以上では、アノミー化に伴う孤立・孤独の問題点
として、「人間性の喪失」と、無規範状態により「組
織的な活動を通じた解決を避け」ること（竹
中 1971b：91）の２点が指摘されていると言えよう。

１点目について、「地域住民の間になお残される、
孤立、不安、目的喪失というアノミックな都市的行
動にどう対処し、人間性の回復をはかるか、という
点もすでに一般的命題として提起されてきた」と述
べられる（竹中 1970：16）。さらに、急速に「緑」、
すなわち自然を失うプロセス、かつ伝統的な価値体
系の解体化をよぎなくされるプロセスは、「環境条件
の悪化」や「アノミー現象の顕在化」を生じさせた。
その結果、地域社会での生活の実

マ

体
マ

や社会生活その
ものの「規準」が曖昧化し、無規範状態となり、ひ
とびとは疎外感と焦燥感にみちた生活をおくらざる
をえないとの指摘につながる（野々山 1980：１）。

２点目に関しては、都市地域における社会的アノ
ミーの状態は、その大衆的文化のなかで、人びとの
無責任な反抗や、逃避的行為を正当化し（竹
中 1971：61）、「組織的な活動を通じた解決を避け」
るという指摘がある（竹中 1971b：91）。アノミー

論は、岡村（1974）においても見出せる。岡村
（1974）では、奥田道

みち

大
ひろ

（都市社会学）による、行
動体系と意識体系により区分される地域社会の類型
を用いながら、①いわゆるムラ的状況の「地域共同
体」モデル、②伝統的無関心地域としての「伝統的
アノミー」モデル、③伝統的な地元意識に反発する
個我の自覚にもとづく権利要求型地域社会である

「個我」モデル、④地域社会の主体的行動体系をも
ち、普遍的価値意識に支えられて他の地域との協同
行動をとる「コミュニティ」モデルがあり、①②③
のモデルを④のモデルに発展させることがめざされ
る（岡村 1974：14，71）。生活問題への対応には

「必ずしも強い連帯意識や個人の価値感
ママ

の変革を必
要としない」が（岡村 1974：18）、「環境改善やサー
ビスの実施が、地域にとって必要であるかどうか
を、地域住民が自ら発見し、方針を決定し、そして
それの実現について必要な集団的活動に参加するこ
とによって体験せられる『同一性の感情』を共有す
ることが、『コミュニティづくり』である」と述べる

（岡村 1974：24）。岡村の地域福祉論では、地域福
祉の構成要素として、コミュニティ・ケア、一般地
域組織化活動と福祉組織化活動、予防的社会福祉を
指摘し、福祉コミュニティにもとづく論理を提示す
る点に特徴がある。その際には、アノミーに陥った
個人は「組織化」を妨げるものとしてネガティブに
捉えられる。ここから、アノミーによって原子化し
た個人を「組織化」するアクターが、いずれより参
入し、いかにしてそれを実現するかという問題設定
が生じる。

（３）社会病理・逸脱行動が表出する「都市」
アノミー化に近接する都市認識として、社会病

理・逸脱行動が着目されている（竹中 1970，1971a，
1971b，飯田 1978）。徳岡（1997）によると、社会
病理（社会問題）研究の主流は、社会を人間有機体
と同様にイメージし、望ましい「健康」な社会と「病
め る 」 社 会 と に 二 分 す る 社 会 病 理 学（social 

pathology）的パースペクティブから、行動を統制す
る規則の欠陥・失敗ゆえに同調行動が期待できない
状態が生じる社会解体（social disorganization）論と
規範的期待の侵犯を反映するものとしての逸脱行動

（社会逸脱）（deviant behavior）論へと発展した（徳
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岡 1997：11-5）。これら三つの流れに対する批判を
意識しつつ、それらを統合し理論的に精緻化したの
がマートンであったとされる（徳岡 1997：24）。
マートンが用いた基準は社会規範であり、「社会病
理学（社会問題研究）の対象は、『広い範囲の人々が
共有している社会的標準と社会生活の現状との実質
的な食い違い、かくある現実と、かくあるべしと考
えられる理想とのズレ』であると主張」した（徳
岡 1997：25）。

都市のアノミー化を指摘した竹中（1970）は、「都
市公害や都市地域における各種の社会問題にたいす
る制度的規制の弱体化などの一般大衆がになう共通
の解決を必要とする問題。あるいは、それに関連す
るさまざまな社会問題。たとえば犯罪、非行、売春、
自殺など ― に対して解決の必要にせまられている」
と述べる（竹中 1970：16）。

最も詳細に指摘するのが、竹中（1971a）（1971b）
の一連の内容である。「都市地域における社会的ア
ノミーの状態は、その大衆的文化のなかで人々をし
て、無責任な反抗や、逃避的行為を正当化している」
として、社会病理・逸脱行動が出現する空間として
都市を捉える（竹中 1971a：61）。

都市は、非行文化に寛容であり、「都市における一
時的な特殊文化、つまり流行やその他、非生産的な
活動や行為にかんして、多くが関心をもち、参加し、
他方では、日常生活における不満足な事実や問題に
たいして無関心にとどまるばあいも極めて多い」た
め、社会的病理・逸脱行動が現れるとする（竹
中 1971a：64）。旧来のコミュニティにとっては、

「制度的・非制度的な規範が人間行動にたいして脅
威として働く。これとは対照的に、より開放的なま
た生活空間の拡大をみる都市コミュニティでは、す
でにその威力や脅威を失って」おり、「制度からの逸
脱者がかならずしも処罰の対象とはならず、無視さ
れ、放置され、さらには賞讃の対象とすらなってい
る場合」があると指摘する（竹中 1971a：72）。生
活様式としての「都市的逸脱」は、極端な逸脱行動

（非行・犯罪を生む条件）が都市的生活様式のなか
に埋没し、顕在化した問題事実があっても、それが
制度的な統制や制裁の対象とならず放置・黙認さ
れ、むしろ無関心という形で消極的に容認されるこ
とを特徴とする（竹中 1971a：66）。

具体的な逸脱行動として、「非行、犯罪、売春、賭
博、麻薬、アルコール中毒、などの諸問題の集積」
があげられ（竹中 1971a：74）、それらの諸問題を
防遏するアクターが都市部には欠落しているという
のである。

一方で、逸脱した都市的生活様式が固定化する都
市では、個人的な反抗は結果的に無視され、組織的
な反抗を試みる機会や動機をもたないことは、社会
的現実をそのまま受容していることにほかならず、

「社会的統制力をもつ組織化はこれに対する一種の
社会的アクション」であることを指摘する（竹
中 1971b：90）。このように、社会的規範が薄れ、社
会病理・逸脱行動が「固定化」する都市像が提示さ
れる。

そのほかにも、飯田（1978）は、社会病理・逸脱
行動に着目しながら、心理的な問題を指摘する。横
浜市を取り上げながら、当時の住宅事情の劣悪さや
そこから発生する人間の疎外感があるとして、高齢
者や障害者の大部分が屋内だけでなく、戸外におい
ても憩う場所を持たない「非人間的性格」が日本の
都市が共有するものであると述べる（飯田 1978：
317）。とりわけ、障害者家族の生活に焦点をあて、

「障害児家族の子殺しや一家心中の悲劇は、現代都
市社会における普遍的な疎

マ

多
マ

情況の典型的な事例」
であり（飯田 1978：318）、物質的・精神的な病理
現象（一家心中や子殺しの悲観的な事件の続発）が
生じる都市は、「見ず知らずの異邦人の集団として
の都市社会のなかで、アトム化し、孤立し、情緒的
にも絶え間のない不安と焦燥にかられる人々の、
もっともおぞましく不幸な病理現象であり、人間の
はなはだしい疎外の典型」であり、「だからこそ『福
祉の風土づくり』『ともしび』運動 ２）のスローガン
に代表されるコミュニティの復権、人間的連帯性の
復活をうながす理由と動機になっていると共に、他
方では、公権力による有効な措置が強く求められて
いる」と言う（飯田 1978：332）。このように、社
会病理・逸脱行動は、病因を特定し、除去するとい
う「医療モデル」にもとづく発想があり、システム
論的な視野とは対極的な都市の見方が提示されてい
る。都市における社会現象を「病理」「逸脱」だと判
定する基準は、当然ながら都市には置かれていない
が、その基準が奈辺にあるのかについての明示的な
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論述は乏しい。

４．�おわりに：アトム化とマス化の共存と規範
的「都市」像

高度経済成長期の余韻が残る1970年から1984年
の地域福祉研究では、都市住民は多様性が高くまと
まりがない（アトム化）という言説と、都市住民は
画一化し大衆としてまとまっている（マス化）とい
う言説が、併存している。その結果、都市認識は、
着目する社会現象に即して、恣意的にアトム化の評
価がなされたり、マス化が論じられたりする。その
ことは、住民、コミュニティ目線からは、ある時・
ある場面ではアトム的に、別の時・別の場面ではマ
ス的に振る舞うということが当然ありうるが、その
ような住民、コミュニティの振る舞いの多面性（複
数のアスペクト）を捉える枠組みが存在していない
ことを示唆している。

加えて、アノミー化に伴う孤立・孤独を「人間性
の喪失」「組織化を妨げるもの」として捉えるととも
に、社会的病理・逸脱行動という社会問題が発生す
る都市という批判的見方が規範的に固定化されてい
る状況からは、新たな価値を創造し再編し続ける都
市という見方が抽出しづらい。そのような悲観的な
都市認識からは、都市の「地域福祉」は実践上、多
くの困難に直面しているという悲観的な言説が生じ
やすく、活力がある、新しい発想や理論が生じると
いうような、積極的な要素を抽出する言説の磁場が
生じづらい状況に置かれていたと考えられる。

書籍レビュー（東根・吉田 2025）では、共同体
解体論を問い直す見解や重層的な都市が論じられて
いたが、論文レビューでは、共同体解体論が前提と
され、重層的、または多元的な都市を前提とした論
考は見られない。都市を、包括的な一つの場として
捉える視座が支配的であり、都市内部の多様性、例
えば郊外や中心部など、様々な特質を有するローカ
リティを把捉する視野の創出にまでは至っていな
い。都市における地域福祉実践の先行事例の紹介
は、「都市の内部における地方的なエアポケット（同
質性の高いコミュニティ）」に偏重していることも、
共同体は地方にこそあり、地方的なものを都市部に
構築するべきだという規範意識が作用していること
の反映ではないか。一方、地域福祉を離れた都市認

識に関しては、同時期、「都市はあくまでも人間が生
存し、存続していくフィールドとして構想され、そ
して自然体の外延として派生したのではなかった
か。都市は、不出来でも未完でもなく未開なのであ
る。逆説的に言えば都市は未開であるがゆえに、先
進性を持ち続け、そしてさらに人間の生活環境とし
てさらなる可能性を持ち得るのではないか」（望
月 1978：13-4）というように、近代的な開発の路
線を直線的に捉える都市化のイメージを覆そうとす
る言説も存在する。都市＝未開という視点は、都市
を近代の象徴、近代資本主義の生起させる諸問題の
先進地域であり、集積地と捉える近代化論を相対化
させてくれる。都市においても「生活」は成立して
いるのであり、都市における「生活」を、疎外され
た非本来的な営みだと捉えるのは一面的ではないか
という問題提起があったことを記しておきたい。

注
1 ） 東根・吉田（2025）においても、都市生活の特質として
「余暇」に着目する文献が見られた（大橋純一（1998）『都
市化と福祉コミュニティ』学文社）。大橋（1998）では都
市の居住形態に注目し、人びとのライフスタイルの変化に
ふれながら、都市生活の特質として「余暇」を指摘する。

「仕事を重視した『職住近接』とは違った、遊ぶことを重
視した『遊住近接』といった新しい価値志向が登場」した
ことで、余暇空間が生まれたという（大橋 1998：122）。
このように、都市生活は「生活」に還元されない「余暇」
を含めた検討が必要であると述べられている。

2 ）  1976年、神奈川県知事・長洲一二（当時）が県民に向け
て提唱したスローガン。当初想定されていた福祉社会に向
けた統合的な行政施策だけでなく、基金を活用したボラン
ティアの支援などが行われ、障がいや年齢等にかかわらず
過ごしやすい福祉社会づくりをめざす運動となった。

付記
本稿は、2024年度明治安田こころの健康財団研究助成（社

会学・社会福祉学的研究）による「地域福祉実践をめぐる
「地域」像の協働的創出プログラムの開発：郊外部における
「対話の場」を通じた地域マインドマップ作成を核として」
（東根ちよ・吉田直哉）による研究成果の一部である。
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研究ノート

抄録：本稿は、農村地域を含めて都市化が進行しつづける現在、地域福祉研究が「都市」をどのように捉えてき
たのかを、論文レビューを通して明らかにするものである。論文レビューの対象期間は、1985年から2023年であ
る。1980年代半ば以降、それ以前の一体的・総体的な都市像とは異なり、内部に多様性をはらむ、セグメント化
されたシステムとしての都市像が示され始めた。一方で、都市に対する規範的な見方も残存しつづけている。
2010年以降、動的に生成される非同一的な都市の特性を把捉する試みは充分な成果を生み出せておらず、都市認
識は固定化・陳腐化している状況がうかがえた。

キーワード：再開発、マイホーム主義、都市システム論、都市の多文化化、都市の階層化

地域福祉研究における「都市」認識の変遷（3）

吉　田　直　哉　　東　根　ち　よ

大阪公立大学

Views on city in community welfare studies of Japan (3)

Yoshida Naoya　　Higashine Chiyo

Osaka Metropolitan University

１．はじめに
2000年代以降、「地域福祉の主流化」が喧伝され、

社会福祉援助の地域化が、制度・実践の両面から進
展するなか、「地域社会」に対する認識は、社会福祉
援助を意味づけ、方向づける理念的価値を持ちつつ
ある。しかしながら、「地域福祉の主流化」に対応す
るような形では、社会福祉研究は地域社会を捉える
多角的な視点を、必ずしも提起することができてい
ない。

別稿と同様、本稿は、農村地域を含め都市化が進
行する今日、地域福祉研究が「都市」をどのように
捉えてきたのか、すなわち地域福祉研究における

「都市」認識を、論文レビューを通して明らかにする
ものである。

論文レビューの対象期間は、東根・吉田（2025）
に倣い、1970年から2023年までとした。始点となる
1970年には、岡村重夫の著作『地域福祉研究』が刊

行され、同書を契機に社会福祉学における「体系的
な地域福祉研究」が開始したとされている（岩
田 2011：５）。

レビュー対象となる論文の検索には、CiNii（NII

学術情報ナビゲータ）を用いた。タイトル検索にお
いて、「地域福祉」および「都市」の双方をキーワー
ドに設定し検索した結果、2025年１月28日時点で、
133件の「論文」が該当した。その133件のうち、都
市認識が明示されていない論文、学会報告要旨、学
会シンポジウム紹介、調査報告、書評、事例紹介を
検討対象から除外した。さらに、該当した論文内で
参照されているもののうち、本稿と関連が深いと考
えられる論文を追加した結果、40本を対象とした。

本稿、および別稿の論文レビューでは、都市認識
に際立った画期を見出すことはできなかった。た
だ、1980年代半ばを境に、都市認識に緩やかな変化
が見られ、2010年以降は都市認識そのものが明示さ
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れず、都市に対する視座が流動化ないし拡散する傾
向があることが窺われる。したがって、紙幅の都合
上、本稿では、1970年から1984年に刊行された論文
における都市認識について論じる別稿に続き、1985
年以降の論文を対象とする。

２．産業構造の変化と地域福祉研究
1980年代半ば以降、国内の主要産業は第二次産業

から第三次産業に転換する。1987年の「第四次全国
総合開発計画」では、「地域の産業構造転換問題が重
要となっており、地域活性化のため工業の開発ばか
りでなく、多様な産業振興施策の展開が必要」との
認識が示され、「昭和50年代に入り、三大都市圏へ
の人口集中は沈静化し、人口の地方定住が進展し、
地域においては自らの創意工夫を生かしつつ地域づ
くりを進めようとする機運が高まり、地方における
居住環境も向上するなど、定住構想は進展をみた」
との評価が行われていた。つまり、1980年代には、
工業化に伴う都市の過密化がもたらす諸問題の激化
が小康状態に入り、同時に「地方定住」が進むこと
で、定住圏としての都市への新しい視角が求められ
ることとなった。1981～90年は、「抽象的な理論で
はなく、現代社会の実態に迫ろうとする共通の特
徴」のある「高度経済成長を扱った著書が相次いで
刊行された」時期でもある（間 1994：３）。中成長
期からバブル経済期にまたがる1980年代には、「高
度経済成長」期に対する回顧を通して、80年代に続
く「現代社会」の形成過程に対する関心が浮上した
という。

主要産業が第三次産業に移行するなかで、1970年
から1984年には、高度成長期には盛んに論じられて
いた「アノミーが生起し、人々が孤立する都市」と
いうテーゼが説得力を失い、それ以前の「共同体」
を乗り越えるための言説として「システム」の構築
が重視されるようになるなど、都市に対する認識に
磁場の変動が生じた。その背景には、高度成長期か
ら中成長期への産業構造の変化に伴う社会構造の変
容があり、第二次産業に従事するため若年労働者が
流入し生産の場として膨張する都市像から、若年労
働者が「家族」を形成する、再生産の場としての都
市像への転換が生じつつあったと考えられる。1990
年代の中点である1995年に発生した阪神・淡路大

震災は、高度経済成長によって生起し、中成長期か
らバブル期にかけて成熟した日本の都市の構造、都
市社会の脆弱さを白日の下にさらけ出したとの指摘
があり（鰺坂 1998：１）、90年代半ばには、日本の
都市構造への既存の認識そのものに対する反省的検
討が試みられるようになっていく。

なお、地域福祉研究では、1980年代半ば以降、都
市内部の地域社会に目を向ける研究が盛んに行われ
るようになった。1989～91年には東京都社会福祉
協議会が「福祉コミュニティ構想」研究委員会を立
ちあげ、都市社会学を専門とする奥田道

みち

大
ひろ

が委員長
となり、都市における福祉コミュニティに関する全
国規模の実態調査が行われた。1991年には同委員会
の報告書「福祉コミュニティを拓く：大都市におけ
る福祉コミュニティの現実と構想」が刊行されてい
る（東京都社会福祉協議会 1991）。その後、2000年
以降の社会福祉基礎構造改革では、社会福祉法に

「地域福祉の推進」が明記されることで、「地域福祉
の主流化」が進展したとされる（武川 2006）。

さらに、地域福祉研究をめぐる重要な文書とし
て、2008年に全国社会福祉協議会により組織された

「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」か
ら「地域における『新たな支え合い』を求めて」（報
告書）がまとめられた。そこでは、「高度経済成長期
における工業化・都市化の中で地域の連帯感が希薄
化し、さらに成熟社会を迎える中で、これまでのよ
うな地域の活力を期待することも難しい。人々の移
動性や流動性が高まり、個人主義的傾向も強まる中
で、『ご近所』の人間関係が形成されず、地域の求心
力の低下を招いている。特に大都市においては、
オートロックのマンションに民生委員が入れないと
いう状況もあるように、地域社会の支え合う関係の
脆弱化が著しい」というように、（かつては存在した
と見なされている）人間関係が希薄化した場として
の都市という認識が示されている（これからの地域
福祉のあり方に関する研究会 2008：４）。1990年
代から2000年代にかけては、都市そのものに対する
視座というより、都市内部に存在している「地域社
会」への注目がなされ、地域社会こそが、「失われた
地域」を再充填する新しいステージとして認識され
るに至った。
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３．商業化する「都市」（1985年〜2009年）
（１）再開発に伴い生活拠点が再編成される「都市」

1985年以降は、高度経済成長期に続き、アノミー
が生起し、社会病理・逸脱行動が表出する都市像が
示されながらも（金子 1989，1990）、「大都市の衰
退」、「インナーシティ問題」への対処の必要から、

「都市の国際化」、「情報化に対応した都市機能の高
度化」への変化への着眼が見られ、都市特有のダイ
ナミズムとダイバーシティを正面から取り上げよう
とする試みもみられるようになった（三本松 1986：
26）。再開発事業に伴い、「再開発該当地区居住者、
自営業者の『生活空間』の変更が迫られていくとい
う図式」が出現し、「これまでの地域福祉論の枠をこ
えた課題」として、「自らの意志にもとづかずに生
活・生活拠点をうばわれる人々の問題」が発生して
いると述べられるように、再開発ブームのなかで生
活空間が強力に解体・再編成されていく流れを受
け、生活拠点としての都市そのものを再考しようと
する見方が、多く提示されている（三本松 1986：
34）。

鰺坂（1998）は、「現代都市はハード面でもソフ
ト面でも危機をかかえている」として、生活拠点と
しての危機の内実に着眼する。「都市圏のなかでも
少しでもよい住環境や労働環境を求めて人々は移動
を繰り返した」結果、大都市は膨れ上がり、「郊外地
域では道路・下水道、保育所・幼稚園、小中高校な
どの生活基盤［集合的消費＝社会的共同消費手段］
の不足」が生じ、多くの郊外都市の財政は逼迫する
ことになった。工業地帯では大気汚染や水質汚染な
どによる環境破壊と健康被害が生じ、住民運動が高
まりを見せる一方、比較的所得が上がった中流層に
はマイホーム主義が広がり、個人主義的な人間関係
が形成された結果、「町内会・自治会などの既製の
地域住民組織はその存在価値を弱め」た（鰺
坂 1998：２）。さらに、現代都市の基盤として、自
然環境、社会的一般労働手段（生産基盤）、社会的共
同消費手段（生活基盤）という、生活手段の複合が
あることが指摘される（鰺坂 1998：３）。このよう
な鰺坂の認識は、都市の工業化とそれがもたらす人
口集中、都市住民の自己中心性への嫌悪感という、
1970年代の都市認識が、1990年代に入っても完全
に失効したわけではないことを示している。

生活拠点としての都市の特徴を捉えることを試み
ているのが、金子（1990）と佐藤（1997）である。
金子（1990）は、個人の社会空間が二分されたもの
として都市を捉え、「プライべートな空間は家族で
あって、パブリックな空間は職場」であるという二
重構造が明確であるとする（金子 1990：185）。そ
して、「家族生活と職場の２大空間は大切にするが、
それ以外は省略しがち」であり、「高等教育を受けさ
せる経済力の制約、そして住宅という都市空間的な
制約」により、小家族が必然化するものとして都市
を捉える（金子 1990：187-8）。佐藤（1997）も、家
庭生活と職場の２大空間の重視が顕著となり、「職
場、学校以外のほとんどの時間は家庭内で費やさ
れ、いわゆるマイホーム主義にみられるように、地
域社会から脱落したファミリズム（familism）が一
般化」すると指摘する（佐藤 1997：70）。このよう
に、家庭生活（マイホーム主義）と地域生活は相反
する対立項としての認識が示される。〈職場／家庭〉
を二項対立させる見方は、1970年から84年の地域
福祉研究で示された都市部に、職住空間に解消され
ない「第三空間」を見出そうとする所論とは異質で
あり、両者が見ようとしていた都市のアスペクトが
異なっていた可能性がある。〈職場／家庭〉を二項対
立させる見方からは郊外部が、「第三空間」を見出そ
うとする見方からは都心部の様相が焦点化されてい
たのではないかと思われる。マイホーム主義によっ
て「地域生活」が空洞化されているエリアというの
は、居住に特化したエリアとしての住宅地、特に郊
外部が念頭に置かれているのであろう。

（２）システム化する「都市」
主要産業のサービス業への移行に伴い、人々の生

活がサービス業に依存することで維持される営みへ
と変容するなか、専門機関によるサービスがシステ
ム化する都市認識が提示され始めた（金子 1990，
1997，畠中 1992，鰺坂 1998，平川 2008，新田
目 2008，内藤 2008）。

畠中（1992）は「市民社会」の成熟を阻む社会病
理現象として、馬場（1988）による「過剰商品化社
会」「過剰富裕社会」「過剰効率社会」に加え、「拝金
社会」を指摘し、「近年の大都市周辺の土地の高騰
は、マネー・ゲームに狂奔する一部の日本人と、国
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民一般の根強い持ち家志向の相乗効果と見ること」
ができると述べる（畠中 1992：258）。バブル期に
おけるサービス業の主要産業化を「拝金社会」と批
判し、その背景にある過剰商品化を「社会病理」と
して断じた上で、そのような「病理」が除去される
展望を、地域福祉に見出そうとする発想が示され
る。つまり、拝金主義的な現代社会のライフスタイ
ルに対し、もうひとつの生き方を提示するという意
味で「世直し運動」として地域福祉活動が位置づけ
られるのである。

ただ、サービス業の主要産業化は、それを道徳的
な見地から批判したところで押しとどめられるもの
ではないという認識に立ち、サービス業を組み込ん
だ形でシステム化する都市を論じたのが、都市社会
学を専門とする金子勇である（金子 1990，1997）。

「現代社会に生きる個人は『快適なサービス』を希求
する存在であり、その具体化は都市生活でのみ達成
可能」とし、「都市はさまざまな生活欲求に対応でき
る専門機関サービスを内蔵しているが、完全ではな
いので、その機関サービスが不十分な側面、たとえ
ば 親 し い 関 係 の 維 持（ 親 交 ） や 自 治 の 訓 練

（commitment）の機能をコミュニティが担うという
二重構造が認められる」と指摘する（金子 1990：
198）。つまり、金子は、サービスの提供を前提とし、
それを補うセーフティネットとして、地域コミュニ
ティを含むインフォーマルな関係性を位置づけてい
る。さらに、金子（1997）では、都市社会学におけ
る「専門機関によるサービス処理システム」の視点
を持ちながら、「専門的に提供されるサービスの選
択機会をめぐっては利用者側の主体的な判断が存在
する一方で、選択後のサービス消費時点では利用者
側がそのまま客体へと変身せざるをえないジレンマ
が存在」するとして、「共同性を主体的に選択する場
面の中心に専門機関が位置する」というような、高
度にシステム化される都市を捉えている（金
子 1997：10）。生活を支えるサービスが一義的であ
り、サービスの補完がコミュニティだとする（顛倒
した）都市生活が描かれ、住民はサービスの享受者
として「受動化」する存在であるとされている。そ
こにおいては、サービスを「選択」することの主体
性については注目されていない。

内藤（2008）は、都市においては「『文化装置』

（W. Mills 1963：36）による生活の包摂」が顕著で
あり、「文化装置は、様々な媒体を活用しながら幸福
イメージを刺激して、欲望を肥大化させ、消費を超
えた浪費の生活にわれわれを誘い込」み、「『社会学
的想像力』を貧困にするという役割を果たしてい
る」（内藤 2008：12-3）として、サービス化、シス
テム化によって、社会学的想像力（ミルズ）による
都市への包括的な把握が妨げられているという。こ
こで示される都市認識は消費社会論に近接し、消費
都市としての認識が前景化している。サービス業
は、欲望を肥大化させると共にそれを充足する、
マッチポンプ的機能を有するものとされている。

金子（1990，1997）と同様、都市社会学の見地か
ら地域福祉を捉える平川（2008）は、「『福祉コミュ
ニティ』を詳細に検討するとき、それは都市社会学
における『都市コミュニティ論』の批判的摂取に
よって形成されている」と指摘する。そして、「生活
上の支援を必要としている人々への専門的サービス
のネットワークである『福祉コミュニティ』の形成
がある」一方、「普遍的価値意識と主体的行動体系に
よって特徴付けられる住民から構成される、『地域コ
ミュニティ（コミュニティ型地域社会）』形成」があ
り、「二本立てのコミュニティ論」という社会福祉学
と都市社会学との間での共生関係が成立する可能性
が示唆されているとする（平川 2008：６）。都市社
会学と地域福祉研究のクロスオーバーの試みから、
新田目（2008）は、「都市的生活様式の特徴の一つ
が共通の生活課題解決のための専門機関依存傾向」
であるとしながら、高齢化社会における、高齢者自
身の助け合いのネットワークの動向を取り上げ、

「『都市市民』は（参加し結果に責任を負う）『市民』
となるべく具体的学びを始めた（始めさせられつつ
ある）」と述べる（新田目 2008：３）。さらに、「高
齢化時代における日本のコミュニティ作りは、その
意味で、公的・準公的機関が主導し、制度の安定性
を保証し、近代的、旧来的組織がそれぞれの役割を
果たし、そこに住民の高度な関与が求められるとい
う意味での『福祉コミュニティ』作りを実践的課題
として検討する段階にはいったと理解すべき」だと
して、「高齢化」が、アクターとしての住民の関与へ
の要請を強め、住民と公的・準公的機関の相互作用
的な複合化が不可避に生じてくる可能性を展望して
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いる（新田目 2008：４）。諸アクターの機能の交絡
過程に焦点化するシステム論に立てば、都市やコ
ミュニティの現状に対する道徳的な非難は有効なも
のではなく、従前のアクターの「喪失」も、それを
単純に批判や慨嘆の対象とするような言説は生じに
くくなる。そして、システム論的な都市論において
は、現在の都市システムの中で、いかなるサブシス
テムが機能しているかという実態の記述に関心が注
がれることになる。多元的かつ複雑な相互依存性と
しての「システム」が存在し、個人が単一のコミュ
ニティにのみ所属しているという想定に立っている
限り、都市に生起している多元的かつ輻輳的なネッ
トワーキングを捉えきれないという問題意識を持つ
のであれば、コミュニティの重層化、所属の重層化
こそが、都市の特徴だと捉えられることになる。

（３）階層化・多文化化する「都市」
1970年から1984年には大衆化する都市認識が提

示されたが、1985年以降は階層化する都市認識が表
出する（鰺坂 1998，三本松 2001，加山 2004，
2005，2007，2008）。

鰺坂（1998）では、「1995年１月の阪神淡路大震
災による阪神都市の被害の甚大さとその後の復興過
程の問題状況を通じて、高度経済成長によって膨張
した日本の都市の構造、都市社会の脆弱さ」が明ら
かになったという問題意識のもと、都市を成立させ
てきた不可視の前提を捉えようと試みる（鰺
坂 1998：１）。そして、その前提として、都市市民
の生活水準・所得は、個々人あるいは世帯による差
異が大きく、「階級階層の問題」として捉える必要性
を指摘し、災害の「人的・物的被害の程度や復興の
程度に、階級階層的、地域的相違」による差が生じ
ており、生活困窮者が都市の一定地域に集中するな
ど、「一億総中流現象は幻想であった」ことが、図ら
ずも都市において暴露されていると述べる（鰺
坂 1998：6-7）。加えて、1969年の「コミュニティ：
生活の場における人間性の回復」（国民生活審議会
調査部会コミュニティ問題小委員会）公表時には反
映されていなかった問題として、「都市の国際化（エ
スニシティ）」への対応と「女性の就業の状況や保育
の社会的公的援助のシステム」の構築を指摘する

（鰺坂 1998：７）。つまり、エスニックマイノリ

ティや女性、子どもといった、従来の都市論では
マージナライズされてきた都市アクターの存在に注
目すべきだとしている。

特に、エスニシティを伴う階層化が生じる空間と
して都市を捉えるものが、加山による一連の論考で
ある（加山 2004，2005，2007，2008）。大都市圏は

「地方や外国からの人口移動による多民族化・多文
化化」が顕著であり、「転入超過による不均衡を生じ
させがち」であり、「このような過程で成立した在日
外国人やアイヌ、沖縄人のようなマイノリティに対
して、マジョリティとの非対称的・垂直的権力構造
から差別的待遇が生み出される」と指摘する（加
山 2004：15）。多民族化・多文化化が生じる都市で
は、在日外国人をはじめとするマイノリティを取り
巻く問題は拡大し、複雑化する（加山 2005，
2007）。都市社会学や文化人類学の枠組みを用いな
がら、福祉施設などの現場における在日外国人を含
めた実践や運営のありようについて検討した結果、

「在日一世が高齢化し、若い世代ほど日本文化の採
用への違和感も低下」していると同時に、「ニューカ
マーズが増加し、新たな生活問題も表出」している
ことを見出す（加山 2007：116）。そして、「日本人
住民・外国人住民の接合面において生起する諸問題
については、都市化に付随して惹起する問題群の一
つとして論究されてきた」とする（加山 2008：
18）。そこでは、「多様化」の表徴として国際化、外
国籍住民の増加が捉えられると同時に、格差が拡大
し、露見する場として「貧しい都市」が描かれる。
多文化化の進展に伴い排除が進むという（背理的
な）都市が存在し、多文化化と貧困化の接合が見ら
れる。そこでは、非熟練外国籍労働者の貧困が描か
れ、インナーシティのスラム化に焦点化していた、
20世紀前半のシカゴ学派の問題意識が再浮上して
いるとも捉えられる。

同様に、三本松（2001）では、「都市生活におけ
る同質性と排除」として、「開放性と自由度が高いと
される都市社会においてもいまだに社会的に優勢な
位置を占める人びとの価値観が基準となり、その人
びとと相違する特質をもつ人びとにたいして社会的
な抑圧ないしは排除、あるいは同化の強制が行われ
ている」と主張する（三本松 2001：３）。そして、
都市社会は匿名性と異質性を特徴とするが、匿名性
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は必ずしも開放性につながらず、匿名性のもとでも
同質性が志向され、連帯性や共同性の成立の前提と
して同質性が重視され、学歴や職歴なども含めた暮
らし向きの「同じさ」が求められ、それが新しい閉
鎖性を生じさせているという（三本松 2001：３）。
そして、移動性、匿名性の高い都市の地域生活にお
ける同質性の確認作業の結果が、それに該当しない
人びとの排除という形で現れることを指摘する（三
本松 2001：３）。都市は匿名的であるがゆえに「同
質性」が当然視され、それに該当しない有徴性をそ
なえた人びとが排除されるというような、都市特有
の排除の構造があるとされる。

（４）新たな「都市」像の未成立（2010年以降）
厚生労働省社会・援護局の下に組織された「これ

からの地域福祉のあり方に関する研究会」による報
告書「地域における『新たな支え合い』を求めて」
が2008年に刊行され、2010年以降は、高齢者福祉分
野における「地域包括ケアシステム」を発展させた

「地域共生社会」の旗印のもと、地域福祉をめぐる取
り組みを政策的に推し進める「地域福祉の政策化」
が進展している。「地域」論の隆盛とは対照的に、
2010年以降の地域福祉研究の論文において、都市を
捉える多角的な視座が提示されている様子は見受け
られない。

雑誌『地域福祉研究』における2010年の座談会
は、「都市というものも一つの地域だという認識」に
立ち、「地域福祉を開花させる実践：都市という
ローカルから」というテーマで行われ、そこでは、
ソーシャルエクスクルージョン（社会的排除）、不景
気を背景とした非正規雇用の雇い止め、派遣切り、
ワーキングプアやネットカフェ難民などの問題が生
じる場として都市が捉えられている（木村ほ
か 2010：65）。その他にも、社会関係が希薄化し、
孤立・孤独が深まるという都市認識とともに（合
津 2010，黒岩 2010）、多文化という都市認識が示
されるが（元森 2021，2022）、これらは、本稿でも
見てきたように、旧来の都市認識の焼き直しとも言
え、新たな都市像の提示には至っていない。そこで
なされているのは、都市部において生起している諸
問題の羅列であり、その点においては、社会諸問題
の先進地域・集積地としての都市認識という、高度

経済成長期に提示された旧来の都市像に回帰してい
るとも言える。

４．�おわりに：一体的「都市」像から多様性を内
包する「都市」像へ

1980年代半ば以降、地域福祉研究において都市認
識が明示される論考が多く見られるようになった。
そして、それ以前の一体的・総体的な都市像とは異
なり、内部に多様性をはらむ、セグメント化された
システムとしての都市像が示され始めた。一方で、
都市に対する規範的な見方も残存しつづけ、とりわ
け2010年以降、都市は自明のものとして捉えられ、
動的に生成される非同一的な都市を把捉することを
試みるような新しい視座が創出されることはなく、
都市認識は固定化・陳腐化している状況がうかがえ
た。

地域福祉研究における、特定の（個人的な）規範
に立って都市性を批判・断罪するようなネガティブ
な都市認識が根強く残存している状況に対し、畠中

（1992）は、「地域福祉活動は農村部で成果を上げ、
都市部で低迷している。地域福祉における農村型モ
デル（農村のほうが助け合いがあり、地域福祉活動
も盛んであるという考え方）が支配的となる。都市
型モデルの開発という視点よりも農村型モデルから
みた都市部における地域福祉活動の停滞という考え
方が一般的で、地域福祉のとらえかたが固定的では
ないか？」と警鐘を鳴らす（畠中 1992：257）。「地
域社会」とは、職住一体の農村・漁村社会であると
いう前提からは、「都市も地域社会」であり「都市に
存在する地域社会とは如何なるものか」を問う発想
が生まれづらい。むしろ、「都市にないもの」こそが
地域性だと見なされることで、「農村・漁村社会」を
範型とする「地域」概念の理念化が起こり、都市内
部に地域性を見出したり、都市そのものを地域と捉
える視座の形成が阻害されてきた。そのことが、都
市における地域性を見失わせてきたといえるのでは
ないか。

さらには、システム化する都市や多様化の表徴と
しての国際化や外国籍の人々が捉えられながらも、
情報化した都市、リゾーム化した都市を捉える新視
座は形成されていない。情報社会の生成は、都市性
を地方へと伝播させ、両者の質的な差異を縮小させ
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てきたという現実に対する認識も弱い。現代の都市
社会は、シカゴ学派の言うような「自然的地域

（natural area）」への密集という「空間」概念では、も
はや語ることはできない。国家や資本の動向、行政
や政策の介入、住民の意志や圧力など多様なアク
ターによって、空間は構成され、再構成され、そし
て再編成されていく。また、都市空間そのものがわ
れわれの「意識」を構成し、「意味空間」としても拡
大と収縮を繰り広げている（有末 1998：252）。情
報化の不可逆の進展を受けて、空間に基づくパース
ペクティブが無効化されつつあるのが現代の都市で
ある。多数・多種のアクター相互による不断のシス
テム生成のプロセスとして都市を見ることによっ
て、都市の動態的把握が可能となる。都市を動態的
に捉えることによって、都市に対する規範的な視座

（都市と農村を対比させ、前者を価値的に貶める見
方）から脱却することができるのではないか。

付記
本稿は、2024年度明治安田こころの健康財団研究助成（社

会学・社会福祉学的研究）による「地域福祉実践をめぐる
「地域」像の協働的創出プログラムの開発：郊外部における
「対話の場」を通じた地域マインドマップ作成を核として」
（東根ちよ・吉田直哉）による研究成果の一部である。
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研究ノート

Abstract：This paper is one of the considerations on “hikikomori.” In this paper, the policy of “wakamonojiritujyuku” is 
mainly examined.
It has been a long time since “hikikomori” was recognized, but the Ministry of Health, Labour and Welfare has made a major 
shift in the guidelines from aiming at self-reliance to maintaining self-reliance. However, the necessity of such a shift has 
been known since the closure of the “wakamonojiritujyuku” project. This paper confirms this by examining the 
“wakamonojiritujyuku” project and related measures.

Key Words：hikikomori, support methods, wakamonojiritujyuku

抄録：本稿は＜ひきこもり＞に関する考察の一つである。
　本論での論考の中心は「若者自立塾事業」との関係である。＜ひきこもり＞が認識されて久しいが、「自立を
目指す」から、「自律の維持」へというように、厚労省は支援の指針を大きく転換させた。
　しかし、このような転換が必要になることは、「若者自立塾事業」の廃止の時点でわかっていたことである。そ
こで本稿は「若者自立塾事業」と関連施策の検証から、このことを確認することを目的とする。

キーワード：＜ひきこもり＞、支援の方法、若者自立塾

＜ひきこもり＞支援方法の再検討
― 若者自立塾事業との関係から ―

檜　垣　昌　也

聖徳大学短期大学部

Re-examination of support methods for hikikomori
― Consider in relation to “wakamonojiritujyuku”  measures ―

Higaki Masaya

Shotoku University Junior College

はじめに
報告者は職業教育研究開発センターの職業教育研

究集会においてこれまでに以下の報告機会を得た。
① 福祉施設と若年無業者の親和性に関する研究 ―

若年無業者の福祉業界への職業教育の探求 ―（第
17回）

② 若年無業者と支援をめぐる一考察 ― 状態像と統
計資料から ―（第18回）

③ 若者自立塾事業の再検討 ― 支援のミスマッチの

背景をさぐる ―（第19回）
④  “ひきこもり支援推進事業”における就労支援 ―

その運用と背景をさぐる ―

そして、上記①、②を出発点として、『敬心・研究
ジャーナル６巻２号』（2023年１月25日公開）にお
いて、「若年無業者支援ならびに関連性のある＜ひ
きこもり＞ １）支援における家政学的知見導入の意
義」として論考を公開させていただいた。

本稿もこれら一連の研究の延長線上にあり、第19
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回職業教育研究集会において発表させていただい
た、「若者自立塾事業の再検討 ― 支援のミスマッチ
の背景をさぐる ― 」を出発点に、＜ひきこもり＞の
支援そのものの是非を含め、これまでの＜ひきこも
り＞支援方法について再検討を試みるものである。

本稿の意義
2025年１月、厚労省は「ひきこもり支援ハンド

ブックク～寄り添うための羅針盤～」という支援の
指針を公表した ２）。

この指針は＜ひきこもり＞という言葉が流通し始
めることになった2000年以降、多くの “ 言説者 ” や
“ 実践者 ” が見据えていた目標から大きな転換を
図ったものといえそうである。

ただ、この “ 方向転換 ” は、「若者自立塾事業」の
“ 失敗 ” からもある程度は予見できていたのではな
いだろうか。

2016年10月に出版された『ひきこもり・ニートが
幸せになるたった一つの方法』は支援の立場にいた
著者による、「就労自立」の困難さを表明したもので
あった。政策として一律に「自立」を目指すことの
困難さは、いわゆる現場で “ 当事者 ” と様々な形で
かかわったものならば難しいのではないかというこ
とは自明であったのではないだろうかと考える。

また、＜ひきこもり＞というあいまいな定義で示
された状態を支援の対象としたことが問題であった
ともいえる。

本稿の出発点となる「若者自立塾事業の再検討
― 支援のミスマッチの背景をさぐる ― 」は、若者
自立塾事業がどのような経緯で策定実施され、廃止
となったのか、そして2022年の段階でも実施されて
いる自治体・法人レベルでの事業があり、継続の理
由を検証することを目的としていた。

国の事業としては、廃止されている若者自立塾事
業であるが、事業廃止後も様々な形で継続してきた
ということを確認、検証することは、あいまいな定
義で扱われる＜ひきこもり＞をめぐる支援方法を検
討する上でも意義があるものと考える。

また、「若者自立塾」に関する研究・論考はあまり
なく、KAKEN（科学研究費助成事業データベース）
において「若者自立塾」そのものでヒットした採択
研究課題は１件（「若者自立塾」を主題に採択された

研究）であった３）。
採択課題である安保英勇らによる「若者自立塾プ

ログラムが利用者に与える影響に関する心理学的研
究」は2009年から2011にかけての研究である。また
WARP（国立国会図書館インターネット資料収集保
存事業）において、同じく「若者自立塾」をキーワー
ドに資料収集を行ったが、後述する一部の資料を除
きほとんどが2007年前後の資料である。

2025年１月に厚労省が＜ひきこもり＞支援策の
到達目標を大きく転換させた今、改めて若者自立塾
事業や後継事業を振り返り、この政策を検証するこ
とは、意義のあることと考える。

このように本研究は、既出の行政資料ならびに、
先行研究者・実践者による研究・実践にともなう言
説を考察対象として内容分析を行う。したがって、
人を対象とする研究で留意すべき【倫理的配慮】を
欠く研究にはならないことを付記する。

１．若者自立塾事業
正式な名称は「若者職業的自立支援推進事業」で

あり、その略称である。
若年無業者 ４）対策として2003年に内閣府、経済産

業省、厚生労働省、文部科学省の１府３省合同で策
定された「若者自立・挑戦プラン」を受け2004年に
事業計画の概要が発表され、2005年度から2010年
度まで実施されていた、いわゆる若年無業者対策に
関する厚労省の委託事業である。事業仕分けの対象
となり廃止されている。

若者自立塾事業は、2009年に行われたこの事業仕
分け（行政刷新会議） ５）において、「定員充足率の低
さ」が指摘され、「廃止すべき」の結論が出された。
そして2010年度で廃止となったことは報道でも大
きく取り上げられ、広く一般にも知られた事業であ
る。

この事業はどのような経緯で政策化されたのであ
ろうか。
『「若者自立塾創出推進事業」の実施について（塾

実施者の公募について）』という資料が平成17
（2005）年５月23日に発表されている。この資料か
ら読み取れることは、①厚労省の認識として教育訓
練も受けず就労することもできないでいる若年者の
増加が深刻な問題となっている。そこで②合宿形式
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による集団生活の中で生活訓練、労働体験等を通じ
て、社会人、職業人として必要な基本的能力の獲得、
勤労観の醸成を図る。③働くことについての自信と
意欲を付与することにより、就職、職業訓練等へと
導く。（番号の割り振りは報告者）。このような認識
①と解決策②③として、「若者自立塾」を設置（運営
は民間）し、厚労省はこの塾の運営のために「若者
自立塾創出推進事業」を実施する、というもので
あった。

そして厚労省が②③の解決策を導き出した根拠と
いえるものが「社会生活や職業生活の前提となる生
活習慣や就労意欲が欠如し、親への依存から脱却で
きないことから、教育訓練も受けず就労することも
できないでいる若年者等（以下「支援対象者」とい
う。）に対し、合宿形式による集団生活の中で生活訓
練、労働体験等を通じて、社会人、職業人として必
要な基本的能力の獲得、勤労観の醸成を図るととも
に、働くことについての自信と意欲を付与すること
により、就職、職業訓練等へと導くこととする。」と
いう事業趣旨である。

具体的には、事業者を公募で募り全国に20か所設
置する。塾のイメージとして、１塾当たり、約20人
で３ヶ月合宿、この３か月のうち前半は生活訓練、
後半は労働体験・資格取得講座の実施、といった内
容である。国から訓練等奨励金として１人３ヶ月当
たり30～40万円程度を定額助成するといったもの
で、平成17年度予算額として9.8億円を算出し、塾の
選定・指導、奨励金の支給等の事務委託を財団法人
社会経済生産性本部にするものであった。この公益
財団法人社会経済生産性本部は昭和30年設立のシ
ンクタンクであり、若者自立塾創出推進事業の廃止
後も、「地域若者サポートステーション事業」、「若者
育成支援事業」の委託先となった。

平成17年度のスタート時から、若者自立塾事業を
行っている近藤正隆はシンポジウム報告資料の中
で、「①現在のニート対策は、政府も我々も努力をし
ているが、これはあくまで対症療法である。根本的
には学校教育のなかでキャリア教育を行い、ニート
の芽を摘むことである。」と述べている。しかし同報
告資料の中で「現在のニートを見ると、約半数は

（１）～（５）の不登校・中退組、残りの半数はその
後の人生に原因があると考えられる」とも述べてい

る。とするならば、「根本的（な解決法である）学校
教育のなかでキャリア教育を行う」ことが難しく
なっていることを示している。ニートの根本的な解
決を学校教育に求めるのであれば、不登校ゼロを掲
げなければならなくなる。学齢期人口が減少してい
るにも関わらず、不登校児童生徒が増えている現状
を鑑みればかなり困難な解決策である。

前述の通り、この事業は2010年度に廃止される。
廃止される年度末に厚労省は「「若者自立塾事業」

事業仕分けを踏まえた合宿型若者自立プログラムの
展開の方針」を発表する。

厚労省は、この資料において先に示したこの事業
の概要と実績として「入塾者約2,800名、卒塾６カ月
経過後の就労率約61％（いずれも事業開始時から平
成21年12月までの累計）」を示し、併せて「事業仕
分け」による評価も以下の２点が示されている（番
号割り振りは報告者）。
① 「事業開始から５年が経過しているが、効果の検

証や実績がきっちりと把握できていない。やり方
を含め、一旦廃止して徹底的に見直すべき」

② 「ニート対策の重要性は十分共感できるが、この
事業についてはやり方を変えたほうがよい。」（平
成21年11月30日「第４回行政刷新会議」報告）
上記①は事業仕分け評価コメントのとりまとめコ

メントである。いわば総評といえるものである。②
に関しては、９つある評価者コメントのひとつのコ
メントを取り上げている。それらのコメントを以下
に示す。

● 事業の有効性（費用対効果）、自己負担のあり方も
含めて一旦廃止をして、再検討すべき。

● 平成17年度開始以来５年が経過。ニート対策の重
要性は十分共感できるが、この事業については、
一度廃止しやり方を変えたほうがよい。

● 若者自立塾はコストに対して成果が小さすぎる。
（財）日本生産性本部に丸投げで事業委託する必
要性は疑問。当事業は一度廃止して、ニート対策
の総合的効果的な施策を検討すべき。

● 少なくとも入塾者や卒塾者に関する情報や効果に
ついてもっときちんと把握すべきである。

● 600人／64万人＜0.1％では問題に対する施策に
なっていない。自治体・民間に任せるべき。自治



敬心・研究ジャーナル

－ 68 －

体を通じて NPO にやってもらうべき。
● 地域の産業や教育事情をよく知っている地方に基

本的には運営を任せるべき。国は地方のモニタリ
ングに徹するか、地方に予算を付けて任せてし
まったほうがよいのではないか。

● 日本生産性本部の手数料が過大である。お金が先
で、事業が後付けになっていないか。

● 効果の検証が出来ていない。効果がありニーズが
あるなら拡大もありうるが、対象者数と到達目標
がないところで、予算などとれるものではない。
日本生産性本部を通さなくても直接 NPO で対応
できる。

● 国で見えない形でする事業ではなく、ニートを利
権のタネにするものを見逃してはならない。

このように、評価者のコメントには、厚労省が提
示した以上に様々な評価がされている。もし厚労省
が「事業仕分けを踏まえた」次の方針を示すのであ
れば、これらのコメントも踏まえる必要があったで
あろう。

ともあれ、この資料で次の４点を「見直しの方針」
として提示した（番号の割り振りは報告者）。
① 現行の「若者自立塾事業」は、事業仕分けの評価

を踏まえ、平成21年度をもって廃止。
② ニート対策として、特に自立に困難を抱える者を

対象とした、合宿型による生活指導、体験重視の
自立支援プログラムは今後も必要。

③ このため、ニートの若者等を対象に、基礎能力向
上を目的とし創設した「基金訓練社会的事業者等
訓練コース」を活用し、「合宿型若者自立プログラ
ム」を展開可能なスキームを整備。

④ その際、社会的事業等分野の OJT を強化する等、
より就職に資するプログラムの拡充を図るととも
に、受講者選定から修了後の就職支援に至るまで
ハローワーク等との連携を強化し、労働施策とし
ての成果向上を目指し、その検証に努めるもの。

この中での②～④で読み取れることは「合宿型プ
ログラム」は引き続き実施することと、新たな事業
や既存の組織であるハローワークとの連携などを明
記して実施を目指すということである。

２．若者自立塾事業廃止後
（１）合宿型若者自立プログラム

このように「若者自立塾事業」としては廃止され
たのだが、厚労省は、平成22年度、の基金訓練のひ
とつとして、新たにニート等の若者を対象とした

「合宿型若者自立プログラム」を実施した。
このように、若者自立塾との比較を示しながら提

示した。明らかな変更点としては、①入塾の段階で
ハローワークが関わる、②プログラムに OJT を加え
る、といったところである。

しかし、この表にあるように、新たな予算措置が
ないため、23年度には、この事業も廃止された。

厚労省の雇用・労働の人材開発に関する政策ペー
ジ（web サイト）には、「～「若者自立塾」事業の廃
止について～」というページがあり現在も閲覧がで
きる。

そこには以下のアナウンスが表示されている ６）。
「「若者自立塾」事業は、平成21年度末をもって廃
止となりました。
平成22年度は、「緊急人材育成・就職支援基金事
業」の基金訓練のひとつとして、新たにニート等の
若者を対象とした「合宿型若者自立プログラム」を
実施します。
訓練コース等については中央職業能力開発協会の

HP（http://www.javada.or.jp/kikin/areamap.html）で
ご確認ください。

中央職業能力開発協会（略称：JAVADA）は、職
業能力の開発の促進を図ることを目的として、職業
能力の評価とキャリア形成の支援等を行う職業能力
開発促進法（第52‐78条に規定されている厚生労働
省の人材開発統括官所管の特別民間法人という位置
づけである。

現在も事業の柱の一つとして「若年技能者人材育
成支援」があるが、web サイト上の資料を確認する
とニートに関するものとしては平成21年３月に提
示された「若年者向けキャリア・コンサルティング
研究会の報告書」を確認することができる。

この報告書では、若年者の定着支援・継続的職業
能力開発のためのキャリア形成支援のあり方が中心
であり、キャリア形成のための教育機関・企業・公
的機関そしてキャリアコンサルタントが果たす役割
などを中心に述べられており、合宿型支援への言及
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はなくなっている。
厚労省の Web サイトを確認すると、「緊急人材育

成・就職支援基金事業」は現在も続いている。「ニー
ト等の若者を対象とした」ものとしては、「雇用能力
開発」カテゴリーの中に「施策情報」のひとつとし
て「ニート等の若者の職業的自立支援」というペー
ジがある。「働くことについて悩みを抱えている
ニート等の若者の皆さんが就労に向かうための支援
について紹介しています」とし「地域若者サポート
ステーション」が紹介されている。

（２）地域若者サポートステーション
地域若者サポートステーション ７）は、「サポステ」

という愛称ででは、働くことに悩みを抱えている15
歳～39歳までの若者に対し、キャリア・コンサルタ
ントなどによる専門的な相談、コミュニケーション
訓練などによるステップアップ、協力企業への職場
体験などにより、就労に向けた支援を行っている。

サポステは、厚生労働省が認定した全国の若者支
援の実績やノウハウのあるNPO法人、株式会社など
が実施している。

では合宿型支援がなくなったのかというとそうで

はなく、地方自治体や民間団体が現在も継続して独
自に事業を展開している。

３．存続する合宿型支援
（１）存続する理由

若者自立塾事業として、平成20年度実施団体は全
国で29団体である。そのうち、法人自体が消滅して
いるものは７団体。22団体は事業を変えて存続して
いる（ほとんどがサポステ事業）

これらの団体の中に「共同生活型自立支援機構」
という組織がある。「旧若者自立塾」の団体が中心と
なり結成した共同生活支援を実施している、団体の
集まり（９団体）である。
「共同生活型自立支援機構」の Web サイトにある

「代表メッセージ」から、９団体の趣旨が読み取れ
る。

主な主張を以下に列挙する（番号割り振りは報告
者）。
①社会的自立に躓く若者の数は、減っていない。
② 自立に躓いた若者の多くは、自力でその状況を脱

出する事が難しい。
③ そのまま生活困窮者に陥るケースが頻発している。

表１
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④ 彼らを放置する事は、社会保障費の増加を示し、
国及び各自治体に深刻且つ甚大な財政負担をもた
らす。

⑤ 貧困、困窮者の増加は青少年の非行増加、引きこ
もりの長期化は家庭内暴力などの事件へと繋が
り、時に親族間等の殺人、傷害事件に代表される
犯罪にも発展する可能性が高く、治安の悪化や社
会不安を招く恐れもある。

報告者は③～⑤の主張は、根拠を示しながらの主
張が必要だと考える。特に⑤に関しては、慎重な言
説の提示が必要であると考える。

厚労省の Web サイト（ひきこもり支援推進事業）
には当時の厚生労働大臣の名前で「川崎や東京都練
馬区の事件」を例示し、「安易に事件と「ひきこも
り」の問題を結びつけることは、厳に慎むべきであ
ると考えます」と、「共同生活型自立支援機構」「代
表メッセージ」とはほぼ逆の主張が述べられている

（令和元年６月26日　厚生労働大臣　根本　匠）。
しかしながら、2000年に＜ひきこもり＞という言

葉が爆発的に広まった（ひきこもり元年）のも、当
時発生した衝撃的な事件と共に語られたからであっ
た。当時も、有力な言説者たちが、上記のような相
反する２つの見解を流布していた。

（２）なぜ合宿にこだわるのか
「共同生活型自立支援機構」に参加する９団体の

中に NPO 法人教育研究所がある。
図１は、この団体の web サイトにて示されている

合宿型支援の効果の説明である。

NPO 法人教育研究所では図１を示しながら以下
の効果説明をしている（番号割り振りは報告者）。

① 合宿型は通所型と比較して短い時間で自立するこ
と（当法人実績で半年～１年）。

② 「他人との接触・交流」が、日中に限らず寝食を
含めることで途切れることがないこと。

③ この途切れない「慣れる時間」は、通所型と比べ
て適応に要する時間を短くすること。

この①～③を通した合宿の効果説明は、一見説得
力や根拠（エビデンス）を伴った説明にも読めるが、
“ 慣れ ” という現象は、極めてあいまいなものであ
り、図で示すような時間とともに確実に蓄積される
ものなのかも議論の余地が残される。

改めて、なぜ「合宿」にこだわるのか、「共同生活
型自立支援機構」の「代表メッセージ」を読み進め
てみたい。以下引用する。

「しかし、彼らに出来る限り早い（若い）段階から
就労や社会参加の為のトレーニングを施せば、やが
ては通常の社会人、納税者になる事が出来る。我が
国には長年に亘り若者自立支援において目覚ましい
実績を残してきた民間の支援者が少なからず存在し
ている。彼らの持つ自立支援に関するノウハウと知
識と経験をさらに有効且つサスティナブルに活用す
べく積極的に発展させる事で、社会保障の仕組みに
依存して生きるはずだった者が、納税者として国民
の義務を果たし社会を支える一員へと立場を変える
事が出来るのである。これは国家財政、地方自治体
の財政にとって決して軽視すべき問題ではない。そ
して数ある若者自立支援の形態の中でも、共同生活
型の自立支援は極めて有効な手段の一つであり、そ
の効果と成果と確実性の高さは多数の民間団体によ
る30年以上に亘る継続した活動によって既に実証
済みでもある。」

この中段のメッセージからは、「若い段階からの
トレーニングで通常の社会人＝納税者にすることが
でき」、その極めて有効な手段の一つが共同生活型
の自立支援」であることが「実証済み」とのメッ
セージである。

そして、後段のメッセージにつながる。

図１
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「以上のことに鑑み、私たち設立発起人、全国各地
の共同生活型自立支援施設経営者、及びその活動に
賛同する一般関係者有志は、ここに「特定非営利活
動法人全国宿泊型自立支援施設協議会」を設立する
ことに同意した。不登校や引きこもり、ニートなど
社会参加できない青少年の問題は日本の将来を左右
する重要な問題である。次世代を担う多くの青少年
が、社会に出られず家に引きこもったまま悶々と
日々を過ごしている現実に対して、社会が無為無策
で放置しているのは道義的にも、また社会的、経済
的損失の観点からも到底許されるものではない。こ
の法人が設立された暁には、全国から多数の会員、
賛助会員がこの趣旨に賛同され、引きこもりやニー
トなどの自立支援において極めて有効な手段の一つ
である共同生活型自立支援が、今後の日本社会に
とって必要不可欠な存在であることを広く認知させ
るとともに、特定の利用者のみでなく情報弱者や経
済的弱者なども含めた多くの日本の将来を担うべき
若者が利用できるよう環境を改善し、尚且つ各施設
の経営基盤や組織体制の強化と安定化を進め、今後
恒久的に自立支援、就労支援を継続することが可能
となるよう仕組みを構築し、これをもって社会全体
に対し、ひいては日本の将来に対して多大なる貢献
ができると確信するものである。」

ここから読み取れるものは、「不登校や引きこも
り、ニートなど社会参加できない青少年の問題は日
本の将来を左右する重要な問題である」ことと、「引
きこもりやニートなどの自立支援において極めて有
効な手段の一つである共同生活型自立支援が、今後
の日本社会にとって必要不可欠な存在であることを
広く認知させる」ことを目的とし、この方法にゆる
ぎない自信をもっていることがうかがえる。

４．まとめ：ミスマッチの顕在化から
若者自立塾事業が「事業仕分けにより廃止となっ

た」という事実は、一般には、若年無業者対策の必
要がなくなった、もしくは、若年無業者対策として
奏効しなかった、のいずれかが考えられるが、就業
基本調査によれば、若年無業者層は、毎年当該人口
の２％台で推移している。

このことから考えると、若者自立塾事業の廃止理

由は後者である。
若年無業者の問題について、内閣府による『子

供・若者白書』による、若年無業者に関する記述は、
キャリア教育の重要性を説くものとなっているが、
この見解の元となる就業構造基本調査による「若年
無業者が求職活動をしない理由」では「探したが見
つからなかった」、「希望する仕事がありそうにな
い」、「知識能力に自信がない」といった、キャリア
教育の必要性を想起する回答は全体の半分にも満た
ない。圧倒的多数が「その他」の回答となる。「その
他」が回答項目で圧倒的多数を占めるということ
は、この回答の設定に問題があると考えるのが妥当
であろう。

就業希望の若年無業者が求職活動をしていない理
由は、この質問では捉えられないほど多様化してい
ることである。

広義の若年無業者の中でも、就労に向けた支援が
困難な層に “ ＜ひきこもり＞というワードを伴う
者 ” が一定数いることは、先行研究や言説からも明
らかになっている。

支援困難事例とされたりする状態像であるにもか
かわらず、自治体をはじめとする就労支援事業の対
象者には「ひきこもり」というワードが含まれるこ
とが多い。

なぜ支援が困難なのかといえば、上記「若年無業
者」に関する記述からもわかるように、支援目標と
対象者の状況がマッチしない（ミスマッチ）である
ことは明らかであった。

にもかかわらず、支援目標は、就労をメインとし
た経済的自立一択であり、その過程において短期目
標としてのコミュニケーション技術の向上、ボラン
ティアやレクリエーションなどを行う社会参加であ
る。これらを “ クリア ” した先に就労をメインとし
た経済的自立が目標設定されている時点で、ミス
マッチが生じることは自明であったといえる。

しかしながら、「自立塾の体験はキャリアレディ
ネスの上昇に寄与する可能性」の示唆を明らかにし
た安保英勇らの社会心理学的研究や、現在も公的事
業として行われている「よこはま型若者自立塾事
業」についても検討の余地が残されている。

また、報告者は＜ひきこもり＞という言葉そのも
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のの持つ逆機能にも着目している。
このような多様な状況のなか、冒頭に述べた通

り、厚労省は大きな指針の転換を示している。これ
らの視点を整理し、理論・実践両面からの検討検証
が必要であると考える。

注
１） 報告者はこれまで、＜ひきこもり＞に関わる多様な視点

からの研究を続けている。＜ひきこもり＞の表記には意図
的に＜　＞（やまかっこ）をつけて表記している。この表
記の意図は、「ひ・き・こ・も・り」という言葉がいまだ
に固定した意味を持たず、この言葉を発するものがイメー
ジする像が、この言葉を受け取る者に正確に伝えることが
できないことから、この言葉が「定義」としてもいまだ曖
昧であることを表記するためである。

    このあいまいな定義についての議論は、他の研究者も言
及している。報告者もあいまいな定義がもたらす課題につ
いて、無視できない問題であると認識している。

２） 令和７年５月に報道各社が報じた内容は、目指すものを
「自立」から「自律」にすることや個々の多様性に着目し、
30もの事例を提示している。

３） 「若者自立塾」を含めた若者の自立支援に関する研究は、
教育学の分野などからいくつかの採択課題がある。しか
し、「若者自立塾」そのものを冠した研究は、安保らの研
究のみであった。また、英語表記は、安保らは「Youth 
Indepence Camp」との表記であったが、厚労省のサイトで
は「Enforcement of Youth Independent School business」との
表記がある。本稿では確定した表記ではなく、日本の文化
的 背 景 も 意 味 す る も の と し、 英 文 抄 録 で は、
“wakamonojiritujyuku” としている。

４） 若年無業者：（１）高校や大学などの学校及び予備校・
専修学校などに通学しておらず、（２）配偶者のいない独
身者であり、（３）ふだん収入を伴う仕事をしていない15
歳以上34歳以下の個人である。

５） 事業仕分け：財政問題を抱えた国・自治体などが、行政
サービスそのものの必要性や実施主体によって、予算書の
項目ごとに選定していく作業。

６） ここにある中央職業能力開発協会の該当する HP へのリ
ンクは現在「リンク切れ」で閲覧することはできない。

    https://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/jiritsu/

    なお、中央職業能力開発協会では事業の柱として「若年
技能者人材育成支援」があり、厚生労働省の委託事業とし
て、若年技能者の人材育成等を目的として実施している。
現在は「若年技能者人材育成支援等事業（ものづくりマイ
スター制度）」の委託を受けている。

７） サポステの支援対象者
   「働きたいけど、どうしたらよいのかわからない��」、
「働きたいけど、自信が持てず一歩を踏み出せない��」、
「働きたいけど、コミュニケーションが苦手で��不安」、
「働きたいけど、人間関係のつまずきで退職後、ブランク
が長くなってしまった��」など、働くことに悩みを抱え
ている15歳～39歳までの若者の就労を支援する機関。

参考文献
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学校法人敬心学園・学術研究誌・編集規程

（目的）
第１条　学校法人敬心学園の学術研究誌『敬心・研究

ジャーナル』（英文名Keishin Journal of Life and Health）
（以下、本誌という） の編集は、本規程の定めるところ
による。

（適用対象）
第２条　本誌は、原則として本学園の教職員及び職業教

育研究開発センターに所属する研究員（含む客員研究
員）等の学術研究等の発表にあてる。

（資格）
第３条　本誌に投稿できるものは、第２条が適用される

者とする。ただし、編集委員会が招待した者はこの限
りではない。

（発行）
第４条　本誌は、当分の間原則として１年１巻とし、２

号に分けて発行するものとする。

（内容）
第５条　本誌掲載の内容は、原則として執筆要領に定め

られた範囲とする。

（編集）
第６条　本誌の編集は、学校法人敬心学園「職業教育研

究開発センター運営規程」（以下「運営規程」という。）
に基づき、学術研究誌編集委員会（以下「委員会」と
いう。）が行う。

（委員会の構成）
第７条　委員会は、各学校から選出された教職員及び職

業教育研究開発センター所属担当者２名を基本とし、
加えて委員会より依頼する客員研究員などで構成す
る。

２　委員会には委員長を置き、委員長は委員会を主宰す
る。委員長は、職業教育研究開発センター　センター
長とする。

３　副委員長は、前項に規定する委員から委員長が指名

する。副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故等
があるときは、これを代行する。

（委員の任期）
第８条　委員長、副委員長及び委員の任期は２年とす

る。ただし、再任を妨げない。

（原稿依頼）
第９条　委員会は、必要により特定の個人または団体に

対して原稿の依頼を行うことができる。

（原稿の修正）
第10条　掲載決定の通知を受けた執筆者は、定められた

期日までに、最終原稿を提出するものとする。その際
には、必要最小限の修正が認められる。

（原稿の校正）
第11条　執筆者による校正は、原則として１回とする。

校正は赤字で行い、指定の期限内に返送すること。

（原稿の返却）
第12条　本誌に投稿された原稿は、原則として返却しな

い。

（原稿料）
第13条　本誌に投稿掲載された依頼原稿以外には、原稿

料等は支払わない。
２　原則的に論文掲載料は無料とする。ただし、編集及

び図表等の作成が必要であり、特定の費用を要する場
合、超過分の実費に相当する額は執筆者の負担とす
る。

（委員会の役割）
第14条　原稿の掲載は、委員会の決定による。
２　委員会では、投稿原稿の審査のため、査読委員をお

く。
３　査読委員は委員会の推薦に基づき、委員長が委嘱す

る。委嘱要項は別に定める。
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（不服申し立て）
第15条　原稿掲載不採択の結果に異議があった場合、執

筆者は定められた手続きにより文書にて委員会に申
し立てることができる。

２　委員会の対応に不服がある場合、職業教育研究開発
センター運営委員会に不服を申し立てることができ
る。

（執筆要領）
第16条　原稿の投稿は、所定の投稿要領にしたがう。

（著作権）
第17条　本誌に掲載された著作物の著作権は、学校法人

敬心学園に帰属し、無断での複製、転載を禁ずる。た
だし、執筆者の所属する大学等の機関リポジトリへの
掲載については、これを妨げないものとする。

２　執筆者の所属する大学等は掲載の許諾を求める必
要はないものとし、掲載にあたっては、出典（誌名、
巻号、頁、出版年）を明記しなければならない。

（事務局）
第18条　委員会は、学校法人敬心学園職業教育研究開発

センター事務局に置く。

（委任規定）
第19条　本誌の発行に関し、本規程に定めなき事項につ

いては、委員会においてこれを定める。

（規程の改廃）
第20条　この規程の改廃は、理事会の承認を経て、理事

長が行う。

附　則
１　この規程は、平成28年12月20日から施行する。
２　この規程は、令和３年２月17日から施行する。
３　この規程は、令和５年12月11日に改定、同日から施

行する。
４　この規程は、令和６年７月29日に改定、同日から施

行する。
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敬心学園　学術研究誌『敬心・研究ジャーナル』　投稿受領から掲載までのフローチャート

1．投稿原稿を受領　　⇒　　投稿者へ投稿受領通知 ・査読あり＞原著論文
・希望いただいた場合査読＞症例・事例報告/症例・事例研究、実践報告/実践研究

査読原稿（原著論文　又は査読希望する論文） 査読なし原稿の場合 ・ＪＳＴＡＧＥ掲載：巻頭論文、総説、原著は必掲
2．査読者（1原稿あたり2名）を選定 工程９へ 　研究ノート、症例・事例報告/症例・事例研究、評論、実践報告/実践研究など

　他の原稿も掲載を基本とする（希望しない場合はエントリーシートへ理由を記載）

3．査読を依頼

（査読辞退がある場合は代替査読者を選定し、依頼）
4．査読結果受領

5．編集委員会で集約および検討（査読者の審査結果をもとに編集委員会で検討する。その際の原則は以下の流れのとおり）

① ② 　③ 　　　④ 　⑤

前回査読結果 第三査読結果
A+D A ①へ

B ②へ
C ③へ
D ⑤へ

B+D A ②へ
B ②へ
C ③へ
D ⑤へ

C+D A ③へ
B ③へ
C ③へ
D ⑤へ

11．受理　投稿者へ受理通知（このときに最終原稿の本文データを送ってもらう）

12.  掲載

〔運用注〕
1)第三査読は、原則として編集委員会が対応する。
2)A＋Aの採用であっても、査読者による細部の修正が要請された場合はその通知をするが、再査読はしない。
3)二重投稿の疑いが発生した場合は事情を調査し、その結果如何によっては採用が決定した後にも採用取り消しがありうる。
4)修正・査読等の遣り取りにおいて、結果的に当該号への掲載決定が間に合わず、次号へ持ち越す場合がありうる。
5)掲載形態を変更しての掲載・再査読については、投稿者と協議の上決定する。
6）⑤　＊について
　　※基本、当該号での掲載は見送り　➡指摘事項に対応し、次号以降での再投稿とする。  
　　（査読なし締切り前に、論文を推敲し「研究ノート」で再投稿された場合は、受け付ける）

発送文書〔査読依頼文書〕 〔査読報告書記入上のお願い〕 〔執筆要領〕

〔査読報告書1・2〕 〔投稿受領から掲載までのフローチャート〕

査読結果 A 採用 B 修正採用 C 修正再査読 D 不採用

修正後掲載可 修正後再査読

８．第三査読者1名
選定・第三査読

６．投稿者へ修正通知
＊BやCの場合、指摘事項への報告書を準備

７．修正原稿受領

９．編集委員会で点検

採 用

A十A A＋B，B＋B D＋D A＋D，B＋D，C＋DA＋C，B＋C，C＋C

・B判定の査読者にかわって、編集事務局・
編集委員による修正確認をする

第三査読

第三査読の結果

・D判定の査読者にかわって 第三査読
委員へ依頼する

＊C判定の査読者には再査読を依頼する

・C判定の査読者には
再査読を（それぞれに）

不採用 ※
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学校法人敬心学園・学術研究誌『敬心・研究ジャーナル』投稿要領

１　投稿者資格
　　 学校法人敬心学園・学術研究誌・編集規程に基づ

き、投稿者は、共同研究者を含め、編集規程３条に
定める投稿者資格を得ていなければならない。

２　投稿原稿の条件
　　 学校法人敬心学園・学術研究誌・編集規程第６条

に示す欄のうち、招待論文（巻頭論文、総説等）以
外については、原則として学校法人敬心学園・学術
研究誌・編集規程第３条による自由投稿とする。

３　投稿原稿の規定
　　 投稿する原稿は、未発表のものに限る。「二重投稿・

多重投稿」は、認められない。万一発覚した場合は、
別に定める規程によって、投稿停止期間を設ける。
なお、同じデータ・事例・資料等に基づいて投稿者
及びそのグループが執筆した別の論文・報告書等

（共同執筆も含む）があれば、投稿時に添付するこ
と。添付する資料には、既発表論文・報告書等のみ
ならず、現在査読中であるものも含む。

４-1　投稿申し込み（エントリー）締切（全原稿対象）
　　 投稿の申し込み（エントリー）締切は、６月末日発

行の場合、査読希望は２月10日、査読なしは４月10
日、12月末日発行の場合、査読希望は８月10日、査
読なしは10月10日とする。『敬心・研究ジャーナル』
エントリー時・投稿原稿チェックリスト」を使用 
する。

４-2　投稿の締切
　　 投稿の締切は、毎年、６月末日発行の場合、３月10

日（査読希望原稿）・５月10日（査読なし原稿）、12
月末日発行の場合、９月10日（査読希望原稿）・11
月10日（査読なし原稿）とする。査読の結果、再査
読の場合は掲載が遅れることもあるため、査読希望
原稿は締切日以前の投稿が望ましい。

５　投稿の手続き
　　 投稿の手続きは以下のとおりとする。
　 １） 執筆形式の確認：「執筆要領」に沿ったものであ

ること
　２） 投稿の方法：投稿はメール添付とし、投稿の提出

先は職業教育研究開発センター事務局とする。
　　　 ＊ 投稿原稿本体の PDF・Word ファイル及び、次

項に示す「『敬心・研究ジャーナル』エント
リー時・投稿原稿チェックリスト」の PDF 又
は Word ファイル各１点をメールに添付して送
信（１通のメールに、上掲２点を同時に添付す
ることが難しい場合は、複数のメールに分けて
提出することでも可）。

６　投稿原稿掲載の可否
　　 投稿原稿掲載の可否は、「投稿受領から掲載までの

フローチャート」に基づく審査により、学術研究誌
編集委員会（以下「委員会」という）が決定する。

７　投稿原稿の掲載日
　　 投稿原稿がフローチャート上の査読過程で、当該号

の掲載決定期日までに間に合わない場合は、次号へ
の査読が継続しているものとみなす。

８　倫理上の配慮について
　　 投稿者は、著作権や研究対象者の人権尊重に努める

こと。また、論文に関連する企業や営利団体等との
利益相反（COI）がある場合は、チェックリスト末
尾の特記事項欄に明記する。倫理的事項に関する審
議が必要な場合、学校法人敬心学園職業教育研究開
発センター倫理委員会で協議することができる。

９　抜き刷りについて
　　 原稿が掲載された者が、抜き刷りを必要とする場合

は、投稿時に申し出ること。なお、費用は自己負担
とする。

10　投稿原稿の保存について
　　 投稿された原稿及び提出された電子媒体等は返却

せず、２年間の保存のうえ、廃棄する。
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11　海外研究欄
　　 海外研究欄は、職業教育研究等の動向紹介にあて、

その依頼は委員会が行う。

12　書評欄
　　 書評欄は、国内外の職業教育研究に関する批評にあ

て、その依頼は委員会が行う。

13　要領の変更
　　 本要領の変更は、学校法人敬心学園 学術研究誌『敬

心・研究ジャーナル』編集委員会の議決を経なけれ
ばならない。

14　投稿原稿の電子配信および本誌の販売
　　 投稿者は、学校法人敬心学園が契約する電子配信媒

体への投稿原稿電子データ掲載及び希望者への本
誌販売を許諾したこととする。

附　則
１　この要領は、平成28年12月20日から施行する。
２　 この要領は、平成29年２月17日から施行する。（４．

投稿原稿の締切）
３　 この要領は、平成29年５年18日から施行する。
　　 （14．投稿原稿の電子配信および本誌の販売）
４　 この要領は、平成29年10月20日から施行する。（４．

投稿原稿の締切）
５　この要領は、平成31年６月７日から施行する。
　　 （５．投稿の手続き、８．倫理上の配慮について）
６　平成31年12月９日から施行する。
　　 （4-1．投稿申し込み（エントリー）、締切4-2. 投稿原

稿の締切）
７　この世量は、令和２年12月1５日から施行する。
　　（4-1．投稿申し込み（エントリー）対象の明確化
８　令和５年８月21日から施行する（５. 投稿の手続き）
９　令和６年５月1５日に制定、同日から施行する。
　　（4-1．投稿申し込み（エントリー）締切）
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『敬心・研究ジャーナル』エントリー時・投稿原稿チェックリスト
エントリー締切時チェック　（編集事務局へ送付　締切：査読あり2/10．8/10　査読なし4/10．10/10）

お名前（　　　　　　　　　　　　　）

原稿タイトル『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』

原稿の種類　＊１つ選択して○印　　（４．６．は報告か研究か何れかに〇印）

０．１．は基本編集委員会からの依頼原稿　２．は査読必須、４．６．は希望される場合のみ査読

（０．巻頭論文　１．総説　２．原著論文　３．研究ノート　４．症例・事例報告／症例・事例研究　

５．評論　６．実践報告／実践研究）

査読の有無　　　＊４．６．の場合：査読希望→　　あり　・　なし　　（何れか選択）

J-STAGE 掲載　＊基本、全て掲載します   
　　　　　　　　  掲載を希望しない場合は、その理由を以下に記載してください。
　　　　　　　　　　　（  ）

＊人を対象とする調査研究などに該当する場合　必記載
　研究倫理審査 No　　　　　　　　　　　　　　　発行機関名　　　　　　　　　　　　　　　　

　＊研究倫理審査を敬心学園職業教育研究開発センターで行うことも可能です。予めご相談ください。

投稿原稿入稿時チェック（原稿と一緒に送付）
  　　　　　年　　　月　　　日

＊投稿原稿が、以下の項目に合致している場合、□の中にレ印を入れてください。

□　縦置き A4判横書きで、20,000字相当〈1,600字（20字 × 40行 × ２段）× 12.5枚〉以内であるか　
□　和文・英文抄録の記載漏れはないか   
　　英文のネイティブチェックはしているか（編集委員会が求める場合には、その証明書を添付する）
□　図表・文献の記載漏れはないか
□　文献は本文中に著者名、発行西暦年を括弧表示しているか
□　文献の記載方法は投稿要領・執筆要領にそっているか
□　 同じデータ等に基づいた別の論文がある場合、資料として添付しているか   

（□　非該当）
□　 また類似のデータについての別の論文がある場合は、資料として添付し、その論文との関係性につ

いて本文で明記しているか   
（□　非該当）

□　 査読を伴う原稿では、文献謝辞等を含めて投稿者を特定できるような記述をはずしているか、ある
いは匿名としているか

□　倫理指針に反していないか
□　人を対象とする研究の場合など、倫理審査を要する研究では倫理審査状況を記載しているか
□　 巻末の執筆者連絡先一覧に掲載する情報を表紙の一枚目に記載しているか（住所やメールアドレス

が原稿進行時に使用するものと異なる場合、それぞれを記載しているか）
□　その他特記事項・・・

  　　　　　年　　　月　　　日

 2024.0５改
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学校法人敬心学園・学術研究誌『敬心・研究ジャーナル』執筆要領

１　原稿提出に際し
　　「投稿原稿チェックリスト」を併せて提出すること。 
　　提出がない場合、受け付けないものとする。
　　 （エントリー時に提出したチェックリスト内の投稿

原稿入稿時チェック欄に記載し提出）

２　投稿原稿の分量
　　 投稿原稿は、図表・注・引用文献を含めて20,000字

以内とする。（A4　12.5枚程度）
　　 図表は１点につき原則600字換算とし、図表込みで 

20,000字以内を厳守すること。

３　投稿原稿の言語
　　 原稿は、原則として日本語で書かれたものに限る。

ただし、英語については協議の上、掲載を認めるこ
とがある。

４　投稿原稿の様式
　　 投稿する原稿の執筆にあたっては、
　　 ⑴ 原則としてパソコンで作成し、縦置き A4判用紙

に横書きで、1,600字（20字×40行×２段）×12.5
枚以内とする。

　　 ⑵ 原稿の種類は、巻頭論文、総説、原著論文、研究
ノート、症例・事例報告／症例・事例研究、評
論、実践報告／実践研究から選択する。

　　　 巻頭論文、総説は原則編集委員会からの依頼、も
しくは協議の上の掲載とする。

　　 ⑶ 投稿に際しては、表紙をつけ、本文にはタイトル
（英文タイトル併記）、所属、氏名を記載するこ
と。

　　 ⑷ 表紙原稿は、原著論文など査読依頼をする場合
は、表紙を以下の３枚に分ける。（査読を依頼し
ない場合は表紙と本文原稿をまとめることがで
きる。）

　　　 １枚目には、①タイトル、②原稿の種類、③所属
（英文所属併記）・氏名（ローマ字併記、何れも連
名の場合は全員分）、④連絡先を記入する。なお、
掲載時には読者からの問い合わせを可能にする
ために、原則として連絡先（住所や電子メールア
ドレス）を執筆一覧に入れるが、希望しない場合

はその旨を明記すること。
　　 ⑸ 表紙の２枚目には、和文抄録（400字以内）と

キーワード（５語以内）を記載する。
　　 ⑹ 巻頭論文、総説、原著論文の表紙の３枚目には、

英文概要ならびに英文キーワード（５ 語以内）を
記載する。なお、その他についても、英文概要な
らびに英文キーワード（５語以内）を記載するこ
とができる。

　　　 英文概要は200語前後。校閲・ネイティブチェッ
クは執筆者の責任で行うものとする。

　　　＊ 投稿時までに申し出ることで、ネイティブ
チェックを自己負担で受けることができる。

（査読を依頼する論文では、投稿締め切り前に
ネイティブチェックが終わるように申し出る）

　　 ⑺ 修正後、掲載決定した最終原稿は、Word 及び
PDF で保存した電子媒体にて投稿する。

　　　 図表を本文とは別に提出する場合は、図表の挿入
箇所を本文に明記する。なお、特別の作図などが
必要な場合には、自己負担を求めることがある。

５　文章の形式
　　 文章の形式は、口語体、常用漢字を用いた新仮名づ

かいを原則とする。注や引用の記載形式は、執筆者
が準拠とした学会の執筆要領によること。

　　 ただし「引用文献」は J-stage 掲載の為、簡潔にまと
めて表記してください。

　　 　〈例　日本語文献の場合〉
　　　　　 ○○著者名○（000発行年000）「○○タイト

ル○○」『 ○○ 文献名○○ 』第○○号、00－ 

00頁、○○出版社名○○。
　　　〈英語文献の場合〉
　　　　　 Taro Keishin（2018）“aaa bbb（タイトル）cccc” 

Keishin Journal of Life and Health（書名は必ず
イタリック） Vol.00, No.0, America（国名）

　　　＊ 聖書の翻訳本文は勝手に改変されたり、訂正さ
れたりしてはなりません。また誤記や誤字も注
意しなければなりません。聖書の翻訳本文の引
用、転載の際には必ず出典の明記が義務づけら
れます。

　　　 例） 日本聖書協会『聖書 新共同訳』 詩編□編□節
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日本聖書協会『新共同訳 新約聖書』 マタイに
よる福音書○章○節 など

　　　参考） SIST02「科学技術情報流通技術基準 参照文
献の書き方」

６　倫理上の配慮について
　　 投稿原稿に利用したデータや事例等について、研究

倫理上必要な手続きを経ていることを本文または
注に明記すること（※）。また、記述においてプラ
イバシー侵害がなされないように細心の注意をな
すこと。

　　 （※） 人を対象とした研究の場合、所属する組織や
団体などで倫理審査を受けていることが前提
となるが、その倫理審査状況を記載する。

７　著作権
　　 原稿に、執筆者以外が著作権を保持する著作物の相

当な部分（評価尺度全体など）の引用や翻訳が含ま
れる場合は、その著者および著作権者から許諾を得
たことを示す書類（電子メールも可）のコピーを添
えて投稿するものとする。

８　査読を伴う投稿原稿の二重秘匿性
　　 査読を伴う投稿論文の査読は、執筆者名等を匿名に

て行うため、文献等の表記の際には、本人の著で
あっても「筆者」「拙著」等とせず、執筆者名によ
る表記とする。また、査読に対する回答の必要があ
る場合は編集委員会あてにこれを行う。

９　査読による修正の要請
　　 査読による修正の要請については、論文の修正箇所

を明示し、対応の概要について編集委員会あてに回
答すること。

10　原稿の書式
　　 原稿の書式は、以下のとおりである。
　　 ⑴ 注・引用文献等もすべて本文と同じ文字サイズ、

同じ字詰めで印字する。なお、英数字は原則とし
て半角とする。

　　 ⑵ 原稿は、無記名で、「本文、注、引用文献、図表
等」の順に記載する。

　　　 なお、図表の掲載位置に関しては、指定すること
ができる。

　　 ⑶各頁の下中央部に、頁番号を印字する。
　　 ⑷論文の構成
　　　 ＊ 節 １･ ２･ ３�（数字の前後に「第」「節」は付

さない）
　　　 ＊小見出し（１）・（２）・（３）�
　　　 ＊以下は、（a）・（b）・（c）�　などとする。
　　 ⑸ 年号は西暦表記を基本とする。和暦を併記する場

合は、1987（昭和62）年とする。ただし、必要に
応じて「昭和５0年代」などの和暦表記を用いる。

　　 ⑹ 数の量などを表す数字の表記は、単位語（兆、億、
万）を付ける。カンマは入れない。

　　　 例：12億8600万人、1５兆300億円
　　　 幅のある数字を記す場合は、上位のケタの数を省

略しない（ただし、年代はこの限りではない）。
例： 130～1５0万（130～５0万とはしない）、1970～

80年

11　要領の変更
　　 本要領の変更は、学校法人敬心学園 学術研究誌『敬

心・研究ジャーナル』編集委員会の議決を経なけれ
ばならない。

附　則
１　この要領は、平成28年12月20日から施行する。
２　 本要領第４の⑷にかかわらず、平成29年度に限り

「臨床福祉ジャーナル」「研究紀要」「子ども学論集」
の原稿種類についても投稿を認めるものとする。

３　平成29年１月13日編集委員会にて改訂
４　平成30年６月28日編集委員会にて改訂
　　（文書の形式引用文献の記載について）
５　平成30年10月26日編集委員会にて改訂
　　（投稿原稿の言語およびネイティブチェックについて）
６　平成30年12月14日編集委員会にて改訂
　　（投稿時のネイティブチェックについて補足）
７　平成31年６月７日編集委員会にて改訂
　　 （投稿原稿の分量や様式、書式について、倫理上の

配慮について補足）
８　 令和３年８月16日編集委員会にて改訂（原稿の種類

について）
９　 令和５年８月21日編集委員会にて改訂（提出・投稿

原稿の様式・書式について）
10　 令和６年５月1５日に改定、同日から施行する。（原

稿種類について）
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（設置）
第１条　この規程は、職業教育研究開発センター運営規

程第８条（専門委員会）及び知的財産取扱規程第６条
（知的財産審査部会の設置）にもとづき、職業教育研
究開発センター研究支援委員会に関する必要な事項
を定める。

（委員会の任務）
第２条　委員会は、敬心学園グループの教職員及び職業

教育研究開発センター研究員等の研究活動の促進を
図るため、別に定める以下の規程にもとづき、審査や
評価を行う。
（1）別に定める「職業教育研究開発センター研究倫

理規程」にもとづき、研究の実施計画等の研究倫
理に関する適否その他の事項について審査を行
う。（以下「研究倫理審査」という。）

（2）別に定める「職業教育研究開発センター研究審
査細則」及び「職業教育研究開発センター研究評
価細則」にもとづき、敬心 ･ 研究プロジェクト（敬
心学園公募研究支援）に関し、採択に向けた審査
や研究後の評価を行う。（以下「研究審査・評価」
という。）

（3）別に定める「知的財産取扱規程」第７条（部会
の職務）にもとづき、知的財産審査部会として、
敬心学園グループ（除く東京保健医療専門職大
学）における知的財産活動に関する重要事項及及
び職務発明等の取扱いなどの審査を行う。なお、
その取扱いについては「知的財産取扱規程」に定
める。

（委員会の構成）
第３条　委員会は、次の委員をもって構成する。原則と

して修士号以上の学位を有する者とする。
（1）職業業教育研究開発センター センター長
（2）本学園各校より各々１名以上
　　　・日本医学柔整鍼灸専門学校
　　　・日本福祉教育専門学校
　　　・日本リハビリテーション専門学校
　　　・日本児童教育専門学校
　　　・東京保健医療専門職大学

職業教育研究開発センター研究支援委員会規程

（3）その他外部の有識者若干名
２　委員の任期は原則１年とする。ただし、再任を妨げ

ない。

（委員長及び副委員長）
第４条　委員会に委員長及び副委員長をおく。委員長は

委員の互選とし、副委員長は前条の委員から委員長が
指名する。

２　委員長は、委員会を招集し、その議長となるととも
に委員会を統括する。

３　委員長は、必要に応じて、審査や評価の専門的学識
を有する者をオブザーバーに指名し、委員会への出席
を求めることができる。

４　副委員長は、委員長を補佐する。また、委員長に事
故あるとき及び委員長が議事にあたることができな
いときに、その職務を代行する。

（委員会の開催、成立及び議決要件）
第５条　委員会は４月又は５月、９月又は10月の年２回

開催をする。なお委員長が必要と認めた場合は臨時開
催する。

２　委員会は、委員の過半数（委任状による出席を含
む）が出席することをもって成立し、審査や評価の判
定等は出席委員の過半数をもって決する。可否同数の
場合は委員長の決するところによる。

３　委員は、自らが研究代表者及び共同研究者または研
究協力者となる研究にかかる審査や評価に加わるこ
とができない。ただし、委員会の同意を得た場合はこ
の限りではない。

４　委員会は、必要に応じて、委員以外の者から審査、
評価のための意見等を聴取することができる。

（手続き等）
第６条　それぞれの審査、評価は、以下の手続きのもと

で実施する。
（1）研究倫理審査
　　研究計画等の倫理審査を希望する研究者（以下
「申請者」という。）は、所定の「研究倫理審査申
請書」（様式第１号・様式第２号）等を事前に委
員長に提出する。
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（2）研究審査
　　敬心 ･ 研究プロジェクト（敬心学園公募研究支

援）へ申請を希望する者（以下「申請者」とい
う。）は、研究計画書並びに所定の申請書（様式
第３号）を作成し、事前に委員長に提出する。

（3）研究評価
　　定められた研究事業終了後には、評価のため

に、所定の「研究評価票」（様式第４号）及び研
究活動報告書などを事前に委員長に提出する。

（4）知的財産取扱
　　研究成果としての職務発明等については、所定

の発明等届出書に基づき、発明者は理事長にし、
これを委員長に付託する。

２　委員会は、必要に応じて申請者に出席を求め、申請
内容等の説明を聴取することができる。ただし、審査
や評価の議論に参加することはできない。

（審査、評価の判定）
第７条　それぞれの審査や評価の判定は、次のいずれか

とする。
（1）研究論理審査
　A　承認
　B　条件付き承認
　C　保留（継続審査）
　D　不承認
　E　非該当

（2）研究審査
　A　採択
　B　修正後、採択
　C　保留（再申請指示）
　D　不採択

（3）研究評価
　A　承認
　B　修正後、承認
　C　保留（追評価指示）

（4）知的財産取扱
　A 　職務発明等に合致し、特許等を受ける権利を承

継する（ただし、持ち分、出願手続き、技術評価、
市場評価、報奨金等については別に判断する）

　B 　職務発明等に合致するが、特許等を受ける権
利は承継しない

　C　職務発明に合致しない

（研究倫理審査手続きの省略）
第８条　委員長が次の各号のいずれかに該当すると認

める場合は、迅速な審査を行うため研究倫理審査手続

きを簡略化することができる。
（1）申請中の研究計画等の軽微な変更に係わる審査
（2）委員会において承認済みの研究計画等に準じ

た研究計画等に係わる審査
（3）対象者に対する日常生活で被る身体的又は心理

的若しくは社会的危害の可能性の限度を超えない
範囲の危険であって、社会的に供される種類の最
小限の危険を含まない研究計画等に係わる審査

２　前項各号の審査は、委員長があらかじめ指名した委
員２名が書面により行い、その判定は両名の合意によ
り決する。

３　前項に規定する審査結果は、当該審査を行った委員
を除くすべての委員に報告する。

４　本条第２項に規定する審査の結果が、前条第１号に
規定する「承認」及び「非該当」以外の場合、前項の
報告を受けた委員は、委員長に対し、理由を付したう
えで再審査を求めることができる。この場合におい
て、委員長は速やかに委員会を開催し、当該事項につ
いて審査を行う。

（審査結果、評価結果）
第９条　委員長は、審査や評価の結果を速やかに申請者

に通知するとともに、職業教育研究開発センター運営
委員会へ報告する。

２　委員長は、職業教育研究開発センター運営委員会の
請求があった場合には、審査や評価状況の報告を行わ
なければならない。

３　申請者は、判定内容に疑義があるときは委員会に説
明を求めることができる。

（再審査、再評価）
第10条　審査や評価の判定に異議のある申請者は、異議

の根拠となる資料を添えて、委員会に再審査・再評価
の申請をすることができる。

２　委員会は異議の申請や申し立てがあった場合、再審
査及び評価を行う。

（研究成果の報告）
第11条　敬心・研究プロジェクトを採択された者は、敬

心・研究ジャーナル及び職業教育研究集会にて実施
状況もしくは研究結果について報告を行う。

２　前項は、他の学会等での報告を規制するものではない。

（研究等の変更又は休止の勧告）
第12条　委員長は、研究遂行中に各委員が研究計画等の

変更又は休止の意見を述べた場合には、その意見をふ
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まえて研究等の変更、若しくは休止を勧告し、再調査
することができる。

（記録の保管）
第13条　委員会の審査、評価に関する記録の保存期間

は、法令上別段の定めがある場合を除き５年間とする。
２　前項の保存期間を経過した記録でさらに保存が必

要と委員会が認める記録は、５年以内の範囲で保存期
間を延長することができる。

３　保存期間の起算日は、研究の終了又は中止の日の翌
日からとする。

４　記録、保存又は廃棄の手続きは適正に処理する。

（守秘義務）
第14条　委員は、申請書類などに記載のある対象者に関

する情報や広義の知的財産となる可能性のある方法
など、業務上知り得た秘密を在職中及びその職を退い
た後のいずれにおいても他に漏らしてはならない。

（委任）
第15条　この規程に定めるもののほか、この規程の実施

に関して必要な事項は、委員長が別に定め、委員会に
報告する。

（改廃）
第16条　この規程の改廃は、委員会の意見を聴き、職業

教育研究開発センター運営委員会の議を経て経営執
行会議及び理事会に上程し、承認を経て理事長が行
う。

附　則
１　この規程は、令和６年５月20日に制定、同日から施

行する。
様式第１号（第６条関係）
様式第２号（第６条関係）
様式第３号（第６条関係）
様式第４号（第６条関係）
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（目的）
第１条　この規程は、職業教育研究開発センターにおい

て実施する人を対象とする研究を遂行する上で求め
られる研究者の行動及び態度について、職業教育研究
開発センター研究支援委員会規程第２条に基づき、倫
理的指針及び研究計画の審査に関する事項を定める
ことを目的とする。

（定義）
第２条　この規程において、次の各号にかかげる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。
　　（1 ）この規程において「人を対象とする研究」と

は、臨床・臨地人文社会科学の調査及び実験で
あって、個人又は集団を対象に、その行動、心身
若しくは環境等に関する情報の収集やデータ等
を採取する作業を含む研究、及び、人を対象とす
る生命科学・医学系研究を言い、関連各府省庁
が定める研究倫理に関する法令や指針等による
ものとする。なお、生命科学・医学系研究では、

『人を対象とする生命科学・医学系研究に関する
倫理指針（令和３年３月23日、文部科学省・厚生
労働省・経済産業省告示第１号）』をはじめ、ヘ
ルシンキ宣言（人間を対象とする医学研究の倫
理的原則）によるものとする。

　　（2 ）この規程において「研究者」とは、職業教育研
究開発センター研究員のほか　本学園の教職員、
本学園で研究活動に従事する者等をいう。なお、
客員研究員が審査申請を行う場合は、原則とし
て学校法人敬心学園が発行する敬心・研究
ジャーナル又は開催する研究集会での発表を行
うこととする。

　　（3 ）この規程において「対象者」とは、人を対象と
する研究のために、個人の情報及びデータ等を
研究者に提供する者をいう。

（研究者の基本的責任）
第３条　研究者は、「人を対象とする研究」を行うにあ

たり、国際的に認められた規範、規約、条約等、国内
の関連する法令、告示等及び学校法人敬心学園が定め
る関係規程等を遵守しなければならない。

（研究者の説明責任）
第４条　研究者は、対象者に対して研究目的及び研究計

画ならびに研究成果の発表方法等について、対象者が
理解できる言葉で説明しなければならない。

２　研究者は、対象者が何らかの身体的若しくは精神的

負担又は苦痛を伴うことが予見されるとき、その予見
される状況を対象者が理解できる言葉で説明しなけ
ればならない。

（インフォームド •コンセント）
第５条　研究者は、予め対象者の同意を得ることを原則

とする。
２　対象者の同意には、個人の情報及びデータ等の取扱い

ならびに発表の方法等にかかわる事項を含むものとする。
３　研究者は対象者に対し、研究実施期間中において対

象者が不利益を受けることなく同意を撤回し、研究へ
の協力を中止する権利及び当該個人の情報又はデー
タ等の開示を求める権利を有することを周知しなけ
ればならない。

４　研究者は、対象者本人が同意する能力に欠けると判
断される場合には、本人に代わる者から同意を得なけ
ればならない。

５　対象者が同意を撤回した場合は、研究者は、当該個
人の情報又はデータ等を廃棄しなければならない。

（利益相反）
第６条　研究者は、利用者の人権に配慮し、利益相反に

留意しなければならない。

（第三者への委託）
第７条　研究者は、第三者に委託して個人の情報又は

データ等を収集又は採取する場合、この規程の趣旨に
則った契約を交わさなければならない。

（授業等における収集及び採取）
第８条　研究者は、授業、演習、実技、実験及び実習等

の教育実施の過程において、研究のために対象者から
個人の情報及びデータ等を収集ならびに採取する場
合、同意を得なければならない。

（改廃）
第９条　この規程の改廃は、職業教育研究開発センター

研究支援委員会の議を経て、職業教育研究開発セン
ター運営委員会で決定する。

附　則
１　この規程は、平成29年９月１日から施行する。
２　この規程は、令和４年７月11日に改定、同日から施

行する。
３　この規程は、令和６年５月20日に改定、同日から施

行する。

職業教育研究開発センター研究倫理規程
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《職業教育研究開発センター研究支援委員会規程》様式第 1号 

受付番号    

研究倫理審査申請書（人を対象とする研究） 

   年   月    日提出 

職業教育研究開発センター研究支援委員会 委員長 殿  

申請者  

 
  

所属・職名：  

 

氏名：                      

                                                                     印 

連絡先：  

 📞📞         / ✉  

  

申申請請ににああたたっってて事事前前確確認認  ＜＜研研究究すするる申申請請のの範範囲囲及及びび他他のの倫倫理理委委員員会会ににおおけけるる審審査査状状況況＞＞  

申申請請すするる研研究究範範囲囲  何何れれかかにに☑☑    

□研究全体の審査申請 

 

□分担部分のみの審査申請 

分担部分以外の審査状況を記載 

 

 

 

*研究計画を下記に付記する際、研究概要欄に研究全体の 

目的や意義についても付記する 

 

＊研究計画変更申請の場合は、変更箇所に下線を付すこと。 

 

下記の課題について、☑をした下記資料を添付し、審査申請いたします。  

□  対象者・施設等への研究協力依頼書 必須 資料番号：  

□  質問紙 必須 資料番号：  

□  調査協力同意書・同意撤回書 
無記名の書面アンケート等の

場合は不要 
資料番号：  

□ 研究実施計画書 任意 資料番号： 

□  その他； 必要に応じ添付 資料番号：  
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記         

１．研究課題                                       ＊該当の□欄に✔印  

  ①では課題と併せて副題がある場合には記載をする 

①課題名 

   

 

 

 

②研究期間  始期  終期  

年      月       日  ～      年      月      日 

*申請の始期よりも承認日が後の場合は、研究の始期は承認日からになります。  

③研究費  

  

  

□  学内予算  予算名称；  

□  外部資金  団体名、研究費名；  

□  自費    

□  その他   

④審査事項  □ 新規    

□  再申請  委員会審査結果による再申請 受付番号；  

□  継続  すでに承認されている研究計画の変更等 受付番号；  

  

2．研究の実施体制 （申請者による個人研究の場合、記入不要） 

①研究代表者（研究の実施に携わるとともに、当該研究に係る業務を統括する者）  

所属；              職名；             氏名；  

②研究実施代表者、研究実施関係者  

（研究機関以外において既存試料・情報提供のみを行う者及び委託を受けて研究に関する業務の一部に従事する者を除く）  

所属  職名 氏名  役割*分担者や協力者の場合その旨記載  

    

    

    

    

③共同研究機関(研究計画に基づき、当該研究により対象者から試料、情報を取得し、他の研究

責任者を置く場合はその氏名を下欄に記載  

機関に提供を行う機関も含む)  

機

関

名 

  責

任

者

名  
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３．研究概要  

①研究の目的、意義（研究の背景又は問題提起、科学的合理性等の概要を簡潔に記載する）  

  

②対象者及び選定方法（募集文案等がある場合は添付する）  

対象者に未成年者又は民法上の被後見人等の有無  

⇒ □有  □無     

＊民法の一部を改正する法律（2022 年 4 月 1 日施行）により成年年齢は、20 歳から 18 歳に変更。 

内

訳 

□ 成人(   名程度)  □  未成年（  名程度） 

□  民法上の被後見人等(     名程度)  

   

対象者の特性、

選定の基準  

 

 

選定・募集方法  

 

 

 

 

③研究方法（概要を簡潔に記載すること。「別紙参照」は不可）  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④調査実施場所 
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⑤調査対象者に求める事項（被験者の実体験） 
対象者がどのような手順で研究協力を依頼され、どういう形で研究協力するのか、時系列で記載する。  

 

  

４．研究実施における倫理的配慮  

①研究協力のインフォームド・コンセントの手続き（研究協力依頼・説明と同意の取得方法）  

（対象者又は代諾者が、当該研究に関して、その目的及び意義並びに方法、負担、予測される利益・不利益等について十分

な説明を受け、それらを理解したうえで自由意思に基づいて研究者等に対し与える当該研究実施等に関する同意）  

依頼・説明対象  

□対象者個人(本人)      □ 対象者の代諾者(保護者、後見人等)  

□ 対象者の所属団体(施設責任者、団体・組織の長等)    

□ その他 （      ） 

手段  
□ 書面のみ   □  口頭と書面の両方（推奨）  □ その他

（            ）  

方法（依頼書や同意

書等の場合は添付） 

(資料番号・書類名） 

 

該当の

場合は

記載  

代諾者がインフォームド・コンセントを行い本人からも同意を得る場合 （対象者がその理解力

に応じたわかりやすい言葉で研究に関する説明を受け、理解し賛意を表すること）  

手段及び方法（書面等の場合は添付）  

         

研究の途中で協力をやめる場合の具体的な意思確認の方法と不利益を受けないことを保証する方法  

 

 

対象者からの相談等を受ける際の担当者・連絡方法  

 

 

 

②対象者との関係、利益相反の状況  

対象者・対象団体等との間に適正な研究遂行に影響を及ぼしうる恐れのある関係の有無  

□なし  □あり⇒次欄にその関係と適正な研究遂行とみなされるためにとる措置を記載  

関係  
     

措置       

③対象者に生じる負担並びに予測されるリスク及び利益と当該負担及びリスク最小化の対策 

ⅲに関しては、基本的に社会科学系では不要。但しリスクがある場合は記載 

ⅰ）負担、リスクの内容（身体的、精神的な負担・苦痛や社会的差別、財産的な不利益等）  

     

     

ⅱ）負担、リスクを無くすあるいは最小化するための対策  

     

     

ⅲ）負担、リスクが実際に生じた場合の対策  

         （実験中の事故の救急要請の段取り、健康被害に対する補償の有無とその内容、保険加入の有無など）  

     

     

ⅳ）対象者にもたらされることが期待される利益（謝礼を除く新たな知見等客観的に利益と判断されるもの）  

     

     

ⅴ）報酬等の有無・内容  

  □なし □あり⇒報酬内容(金額、物品等名)と交通費等の実費以外に支払う場合(金額設定の根拠・妥当性)  

 

    

④個人情報等の取扱い （特定の個人に不利益を与えないために、下記を確認） 

ⅰ）収集する個人情報の内容  

⇒①～③が有る場合は、その番号と内容を記入。 

①当該情報に含まれる氏名、生年月日、音声、動画等で特定の個人を識別できるもの。  

②他の情報と照合することで特定の個人を識別できるもの。  

③ゲノムデータ、生体情報をデジタルデータに変換したもの、パスポート番号、基礎年金番号、 

マイナンバーなど特定の個人を識別できるもの 

 

ⅱ）データ・試料、情報(個人情報等含む)の保管・管理と廃棄  

保管方法   

 

管理保管責任者   

 

廃棄時期   
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③対象者に生じる負担並びに予測されるリスク及び利益と当該負担及びリスク最小化の対策 

ⅲに関しては、基本的に社会科学系では不要。但しリスクがある場合は記載 

ⅰ）負担、リスクの内容（身体的、精神的な負担・苦痛や社会的差別、財産的な不利益等）  

     

     

ⅱ）負担、リスクを無くすあるいは最小化するための対策  

     

     

ⅲ）負担、リスクが実際に生じた場合の対策  

         （実験中の事故の救急要請の段取り、健康被害に対する補償の有無とその内容、保険加入の有無など）  

     

     

ⅳ）対象者にもたらされることが期待される利益（謝礼を除く新たな知見等客観的に利益と判断されるもの）  

     

     

ⅴ）報酬等の有無・内容  

  □なし □あり⇒報酬内容(金額、物品等名)と交通費等の実費以外に支払う場合(金額設定の根拠・妥当性)  

 

    

④個人情報等の取扱い （特定の個人に不利益を与えないために、下記を確認） 

ⅰ）収集する個人情報の内容  

⇒①～③が有る場合は、その番号と内容を記入。 

①当該情報に含まれる氏名、生年月日、音声、動画等で特定の個人を識別できるもの。  

②他の情報と照合することで特定の個人を識別できるもの。  

③ゲノムデータ、生体情報をデジタルデータに変換したもの、パスポート番号、基礎年金番号、 

マイナンバーなど特定の個人を識別できるもの 

 

ⅱ）データ・試料、情報(個人情報等含む)の保管・管理と廃棄  

保管方法   

 

管理保管責任者   

 

廃棄時期   
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廃棄方法   

 

⑤第三者へのデータ収集や分析等の研究に関する業務委託  

□なし   □あり⇒下欄に当該業務内容と委託先及び監督方法・内容を記載  

業務内容       

委託先       

委託先の監督方法  

（個人情報の取扱等

に関する委託時の

確認方法、業務終

了後の取扱等）  

     

  

 

 

 ５．研究に関する情報公開及び開示  

①対象者等から求めがあった場合の情報開示 

対象者  □本人 □代諾者(保護者、後見人等) □対象者の所属団体(施設、団体の責任者等)  

□その他 （    ） 

方法と

内容  

 

②社会（学会、一般社会等）に対する情報公開 

方法と内容  

①成果公表②説明責

任の観点からの記載  

 

研究成果の公開  

（予定している 

学会、学術誌の

名称、時期）  

 

  

6．その他  

特記すべきことがあれば記入；     

   

  

 

 

《職業教育研究開発センター研究支援委員会規程》様式第２号         

                                                

研研究究にに関関すするる事事前前チチェェッッククシシーートト  
 

このチェックシートは、「人を対象とする研究」を開始するにあたり、職業教育研究開発センター研究

倫理規程に基づく『職業教育研究開発センター研究支援委員会』による倫理審査への申請が必要とな

るか否かについて、研究の手順に沿って自己判断するものです。 

以下の＜Ａ＞および＜Ｂ＞の設問にお答えください。 

＜Ａ＞の基本事項に「はい」がある場合は、研究を実施すること自体ができませんので、基本事項が

「いいえ」となる研究計画としたうえで、＜Ｂ＞を回答してください。＜Ｂ＞に一つでも「はい」があると、委

員会審査の対象となります。 

「職業教育研究開発センター研究倫理規程」を確認の上、審査を受けるかどうか検討してく

ださい。 

法令、諸官庁の告示、指針＜医学系研究では人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（令和 3年 3月 23日、文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第 1号）＞等により、所属機関

倫理委員会の審査を受けることが定められている研究については、必ず倫理審査への申請を行わなけ

ればなりません。不明な点がありましたら、職業教育研究開発センター（03-3200-9074）までお問い合

わせください。 

 

☆☆全全般般的的なな留留意意事事項項  
(1)研究者代表又は学生を指導する教員は、上記指針および本チェックシートを参照の上、研究分担者

や学生等に対し、適切な研究活動の遂行に努めるよう管理、指導又は助言を行ってください。 

(2)学生が行う研究活動については、指導教員が責任をもって倫理審査への申請を行うか否かを判断し

てください。 

 

＜A＞基本事項(下記の項目が「いいえ」となるように計画してください) 

対象者は依頼に対する同意の後に、撤回や辞退することで不利益を生じるなど、自

由に撤回や辞退することができないものですか。 

□はい 

□いいえ 

 

＜B＞以下の項目において全て「いいえ」である場合は倫理審査の対象にはなりません。 

① 対象者に対し、何らかの不快感や困惑、又は精神的・心理的な負荷や危害を及

ぼす可能性がありますか。 

□はい 

□いいえ 
② 対象者に日常生活で起こりうる範囲を超える不快感又は不便を強いる可能性が

ありますか。 

□はい 

□いいえ 
③ 対象者との間に、例えば研究者が対象者の教師・同僚・雇用主、又は親族等と

して、対象者との間に何らかの力関係や利害関係といった利益相反があります

か。 

□はい 

□いいえ 

④ 研究対象となる個人や集団が差別を受けたり、その経済状況や雇用・職業上の

関係、あるいは私的な関係に損害を与える恐れのある情報の収集など、対象者

に潜在的に不利益となるようなものですか。 

 

 

□はい 

□いいえ 

⑤ 個人にかかわる情報を収集するもので、その結果、個人が特定される可能性が

あるものですか。 

□はい 

□いいえ 
⑥ 交通費や時間の合理的な費用弁償を除く謝金又は他の金銭的誘因を対象者に支

払うものですか。 

□はい 

□いいえ 
⑦ 科学研究費等の公的研究費や民間団体ほかの研究資金提供先、発表予定の学術

雑誌・ジャーナルなどの投稿規程などから、研究倫理審査委員会等の承認を受

けることを要請されているものですか。 

 

□はい 

□いいえ 

⑧ アンケート・インタビュー・観察等により研究に用いられる情報を収集するも

のですか。 

 

□はい 

□いいえ 
＊倫理審査への申請を行う場合は、必ず本チェックシートを申請書に添付をしてください。 
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廃棄方法   

 

⑤第三者へのデータ収集や分析等の研究に関する業務委託  

□なし   □あり⇒下欄に当該業務内容と委託先及び監督方法・内容を記載  

業務内容       

委託先       

委託先の監督方法  

（個人情報の取扱等

に関する委託時の

確認方法、業務終

了後の取扱等）  

     

  

 

 

 ５．研究に関する情報公開及び開示  

①対象者等から求めがあった場合の情報開示 

対象者  □本人 □代諾者(保護者、後見人等) □対象者の所属団体(施設、団体の責任者等)  

□その他 （    ） 

方法と

内容  

 

②社会（学会、一般社会等）に対する情報公開 

方法と内容  

①成果公表②説明責

任の観点からの記載  

 

研究成果の公開  

（予定している 

学会、学術誌の

名称、時期）  

 

  

6．その他  

特記すべきことがあれば記入；     

   

  

 

 

《職業教育研究開発センター研究支援委員会規程》様式第２号         

                                                

研研究究にに関関すするる事事前前チチェェッッククシシーートト  
 

このチェックシートは、「人を対象とする研究」を開始するにあたり、職業教育研究開発センター研究

倫理規程に基づく『職業教育研究開発センター研究支援委員会』による倫理審査への申請が必要とな

るか否かについて、研究の手順に沿って自己判断するものです。 

以下の＜Ａ＞および＜Ｂ＞の設問にお答えください。 

＜Ａ＞の基本事項に「はい」がある場合は、研究を実施すること自体ができませんので、基本事項が

「いいえ」となる研究計画としたうえで、＜Ｂ＞を回答してください。＜Ｂ＞に一つでも「はい」があると、委

員会審査の対象となります。 

「職業教育研究開発センター研究倫理規程」を確認の上、審査を受けるかどうか検討してく

ださい。 

法令、諸官庁の告示、指針＜医学系研究では人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（令和 3年 3月 23日、文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第 1号）＞等により、所属機関

倫理委員会の審査を受けることが定められている研究については、必ず倫理審査への申請を行わなけ

ればなりません。不明な点がありましたら、職業教育研究開発センター（03-3200-9074）までお問い合

わせください。 

 

☆☆全全般般的的なな留留意意事事項項  
(1)研究者代表又は学生を指導する教員は、上記指針および本チェックシートを参照の上、研究分担者

や学生等に対し、適切な研究活動の遂行に努めるよう管理、指導又は助言を行ってください。 

(2)学生が行う研究活動については、指導教員が責任をもって倫理審査への申請を行うか否かを判断し

てください。 

 

＜A＞基本事項(下記の項目が「いいえ」となるように計画してください) 

対象者は依頼に対する同意の後に、撤回や辞退することで不利益を生じるなど、自

由に撤回や辞退することができないものですか。 

□はい 

□いいえ 

 

＜B＞以下の項目において全て「いいえ」である場合は倫理審査の対象にはなりません。 

① 対象者に対し、何らかの不快感や困惑、又は精神的・心理的な負荷や危害を及

ぼす可能性がありますか。 

□はい 

□いいえ 
② 対象者に日常生活で起こりうる範囲を超える不快感又は不便を強いる可能性が

ありますか。 

□はい 

□いいえ 
③ 対象者との間に、例えば研究者が対象者の教師・同僚・雇用主、又は親族等と

して、対象者との間に何らかの力関係や利害関係といった利益相反があります

か。 

□はい 

□いいえ 

④ 研究対象となる個人や集団が差別を受けたり、その経済状況や雇用・職業上の

関係、あるいは私的な関係に損害を与える恐れのある情報の収集など、対象者

に潜在的に不利益となるようなものですか。 

 

 

□はい 

□いいえ 

⑤ 個人にかかわる情報を収集するもので、その結果、個人が特定される可能性が

あるものですか。 

□はい 

□いいえ 
⑥ 交通費や時間の合理的な費用弁償を除く謝金又は他の金銭的誘因を対象者に支

払うものですか。 

□はい 

□いいえ 
⑦ 科学研究費等の公的研究費や民間団体ほかの研究資金提供先、発表予定の学術

雑誌・ジャーナルなどの投稿規程などから、研究倫理審査委員会等の承認を受

けることを要請されているものですか。 

 

□はい 

□いいえ 

⑧ アンケート・インタビュー・観察等により研究に用いられる情報を収集するも

のですか。 

 

□はい 

□いいえ 
＊倫理審査への申請を行う場合は、必ず本チェックシートを申請書に添付をしてください。 
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編集後記

本年度からは改正私学法の施行で、専門学校は実効性のあるガバナンス改革が推進されることになり
ました。要は理事と評議員の役割が明確に区別され、それぞれの責務を果たすことが求められます。こ
れは専門学校運営に関わる変化ですが、今後こうした教育関連の枠組みの変化が、より一層進められる
時代になっています。昨年度の学校教育法の一部改正に伴い、来年度以降専門学校の職業教育そのもの
の枠組みも大きく変わります。リカレント型リスキリング型教育に対応することを目的とした学校教育
法改正は、以下のような３点を柱にしています。
１． 専門学校の教育課程を「学年制」から「単位制」に変えることができるようになります。大学への

編転入を円滑にするためです。
２． 一定の要件を満たす専門学校に専攻科を置くことができるようになります。これも世界的に広がっ

ている普通教育と職業教育を統合する職業資格枠組みに専門学校教育を位置づけなおすためです。
３． 専門学校は、大学と同等の項目での自己点検評価が義務付けられ、外部評価を受けることも努力義

務になります。日本の専門学校は、英語表記では Professional College としていますので、大学なみ
の教育の質を確保するためです。

このような変化は、現下の経済社会の変化や働き方の変化に対応するものです。これまでの日本の職
場は、大企業が年功序列型終身雇用を従業員の OJT で確保するというイメージを維持してきましたが、
これからは、中小規模の事業所が多様な働き方の人材確保を事業所外の Off-JT に委ねるというイメージ
転換にむけて、急ピッチで模索する動きにあるといえます。

本誌の巻頭論文では、大手前大学の坂本理郎教授は、事業所が労働者のキャリア形成を支援する上
で、ディベロップメンタル・ネットワークのキャリア開発に果たすメンター機能について論考されてい
ます。そして、その知見に基づいて、専門学校が大学よりも職場の現実に即してディベロップメンタ
ル・ネットワークと早くから接触できる長所を有していると指摘されています。しかし同時に、現状の
日本社会は個別の職務特性を標準化して示していないので、学生自身が、職業の職務特性を見極める力
を養うほかなく、専門学校はそれを支援するカリキュラムを提供することが期待されています。

高校新卒者の人口が減少の一途を辿る中、外国人や社会人からの学生を確保し、リカレント型／リス
キリング型の職業教育に取り組まざるを得ない専門学校の教職員にとっては、多様化する学生の資質や
能力への関心を深めるだけでなく、これまで以上に、卒業生を迎え入れる職場社会の動向について、よ
り一層深い洞察が求められているといえるでしょう。

  （編集委員長　小川　全夫）

通巻17号の全体校了を間もなくむかえます。今号も無事発行できますこと、投稿をいただいた先生方
をはじめ、関係委員や協力会社に心より感謝いたします。

前号でも少しご案内させていただきましたが、弊学では研究発表の場として、論文投稿の形式として
弊誌（敬心・研究ジャーナル）を年に２回発行し、口演発表の形式として「職業教育研究集会」を年に
１回実施しております。昨年度より、弊学の FD/SD としており、本年度も「第22回職業教育研究集会」
を10月2５日（土）10時開始、全体会・分科会の構成で、オンライン＋オンデマンドで開催いたします。
学内の運営委員会にて現在準備を進めておりますが、全体会のテーマの方向性は「非認知スキル・コ
ミュニケーション能力」を予定しております。後日、弊学ならびに弊センターのホームページにて詳細
をご案内いたしますので、ぜひご参加・ご視聴いただけますと幸いです。

そして、毎回のお願いとなりますが、弊誌をみなさまの研究発表の場として活用いただけますと大変
幸いに存じます。ご投稿お待ちしております。

  （編集事務局　杉山　真理）
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― 「敬心・研究ジャーナル」学校法人敬心学園　編集委員会（2025. 6. 1現在） ―

委 員 長　小川　全夫 　　　　　　（職業教育研究開発センター、九州大学名誉教授、山口大学名誉教授）

副委員長　阿久津　摂 　　　　　　（日本児童教育専門学校）

学術顧問　川廷　宗之 　　　　　　（大妻女子大学名誉教授）

委　　員　小泉　浩一、浜田　智哉（日本福祉教育専門学校）

　　　　　高林　礼子、山下　高介（日本リハビリテーション専門学校）

　　　　　稲垣　　元、王　　瑞霞、住吉　泰之（日本医専）

　　　　　石原　　成　　　　　　 （日本児童教育専門学校）
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